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概要 

現在，自動車産業に携わる企業は自動車ライフサイクルに起因する二酸化炭素排出

量および資源消費量を削減させるマネジメントが求められている．これまで，企業は

自社の競争優位性獲得による企業利益増加を目指して，周囲の複数のプレイヤーの状

況を鑑みながら自社の戦略を決定する戦略的マネジメントが実施されてきた．しかし，

パリ協定を始めとした脱炭素目標が設定され，企業は脱炭素目標という社会目標を考

慮した戦略的マネジメントの実施が求められており，自動車企業も例外ではない．ま

た，自動車産業では現在，CASE と呼ばれる 100 年に一度の技術変革を迎えている．

CASE はコネクテッド化（C），自動運転化（A），シェアリング（S），電動化（E）の

四つの大きな技術変革を指し，特に電動化，つまりはガソリン自動車から電気自動車

への方式転換は脱炭素化に向けた重要な要素である．またシェアリングは電動化を促

進する方策だとされているため，それら二つを同時に考慮することが重要とされてい

る．このように自動車企業の戦略的マネジメントでは社会動向と自動車産業特有の技

術動向を考慮することが求められている．従来，企業は不確実な未来に対して，複数

のシナリオを用意し，その分析結果を戦略的マネジメントに活かしてきた．しかし，

自動車産業に携わる企業の戦略的マネジメントでは技術動向および社会動向を考慮

する必要があることからシナリオが複雑化および大規模化し，シナリオ分析が困難化

するといえる．この課題に対して，技術動向および社会動向を考慮した自動車企業の

戦略的マネジメントを，計算機を用いて支援する必要があると考えられる． 

そこで本研究では，自動車の方式転換と共有化に向けた戦略的マネジメントのライ

フサイクルシミュレーション（LCS: Life cycle simulation）による企業意思決定者のシ

ナリオ分析支援を目指す．LCS は単一製品ファミリを対象として製品および部品の状

態変化をモデル化し，そのマテリアルフローを離散事象シミュレーション技術で動的

にシミュレーションすることで，ライフサイクルプロセスごとに環境負荷とコストを

算出するライフサイクル評価方法論であり，製品の生産計画や回収計画，ビジネスモ

デルなどのシナリオ分析に有効である．また戦略的マネジメントをモデル化するには

複数のプレイヤーが存在する超システム環境をモデル化する必要があるが，超システ

ムを対象とした LCS 方法論として LCS4SoS が提案されている．ここで，本研究で対

象とする自動車の方式転換と共有化に向けた戦略的マネジメントをシミュレー

ションで支援するには，先行研究にて示されてきた LCS モデルおよび超システムの

モデルを深化させる必要がある．具体的には，先行研究では自動車を対象とした LCS

モデルとして電動化は考慮されているが，自動車シェアリングはモデル化されていな

い．また，超システムには要素システムの管理独立性，要素システムの運用独立性，

要素システムの地理的分散性，進化的挙動，創発的挙動の五つの特徴があるが，先行

研究では要素システムの独立性は陽にモデル化されていないため，周囲の状況を鑑み



 

 

ながら自社の意思決定をする戦略的マネジメントのモデル化は十分ではない．以上の

課題に対して本研究では，先行研究にて提案されている LCS モデルの自動車シェア

リングおよび社会目標を考慮した戦略的マネジメントの二方面への拡張を行うこと

を研究目的とし，アプローチとして自動車シェアリングおよび社会目標を考慮した戦

略的マネジメントが製品生産量に与える影響に着目してそれぞれモデル化を行った． 

 

(1) 自動車の電動化と製品共有を考慮したモデル化 

自動車の電動化が考慮できる既存の LCS モデルをその使用形態間の需要代替，つ

まりは個人所有からシェアリングへの移行が考慮できるように拡張した．具体的には，

使用形態間では製品の代替ではなく人々の移動需要の代替が行われていることに着

目し，移動需要を起点として自動車の使用台数や生産量が計算される LCS モデルを

構築した．また，電動化と自動車シェアリング普及の自動車生産量への影響を統合す

るための二段階分配メカニズムを LCS モデルに実装した． 

(2) 社会目標を考慮した戦略的マネジメントのためのモデル化 

超システムの特徴である要素システムの管理および運用の独立性を陽にモデル化

することで社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモデル化を図った．具体的には，

企業の戦略的マネジメントにおける戦略評価のプロセスに着目した意思決定モデル

を LCS4SoS に実装した．意思決定モデルでは社会目標への達成状況を評価し，その

評価結果に基づいて社会目標と企業の個別目標で構成される意思決定ルールに沿っ

た相互作用に関連するパラメータ値の修正が行われる．  

 

以上二つのモデル化を適用することで，自動車の電動化と製品共有に向けた戦略的

マネジメントのモデル化を行った．電気自動車を中心とした超システムを対象とした

ケーススタディを実施し，（1）によって電気自動車と自動車シェアリングの同時普及

に伴う製品生産量変化がシミュレーションされ，また（2）によって社会目標を考慮し

た戦略的マネジメントによる製品生産量変化が意思決定ルールに沿ってシミュレー

ションされたことを示した．また，ケーススタディを通して様々な意思決定ルールを

持つプレイヤーで構成される超システムをモデル化したことを示し，提案モデルを用

いることで超システムにおける多様なシナリオを評価できることを示した．以上より，

提案したモデルが自動車企業意思決定者にとって，自動車の方式転換と共有化に向け

た戦略的マネジメントにおけるシナリオ分析を支援することに対して有効であるこ

とを示した． 
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1.1. 研究背景 

産業革命以降，先進国を中心として，人類は大量生産大量消費に基づく経済活動で

豊かさを享受してきたが，大量生産大量消費体制は持続不可能な体制であると言わざ

るを得ない．このように言う要因の一つに世界人口の急激な増加が挙げられる．20 世

紀は歴史上最も世界人口の急激な増加を示した時代であり，大量生産大量消費体制と

合わさって資源消費量は急激に増加してきた．2022 年現在，既に人類が生み出した人

工物の総量は地球に存在する生物資源量を超えたと試算されているが[1]，今後も世界

人口の増加の傾向は続き，2100 年には世界人口は約 110 億人に到達すると見込まれ

る[2]．また発展途上国を始めとするより多くの地域で経済成長が見込まれることを考

慮すると，これまで以上に多くの資源が消費され，温室効果ガスや有害物質が排出さ

れる恐れがある． 

しかし，地球資源が有限であることは明確であり，人類の経済活動や社会活動に

よって発生する地球への負荷についても許容できる限界，つまりは惑星限界（Planetary 

boundary）が存在する[3]．1980 年に国際自然保護連合がまとめた世界保全戦略にて言

及されて以降，「持続可能な開発」の重要性は頻繁に叫ばれ，2015 年には持続可能な

開発目標（SDGs: Sustainable development goals）が採択されたが，その実現には人類の

経済活動は地球の惑星限界下で行われることが前提となる．Fig. 1-1 は人類の経済活

動における持続可能性の要素である経済性，環境性，社会性の関係性の変遷を示して

おり[4]，大量生産大量消費が行われた経済第一主義の時代，各要素を同等に扱うトリ

プルボトムラインの時代を経て，今後は惑星限界が強調されたネスト構造に基づく経

済活動が必要だと示している．このネスト構造は社会基盤を超えた経済活動は実施で

きないこと，そして地球システムの限界を超えた経済・社会活動は実施できないこと

を端的に表している． 

 

 

Fig. 1-1 Relation transition between elements of sustainability [3] 
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現在，惑星限界に準拠した経済活動を実現するにあたって，野心的な中長期目標の

一つとしてパリ協定を中心とする世界的な脱炭素目標が設定されている．パリ協定は

2015 年の国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）で採択され，世界の平

均気温上昇を産業革命以前と比較して 2℃より十分低く保ち，1.5℃に抑える努力をす

ることが世界各国で求められることとなった[6]．この産業革命以前に対する平均気温

上昇 2℃未満の達成には，2070 年頃から 2100 年までの間に人為起源の温室効果ガス

排出量を正味ゼロ以下に，さらに 1.5℃未満の達成には 2050 年頃に正味ゼロ以下にし

なければならないとされている[7]．この達成のためには消費，生産，経済，社会など

あらゆるシステムの大改革が必要であり，またその変革の評価にはライフサイクル思

考に基づいて行っていくことが求められる． 

脱炭素社会の実現にあたって注目されている産業として自動車産業が挙げられる．

現在，世界全体の温室効果ガス排出量のうち自動車交通は約 18%を占め[8]，また今後

の世界人口の増加によって自動車台数は現在の約 1.3 億台から 2050 年には約 2.1 億台

に増加するとされている[9]．このことから自動車産業は脱炭素社会の達成に大きな影

響を及ぼすことが明白であり，自動車産業に携わる企業は自動車ライフサイクルに起

因する二酸化炭素排出量（CO2）排出量および資源消費量を削減するためのライフサ

イクルマネジメントが求められている．これは，これまで企業は自社の競争優位性を

獲得による企業利益増加を目指して，周囲の複数のプレイヤーの状況を鑑みながら自

社の戦略を決定する戦略的マネジメントが実施されてきたが，脱炭素目標という社会

目標を考慮した戦略的マネジメントの実施が求められていることを意味する．また，

それに加えて自動車産業では CASE と呼ばれる 100 年に一度の大変革を迎えている．

CASE はコネクテッド化（C），自動運転化（A），シェアリング（S），電動化（E）の

四つの大きな技術変革を指す．この中でも，特に電動化，つまりは電気自動車の普及

は脱炭素社会の実現における重要な鍵の一つとされる．これは電気自動車ライフサイ

クル全体の CO2排出量が既存のガソリン自動車と比較して小さいためであり[10]，世

界各国で電気自動車の導入目標が設定され，既存のガソリン自動車からの脱却が目指

されている．自動車のシェアリングは電気自動車の高い導入コストを緩和するなど，

電気自動車の普及促進のための重要な要因の一つとされ[11]，自動車の電動化と自動

車シェアリング普及の影響を同時に考慮することが重要とされている． 

このように自動車企業の戦略的マネジメントでは社会動向と自動車産業特有の技

術動向を考慮することが求められている（Fig. 1-2）．従来，企業は不確実な未来に対

して，複数のシナリオを用意し，その分析結果を戦略的マネジメントに活かしてきた．

しかし，自動車産業に携わる企業の戦略的マネジメントでは技術動向および社会動向

を考慮する必要があることからシナリオが複雑化および大規模化し，シナリオ分析が

困難化するといえる．この課題に対して，技術動向および社会動向を考慮した自動車

企業の戦略的マネジメントを，計算機を用いて支援する必要があると考えられる． 
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1.2. 研究目的とアプローチ 

 前節での研究背景を受けて，本研究では自動車企業意思決定者のシナリオ分析を

支援することを目指し，自動車の電動化とシェアリング普及に向けた社会目標を考

慮した戦略的マネジメントをライフサイクルアプローチに基づいてモデル化するこ

とを研究目的とした．具体的には，自動車の電動化とシェアリング普及，そして社

会目標を考慮した戦略的マネジメントが製品生産量に与える影響に着目したライフ

サイクルシミュレーション（LCS: Life cycle simulation）モデルを構築する．ここ

で，先行研究にて自動車シェアリングを対象としたライフサイクル評価は不足して

おり，また社会目標を考慮した戦略的マネジメントの影響をライフサイクルアプ

ローチから捉えた研究はほとんどない．本研究では自動車の電動化とシェアリング

普及を考慮したモデル化と，社会目標を考慮した戦略的マネジメントのためのモデ

ル化をそれぞれ行った後に構築したモデルを組み合わせることで研究目的の達成を

目指す．それぞれのモデルは以下に示す着眼点に基づいてモデル化される． 

 

(1) 自動車の電動化とシェアリングを考慮したモデル化 

自動車シェアリングは日本でも普及している，サービス提供者が管理する自動

車を複数のユーザに時間貸するカーシェアリングと現在北米を中心に普及してい

る，自動車所有者がドライバーとして乗客を送迎するライドヘイリングを対象と

し，それぞれの特徴を含めた LCS モデルを構築する．具体的には，カーシェア

 

Fig. 1-2 Scope of this study 
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リング車両とライドヘイリング車両は個人所有車と比較して輸送能力が高いこと

から，輸送能力モデルを LCS モデルに追加する．また，ライドヘイリングでは

乗客の送迎の際に迂回路が発生し，全体の走行距離が増加するとされることか

ら，ライドヘイリング時の走行距離モデルを追加する．そして最後に，電動化と

自動車シェアリング普及の生産台数への影響を統合する二段階分配メカニズムを

LCS モデルに導入する． 

(2) 社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモデル化 

企業の戦略的マネジメントは周囲の状況を鑑みながら自社が設定した目標の達

成に向けた意思決定を行う活動であるため，戦略的マネジメントをモデル化する

際には超システム環境を想定したモデルになる．このことから，超システムを対

象とした LCS 方法論である LCS4SoS で用いられるモデルをベースとする．ここ

で，既存の LCS4SoS 研究で用いられた超システムのモデルは，超システムの特徴

である要素システムの管理および運用の独立性をシナリオの設定によって定義し

ており，陽にモデル化していない．しかし，本研究で対象とする社会目標を考慮

した戦略的マネジメントは社会目標の達成状況を参照しつつ，その達成に向けて

要素システムの振る舞いを変更させるため，そのモデル化の際には要素システム

の管理および運用の独立性を陽にモデル化することが求められる． 

そこで，本研究では企業の戦略的マネジメントにおける戦略評価のプロセスに

着目した意思決定モデルを導入し，要素システムの管理および運用の独立性を陽

にモデル化する．意思決定モデルでは社会目標への達成状況を評価し，その評価

結果に基づいて社会目標と企業の個別目標で構成される意思決定ルールに沿った

相互作用に関連するパラメータ値の修正が行われる．意思決定モデルは対象とす

る製品ライフサイクルシステムごとに設定され，また意思決定機会ごとに意思決

定ルールに沿ったパラメータ値の修正が繰り返される． 

1.3. 本論文の構成 

 Fig. 1-3 に示すように，本論文は 7 章からなる． 

 第 1 章では，本研究の背景について述べ，本研究の目的とアプローチを示した． 

 第 2 章では，本研究で対象とする電動化，自動車シェアリング，企業の戦略的マネ

ジメント，そしてライフサイクル評価の関連研究を述べ，自動車の電動化とシェア

リング普及に向けた社会目標を考慮した戦略的マネジメントをモデル化するにあ

たっての課題と着眼点について述べる． 

 第 3 章では，自動車の電動化とシェアリングを考慮したモデル化を行っていく．本

研究では自動車シェアリングの特徴を考慮した LCS モデルの構築および電動化と自

動車シェアリング普及による生産台数への影響を統合するための二段階分配メカニ

ズムを提案する． 
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 第 4 章では，自動車の電動化に向けた社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモ

デル化を行う．社会目標を考慮した戦略的マネジメントを LCS に反映するために各

相互作用に関連する妥協解選択の繰り返しプロセスのモデル化を行う． 

 第 5 章では，第 3 章および第 4 章にて提案した LCS 手法を適用することで自動車

の電動化とシェアリング普及に向けた社会目標を考慮した戦略的マネジメントをモ

デル化し，その計算可能性を検証する． 

 第 6 章では，提案された LCS モデルの有効性と限界について述べ，また提案手法

の活用場面について考察する． 

 第 7 章では，本研究の結論と展望を述べる． 

 

 

Fig. 1-3 Structure of this paper 
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第2章 関連研究と本研究の着眼点
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2.1. ライフサイクルデザイン 

2.1.1.ライフサイクルデザインの概要 

 ライフサイクルデザインは製品そのものだけでなくそのライフサイクル全体も対

象とし，従来個別に設計が行われてきた複数のライフサイクルプロセスを有機的に繋

げながら全体設計を行うことを意味しており[1][2]，ライフサイクル思考に基づいて

いる．対象となるライフサイクルには，製品製造から使用に至る製品・部品・資源の

順経路だけでなく，回収からリユースやリサイクル等の再利用プロセスを経て最終的

に廃棄に至る循環フローが含まれる．つまり，ライフサイクルデザインでは製品や部

品の設計を循環経路の設計とリンクさせることで資源効率性を向上させ，少ない資源

投入量で市場の要求を満たすことが目的となる． 

 ライフサイクルデザインは Fig. 2-1 に示すようにライフサイクルプランニング，製

品設計，プロセス設計，ライフサイクル評価から構成され，ライフサイクルデザイン

された製品はライフサイクルマネジメントによって付加価値の創出が目指される[8]．

ライフサイクルデザインの各プロセスについて説明する． 

 ライフサイクルプランニング 

ライフサイクルプランニングはライフサイクルデザインの最上流で，目標仕様と環

境調和型設計コンセプトを構築するプロセスを指し[4]，製品特性を考慮したライフサ

イクルオプションを選定し，それらの最適な組み合わせを見出すことが求められる．

ライフサイクルオプションはライフサイクルデザインの方策，選択肢を意味する．Fig. 

2-2 にライフサイクルオプションの分類を示す．ライフサイクルオプションは大まか

には，資源使用量や廃棄物発生量を予め低減する仕組みを施すリデュース，製品や部

品に付随する機能を活かして再利用するリユース，回収した製品や部品の材料再利用

を実施するリサイクル，そして適正処理や埋立処分などを含む廃棄処分に分類される

[3]． 

 

Fig. 2-1 Flowchart of life cycle design [3] 
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目標仕様は品質仕様と環境仕様で構成される．品質仕様の策定では品質機能展開を

用いてユーザにとって魅力的な製品の開発が目指され，環境仕様の策定では製品の環

境要求を整理し，それに対応する環境特性とその優先度が決定される．これら目標仕

様を基に製品レベルおよび部品レベルコンセプトが複数作成される．部品レベルの

コンセプトではライフサイクルオプション分析が行われ，ライフサイクルオプション

の組み合わせ可能性が検討される．最終的には，複数のコンセプトに対して，品質，

環境，コストの側面から総合的に評価して，バランスの取れたライフサイクルオプ

ションのベストミックスが見いだされる． 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-2 Life cycle option [3] 
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 製品設計 

ライフサイクルプランニングにて策定された目標仕様とコンセプトを基に，製品設

計およびプロセス設計が行われる．製品設計では製品の組立性や分解性，リサイクル

性，リユース性，アップグレード性などを考慮しながら部品の配置や使用する素材が

検討される．このとき，製品ライフサイクルにおける特定の視点から製品の改善を図

る Design for X（DfX）手法と呼ばれる要素技術を用いることが有効である[5]．例え

ば，組立性設計手法（Design for Assembly）として組立性向上のためのガイドラインな

どが提案されている[6][7]．また，比較的寿命が長い製品の設計の際には多世代機種を

見据えることが重要とされ，多世代間の部品の共通化の検討は重要である[8]． 

 

 プロセス設計 

製品設計と合わせて，ライフサイクル計画を実現するための製造やメンテナンス，

回収，リユースなどのライフサイクルプロセスが設計される．プロセス設計には製品・

部品・素材の順経路だけでなく，循環経路も設計の対象となる．順経路の設計では製

品を効率よく市場に供給することが目的とされ，サプライチェーン全体の資源の需給

バランスを最適化するサプライチェーンマネジメントなどの手法が用いられる．一方

で，循環経路では製品の回収計画やその回収方法，製品の分解手順やリサイクル計画

などが検討される． 

 

 ライフサイクル評価 

ライフサイクルプランニングで決定されたライフサイクル計画および設計された

製品とライフサイクルフローが現状分析で設定した目標を達成しうるのか評価が行

われる．評価項目としては CO2排出量を始めとする環境負荷指標や製品製造にかかる

コストなどの経済性指標，またリユース率などの循環性に関連する指標が含まれる．

これら評価結果は現状分析で設定した目標を達成しているかの判断に用いられ，達成

できていない場合は各プロセスに適宜戻り修正および再検討が行われることになる． 

2.1.2.ライフサイクル評価手法 

ライフサイクル評価の代表的な手法として，ライフサイクルアセスメント （LCA: 

Life Cycle Assessment），ライフサイクコスティング（LCC: Life Cycle Costing）が挙げ

られる．LCA は，対象とする製品やサービスを生み出す資源の採掘から廃棄に至るラ

イフサイクル全体を考慮し，資源消費量や排出物量を計量すると共に，その環境への

影響を評価する方法論である[9] [10]．LCA の実行手順は ISO 規格で定められており，

Fig. 2-3 に示すように，Ⅰ. 目的と評価範囲の設定，Ⅱ. インベントリ分析，Ⅲ. 影響

評価，Ⅳ. 解釈の 4 プロセスからなる[11]．これらプロセスは一気通貫に行われるの

で 
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はなく，反復的に行われる．LCA の各プロセスについて説明する． 

I. 目的と評価範囲の設定 

 LCA を実施するにあたってまずは目的の設定が行われる．具体的には，誰が，

誰に依頼され，誰を報告対象として，何を対象に，何のために LCA を実施す

るのかが定められる．ここで設定される目的は評価範囲の設定に影響を与える．  

評価範囲の設定では対象とする製品やサービスの選択，インベントリ分析に

て用いる機能単位の選択，ライフサイクルプロセスの範囲，つまりはシステム

境界の明確化が行われる． 

 

II. インベントリ分析 

 インベントリ分析ではⅠにて設定した評価範囲内のライフサイクルプロセ

スごとのインプット・アウトプットデータを整理し，製品ライフサイクルを通

じて投入される物質，資源，エネルギーと，排出される製品，廃棄物，環境汚 

染物質が定量化される．一般的に，収集されるデータはメーカが直接管理して

いる製品の材料構成や加工・組立に要するエネルギー量，水消費量などのフォ

アグラウンドデータと，資源採掘や素材製造，リサイクルなどの製品ライフサ

イクルのうちメーカが直接関与していないプロセスに属するバックグラウン

ドデータに大別される．インベントリ分析の手法は，積み上げ法と産業連関分

析法に大別される．積み上げ法は，ライフサイクルプロセスごとのエネルギー

収支，物質収支を計算し，システム全体としての環境負荷を積み上げていく方

法である．産業連関分析法では，一国の産業を詳細な部門に分けて，部門間の

金額ベースのやり取りから，エネルギーや環境負荷などの物量に関連する直接

間接のやり取りを推定する方法である．  

 

 

Fig. 2-3 Framework of LCA methodology [11] 

 

Ⅰ. Goal & Scope Definition

Ⅱ. Inventory Analysis

Ⅲ. Impact Assessment

Ⅳ. Interpretation
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III. 影響評価 

 得られたインベントリ分析の結果を入力値として，地球温暖化や生態系，人

間健康などへの潜在的な影響を定量化する．  

 

IV. 解釈 

 入力変数の感度分析の実施や様々な不確実性を考慮したうえで，インベント

リや環境影響の観点から支配的なライフサイクルプロセスを特定し，結論ある

いは提言をまとめる． 

  

LCC は LCA 同様に製品のライフサイクル全体を対象とするが，評価項目として各

ライフサイクルプロセスで発生するコストなどの経済性を扱う[12]．LCA と LCC は

ライフサイクル評価にてしばしば同時に用いられ，設計対象製品の環境性と経済性の

評価が行われる．これは環境性の向上と経済性の向上はトレードオフ関係になりえる

ためであり，設計者は環境性と経済性との間でバランスを取ることが求められる．

LCA と LCC は静的かつ代表的な製品ライフサイクルを評価対象として扱う．そのた

め，リユースやリマニュファクチャリングなど，同機種の他製品や次世代機への製品・

部品の循環プロセスに関連する環境負荷は代表的な配分値が与えられることになり，

その影響を動的に評価することはできない． 

 この課題に対応するライフサイクル評価手法としてライフサイクルシミュレー

ション（LCS: Life Cycle Simulation）が提案されている[13][14][15]. LCS は物質，エ

ネルギー，そして金銭フローの動的過程をライフサイクルプロセス間の依存関係を考

慮しながらモデル化し，離散事象シミュレーション技術を用いてシミュレーション評

価が行われる手法である．その特徴として，市場のシェアやストックなどの対象製品

の物量およびその時間変化を取り扱うことができ，また製品や部品個体の状態変化を

考慮可能である．この製品や部品の状態変化は物理的な劣化が主に想定され，それは

製品の使用条件によって確率的に異なるが，LCS ではその使用状態のばらつきがモデ

ル化され，また製品個体ごとに物理寿命および価値寿命を確率分布に基づいて付与可

能である．このことから，LCS では物質フローの非定常性を考慮することが可能であ

るといえる．また LCS では製品個体の状態変化を考慮可能であることを活かし，製品

および部品の状態に応じてライフサイクルプロセス内の処置判断，つまりはライフサ

イクルプロセス内の意思決定がモデル化される．そして最後に，LCS では外生変数の

変化を時系列で考慮可能である．外生変数は製品を取り巻く事業環境に関連する変数

を指し，製品の法定リサイクル率や電力構成変更に伴う系統電力原単位などが含まれ

る．  

 LCS は「条件の設定」，「LCS モデルの構築」，「シミュレーション実行」，「結果の出

力」の順で実行される（Fig. 2-4）[13]．ここで，LCS モデルは製品モデル，プロセス
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モデル，供給・回収計画の三要素で構成される．製品モデルは製品レベル，部品レベ

ル，材料レベルの三レベルで定義され，それぞれ質量や寿命，環境負荷原単位，コス

ト原単位などが定義される．プロセスモデルはライフサイクルプロセスとマテリアル

フローおよび情報フローから構成され，プロセス間の依存関係や各ライフサイクルプ

ロセスで実行される挙動やその際発生する環境負荷やコストが定義付けられる．供

給・回収計画では対象製品の市場投入量やリユース品の回収量などが設定されている． 

 

LCA と LCC と LCS との比較を Table. 2-1 に示す[13][16]．LCA や LCC と比較して

LCS は時間経過に伴う動的な事象変化や循環経路の取り扱い可能など，評価可能な対

象範囲が広く，モデリングの自由度が高いことが確認できる．実際，多くの産業事例

の評価に LCS が用いられてきた．例えば，文献[17]では産業用ロボットの部品劣化状

況に伴う機能低下を LCS でシミュレーションした．文献[18]ではセメント産業におけ

る環境性評価と経済性評価に LCS が用いられている．また，文献[19]ではエレベータ

の保守設計における LCS の有効性に用いられている．文献[13]ではノートパソコンの 

 

Fig. 2-4 Flowchart of life cycle simulation [13] 
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販売事業からリユース事業への移行に伴う環境影響とコストを，LCS を用いて評価し

た．文献[20]では PSS 設計支援を目的とした LCS 手法が提案された．提案されている

LCS 手法では，製品と搭載されているソフトウェアの運用，保守，アップグレードの

サービスを含めたビジネスモデルの環境負荷やコストを定量評価することが可能で

あり，Product-oriented PSS を対象としている．より多様な PSS を対象とする LCS と

して，文献[21]では従来の製品モデルにサービスモデルを追加し，統合することが提

案されている．これら既存研究は，LCS は多くの循環フローの効果を評価可能である

ことを示しており，また PSS のビジネスモデルを取り扱うことが可能であることを示

している． 

 以上のように，LCS はモデリングの柔軟性が高く，様々な事例を対象として用いら

れている．しかし，注意すべきなのは，得られたシミュレーション結果には不確実性

が内包されている点である．これは LCS ではシミュレーション内の製品個体やライ

フサイクルプロセスに関連するパラメータ値として離散値だけでなく確率分布の情

報を付与できることやそもそもライフサイクルモデル構築時に全てのパラメータに

現実世界の正確な値を入力できることは稀であることに起因する．これら特徴から，

LCS は精密な将来予測を行うためのツールとしてではなく，製品や部品に関連するパ

ラメータ値の変更や対象とする中長期的なビジネスプランの環境性や経済性を比較

するための What-if 分析ツールとして用いられる[3, 14]．LCS を実行する際には複数

のシナリオが用意され，現実世界の真値はそれらシナリオのシミュレーション結果の

範囲内に存在すると想定されることになる．このことから，LCS のシミュレーション

結果の妥当性とは，現実世界の値に如何に近いかという結果の正確性ではなく，対象

とする事象を適切にモデル化できているかという点で判断されることになる． 

 一方で，LCS モデルに含まれるパラメータ値をより現実世界に則したものにし，シ

ミュレーション結果の正確性を向上させる LCS 手法としてデータ同化型 LCS（DA-

LCS: Data-Assimilated LCS）が提案されている[22]．DA-LCS にはシミュレーション期

間の現場観測データを用いて LCS モデル内の設定定数や関数の自動修正が行われる

データ同化メカニズムが含まれ，継続的な LCS モデルの改善が求められるライフサ

Table. 2-1 Comparison of LCA, LCC, and LCS（based on [11][14]） 

 

 LCA LCC LCS 

Evaluation target One product Product business 

Output 
Environmental 

impact 
Economic impact 

Environmental and 

economic impact 

Evaluation method 
Static evaluation based on input-output 

model of life cycle processes 

Dynamic evaluation based 

on discrete event simulation 

Evaluation period One product life cycle Business period 
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イクルマネジメントを支援するのに有効な LCS 手法とされる． 

LCS は Table. 2-1 に示したように中長期的なビジネスプランを扱い，製品の世代の

移り変わりを考慮することが可能であるが，基本的に単一製品のライフサイクル評価

が行われる．しかし，昨今ではそれまでは関係がなかったシステム間に物質または情

報を介した相互作用が生じて、超システム（SoS: System of Systems）と見なせる状態

が形成されることがある．超システムとは，複数の独立なシステムが相互作用するこ

とで形成されるより大規模なシステムを捉えるための概念であり[23][24]，自立性，独

立性，分散性，進化性，動的再構成，創発的挙動，相互依存性，相互運用性の八つの

特徴が定義されている[23]．これら特徴から，超システムの挙動を予測することは困

難であり，大きな不確実性をはらんでいる． 

超システムは超システムとその構成システムの権限関係から Table. 2-2 に示す四つ

のタイプに分類できる [25]．DirectedSoS は超システムの目的達成が最も順守される

形態であり，Ackonowledged SoS，Collaborative SoS，Virtual SoS の順に個別システム

の目的達成が重要視されていく．Directed SoS は特定の目的を達成するために構築・

管理される直接指揮型超システムであり，中央管理システムによって一元的に進化し

ていく．構成システムは独立して運用・管理する能力はあるものの，基本的に中央管

理システムの目的に従属する．Directed SoS の対極にあるのが Virtual SoS である．

Virtual SoS では中央管理システムは存在せず，また超システム全体の目標も共有され

ない状態であり，要素システム間相互作用から結果的に超システムとしての振る舞い

が創発されるシステムである．Collaborative SoS および Acknowledged SoS では超シス

テム全体の目標が共有されている状態であるが，その拘束力が異なる．Collaborative 

SoS では中央管理システムは存在せず，要素システム自身が超システム全体の目標を

達成するために自発的に相互作用を発生させる．一方で，Acknowledged SoS では中央

管理システムからの要請に対して要素システムが承認する形で相互作用を発生させ

ることから，協力と指示の中間に位置する超システムである． 
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 H.Kobayashi らは複数の異種製品ライフサイクルシステム，システム間の相互作用，

そして時間経過を要素として構成される超システムを結合型ライフサイクルシステ

ムズ（CoLSys: Connected life cycle systems）と定義し [26]，CoLSys を対象とした LCS

方法論である LCS4SoS を提案している[27]．CoLSys は産業共生と循環生産システム

の概念を包含する概念である．Fig. 2-5 に CoLSys の概念図を示す [3]．  

Table. 2-2 Types of SoS [25] 

 

Type Definition 

Directed 

Directed SoS are those in which the SoS is engineered and managed to fulfill specific 

purposes. It is centrally managed during ling -term operat ion to continue to  fulfill 

those purposes as well as any new ones th e system ow ners might wi sh to address. 

The component systems maintain an ability to o perate independency , but t heir 

normal operational mode is subordinated to the centrally managed purpose. 

Acknowledged 

Acknowledged SoS have recognized objectives, a designated manager, and resources 

for the SoS; howe ver, the constituent systems retain their independent ow nership, 

objectives, funding, development , and sustainment approaches. Changes in the 

systems are based on cooperative agreements between the SoS and the system 

Collaborative 
In collaborative SoS, the component systems interact more or less voluntarlly to 

fulfill agreed-upon ventral purposes. 

Virtual 

Virtual SoS lacks a  central management authority and a ventrally agreed -upon 

purpose for the system of s ystems. Large -scale behavi or emerges - and may be 

desirable- but this ty pe of SoS relies upon relatively i nvisible, self -organizing 

mechanisms to maintain it.  
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本方法論は，異種製品ライフサイクルシステム間の相互作用をモデル化することに

よって，CoLSys の振る舞いを計算機上で表現およびその影響を評価することを意図

している（Fig. 2-6, Table. 2-3）．LCS4SoS では以下に示す 5 分類 8 種類の相互作用が

定義されている．  

 

I. 需要代替 

製品 B の生産が製品 A の生産量に影響を与えることで需要の代替が起こる．

市場規模が限定されている，同一の機能を持ち，競合する製品間で発生する可能

性がある．例えば，次世代自動車の生産によるガソリン自動車の生産量減少が考

えられる． 

 

II. 機能による需要代替 

 製品 B の副機能を使用することによって製品 A の生産量に影響を与える．例

えば，スマートフォンは通話機能のほか，音楽を聴く副機能を持つ．これにより，

携帯音楽プレーヤの生産が減少することが考えられる． 

 

III. 使用強度変化 

 製品 B と製品 A の機能が類似している場合，製品 B の使用により製品 A の使

用強度が変化する．例えば，スマートフォンに内蔵するカメラを用いることで， 

スマートフォンとカメラを両方所有しているユーザのカメラの使用強度が減少

すると考えられる． 

 

 

Fig. 2-5 Concept of connected life cycle systems [3] 

System of product life cycle systems

Life cycle of 

product A

Life cycle of 

product B

Life cycle of 

product C

Natural 

resources Waste

: Interaction between product life cycle systems (with material or information flow)

: Material flow
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IV. グローバルリユース 

 廃棄および使用されなくなった製品 B の部品やモジュールを，製品 C の新規

製造の際に用いる．これは廃棄される製品の構成部品には十分な寿命が残存して

いる可能性があることから発生する．なお，グローバルリユースはで循環型経済

で示されている循環経路の Repurpose に該当する[28]． 

 

 

 

Fig. 2-6 Interactions among product life cycle systems in connected life cycle systems [26] 

 

Table. 2-3 Eight types of interaction among product life cycle systems [27] 

 

 

Material

processing
Production In-use Disposal

Product life cycle A

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ Ⅴ

: Interaction between product life cycle systems

: Process flow

Connected life cycle systems

Material

processing
Production In-use Disposal

Product life cycle B

Material

processing
Production In-use Disposal

Product life cycle C

Category Type Content

Ⅰ Ⅰ-a Demand substitution with an alternative product (information flow)

Ⅰ-b Demand increase by diffusion of a related product (information flow)

Ⅰ-c Reuse of factory waste as a resource for other product life cycle processes (material flow)

Ⅱ Ⅱ-a Demand substitution by sub-function (information flow)

Ⅱ-b Demand increase by sub-function (information flow)

Ⅲ Ⅲ-a Substitution of usage intensity of in-use stock (information flow)

Ⅳ Ⅳ-a Global reuse of old products in different new or like-new products (material flow)

Ⅴ Ⅴ-a Global reuse for spare parts to prolong the lifetime of in-use stock (material flow)
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V. メンテナンス用部品としてグローバルリユース 

 廃棄および使用されなくなった製品 B の部品やモジュールを，市場にある製品

C のメンテナンス用部品として使用する．製品使用期間が長い製品の部品が生産

中止になった場合に有効である． 

 

LCS4SoS を用いたケーススタディとして，EV の使用済み電池を定置用蓄電池とし 

てグローバルリユースした場合の環境影響が評価されている[29]．この先行研究では，

製品ライフサイクルシステム間の相互作用の発生と強度を静的ルールで制御する手

法が提案され，グローバルリユースを対象としてその有効性の検証が行われた．その 

手法では，相互作用に関与する各製品ライフサイクルシステムの具体的なパラメータ

をシミュレーション中に決定し，それぞれの条件を満たすかどうかを判断している．

設定されたパラメータは 5 種類あり，リユース可能性，リユース対象製品の残存物理・

価値寿命, コスト，リユース対象製品の質,リユース量が設定された． 

ここで，既存研究では CoLSys では対象とする製品ライフサイクルシステムごとに

製品普及シナリオ等のシナリオが設定されていることから，個別に相互作用を含めた

ライフサイクルマネジメントが行われることが想定されているといえる．しかし，既

存研究では CoLSys のモデル化の際には超システム全体の目標を考慮されていない．

そのため，既存研究では CoLSys を Virtual 型の超システムとしてモデル化されている

といえる．  

LCS4SoS によって複数のライフサイクルシステム間の相互作用を考慮可能になっ

たが，実際には，ライフサイクルシステムに関連するマテリアルフローは、相互作用

だけでなく、社会技術的な側面やプロセス固有の側面にも影響されると考えられるが，

社会技術システムと固有プロセスの二つの側面を LCS4SoS では考慮されていない． 

社会技術システムは人口や経済成長だけでなく，規制や技術進歩など，様々な要因

で構成されている．これらは CoLSys におけるマテリアルフローに 10 年から 50 年に

渡って影響を与える．一方で，CoLSys を形成する各製品の寿命は 2 年から 20 年程度

である．そして，LCS で用いられている離散事象シミュレーション技術は社会技術シ

ステムをモデル化するのに適していない．したがって LCS4SoS のフレームワークで

は社会技術システムをモデル化することはできない．また，CoLSys における製品需

給は，ライフサイクルシステム内の特定プロセスの微細な挙動に影響される．また，

生産工程や保守サービス工程における製品の詳細な挙動が，CoLSys に全面的に影響

を与えることもある．このような微小な挙動は 1 日や 1 週間程度の周期で起こるが，

ライフサイクルシステムレベルでの計算周期は長くなるため，これら挙動は LCS で

はモデル化されない． 

この課題に対して，文献[26]ではハイブリッドシミュレーションアーキテクチャが

提案されている．Fig. 2-7 に示すように，ハイブリッドシミュレーションアーキテク
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チャでは LCS モデルと時間分解能が異なる社会技術システムモデルと特定プロセス

の詳細モデルを組み合わせることで LCS の拡張が行われる．このとき，社会技術シス

テムはシステムダイナミクス[30]やエージェントベースドモデリング[31]を用いてモ

デル化可能である．特定プロセスの詳細モデルでは目的に応じて，離散事象シミュ

レーション技術，システムダイナミクス，エージェントベースドモデリングが選択さ

れる．一般に，生産・流通過程のモデル化は離散事象シミュレーションが適用され，

消費者行動の分析にはエージェントベースドモデリングが適用される. 

これら LCS で用いられる評価指標として，環境性指標ではライフサイクル全体の

CO2排出量や関与物質総量（TMR: Total Material Requirement），経済性指標ではライフ

サイクル全体のコストや利益が用いられる．TMR とは，ある直接的に必要な物質を

得るために必要な直接投入物質，間接投入物質，そして隠れた物質フローの総和を表

す指標であり，製品で用いられた資源量だけでなく，そこに至るまでに消費された採

掘活動量を考慮することができる[32][33]． 

 

 

Fig. 2-7 Example of hybrid simulation architecture for CoLSys [26] 
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2.2. 電気自動車の関連研究 

世界全体の自動車交通由来の CO2 排出量は全体の約 18%を占めており，その削減

が求められているのは前述した通りであり，その削減のためには非再生可能なエネル

ギーである石油を動力源とするガソリン自動車からの脱却を図ることが有望な解決

策であると言われている[34].ガソリン自動車を代替する車両として電気自動車が挙

げられ，脱炭素社会の達成に向けた重要な要素の一つとされている．電気自動車は従

来のガソリン自動車と比較して，自動車ライフサイクル全体の CO2 排出量が小さい

[35]．また，電気自動車は電力を動力とするため，電気自動車の走行時 CO2排出量は

使用される地域の電力構成に依存する．そのため，電力の脱炭素化を同時に進めてい

くことが重要となるが，文献[36]にて現状の世界のほぼ全ての地域においてガソリン

自動車から電気自動車への移行による一定の脱炭素効果が挙げられることが示され

ている．一方で，電気自動車に投入される資源やエネルギーはガソリン自動車と比較

して大きくなり，電気自動車普及に伴う資源消費量やエネルギーの増加をバランスさ

せていく必要がある[37]．特に現在，多くの電気自動車に搭載されているリチウムイ

オン電池には多くの希少資源やエネルギーが投入されているため，その資源効率性を

向上させることが求められている．今後，電気自動車の普及と共に使用済みのリチウ

ムイオン電池も増加していき，世界で 2020年に 5万個だった使用済みリチウムイオン

電池は 2035 年には 1 億 5000 万個に増加すると推定されている[38]．この使用済みリ

チウムイオン電池をリユースすることは電気自動車の環境負荷を大きく削減させる

ことに繋がるため，異種製品への再利用を含めてそのリユース経路が検討されている．

文献[39]ではリユース先として充電スタンドや家庭用蓄電池などを候補としている． 

 電気自動車の特徴として，人々を移動させる手段だけでなく，蓄電池として用いら

れることが可能であることが挙げられる．その代表例として V2H（Vehicle to Home）

が挙げられる．V2H とは電気自動車のバッテリーに蓄えられたエネルギーを住宅のエ

ネルギー源として利用することを意味し[40]，例えば，家庭での電力消費量が少ない

夜間に充電し，家庭での電力消費量が多いときに，電気自動車に蓄えたエネルギーを

家庭で使用することが可能になる[41]．つまり，電気自動車は従来の家庭用蓄電池の

役割を担うことが可能である[42]． 

 世界各国で電気自動車の普及目標が設定され，今後はその目標達成に向けた取り組

みが行われると予想される．文献[43]では電気自動車の普及要因として，充電インフ

ラの整備，自動車の個人所有からの脱却，電気自動車市場が収益性の高い市場とする

こと，原油価格が大幅に上昇すること，気候変動政策が野心であること，電力系統の

スマートグリッド化の六つが挙げられている．また，電気自動車の高い初期投資は導

入を敬遠する主要因の一つであり，国や自治体から支給される補助金は重要な役割を

担っていることから，政府の介入などは電気自動車普及において重要である[44]．そ
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のため電気自動車の普及にはインフラ整備や補助金等の政策に強く依存していると

考えられる． 

 電気自動車を対象としたライフサイクル評価研究では主にLCAが用いられており，

電気自動車とガソリン自動車の LCA 結果の比較が行われている[45-50]．これら LCA

結果は数値的なばらつきはみられるが，電気自動車の CO2排出量がガソリン自動車の

ものと比較して小さくなることが示されている．一方で，これら結果は製品単体を対

象としており，製品総量や市場における製品普及の混合状態は考慮されていない．ガ

ソリン自動車から電気自動車への移行状態を考慮したライフサイクル評価研究とし

て，文献[27]ではガソリン自動車から電気自動車への需要代替を考慮した LCS モデル

を構築している．具体的には，ガソリン自動車および電気自動車の LCS モデルを構築

し，それぞれに需要代替を加味した普及シナリオを与えることでモデル化している． 

2.3. 自動車シェアリングの関連研究 

現在，世界中で様々な自動車シェアリングサービスが展開されている．文献[51]で

は現在普及している，自動車シェアリングサービスを含む，シェアモビリティの分類

を行っているが，このうち，自動車シェアリングに該当するシェアリングサービスに

ついて説明する． 

 

 カーシェアリング 

 カーシェアリングは複数のユーザが同じ車両を使用する共有輸送方式である

[52]．ユーザはカーシェアリングを利用することで，車両を所有する責任と費用

を考慮せずに，自動車による移動の利点を享受できる．類似しているシステムと

してレンタカーが挙げられるが，カーシェアリングはより短時間での利用を想定

しており，利用時間に基づく支払いになっている[53]． 

 カーシェアリングの形式は，ステーションベースとフリーフローティングの二

つに大別することができる．ステーションベース形式では，車両を使用した後に

元の駐車場に返却する必要があるライドトリップと，サービス提供している企業

が契約している駐車場であれば返却はどこでもよいワンウェイがある．フリーフ

ローティングはサービス提供企業が指定するエリアであればどこでも返却可能

な形式であり，必ずしも駐車場で返却する必要がない．場合によっては路上駐車

を行う． 

 カーシェアリングの特徴として，前述したように，自動車利用のコストが安価

であることが挙げられる．自動車を所有する場合，移動にかかるガソリン代など

がかかるだけでなく，自動車購入にかかる費用やメンテナンス費用などがかかる

ため，カーシェアリングを利用することで，自動車利用コストを抑えることがで

きる．そして，このコスト差はより多くの人が自動車の所有からカーシェアリン
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グへと移行する要因となりうる[54-56]．交通エコロジー・モビリティ財団が発表

している資料によれば，カーシェアリング加入前後のユーザの自動車保有台数変

化では 29.9%ものユーザが自動車を手放している[54]．このように，カーシェア

リングは走行する自動車の台数を減少させる可能性がある．文献[57]は，ポルト

ガルのリスボンで行われた事例研究から，カーシェアリング車 1 台が自家用車 6

台を代替することを示した．これらの特徴から，カーシェアリングの普及により，

使用される自動車台数を最小限に抑えることが期待されている． 

 

 ライドシェアリング 

 ライドシェアリングは，類似または重複した経路および出発時間を持つユーザ

を同じ車両に乗せて移動する形式であり，相乗りとも呼ばれる[58]．現在，イン

ターネットの普及によって多数のライドシェアリングプラットフォームが展開

されており，ドライバーおよび乗客の双方の規模は拡大している[59]．ライドシェ

アリングはカープールとバンプールに大別される．カープールでは 7 名以下を 1

グループとして，バンプールは 7 名以上 15 名以下を 1 グループとして移動する．

ライドシェアリングは目的地や経路が同じユーザによって利用されるため，学校

や大学，職場に向かう際にライドシェアリングが発生する場合が多い．ライド

シェアリングに期待される効果として，使用される自動車台数の減少が挙げられ，

渋滞の緩和も期待されている． 

 ライドシェアリングの新しい在り方として，オンデマンドライドサービスの成

長が著しい．オンデマンドライドサービスは，スマートフォンアプリを介した自

動車配車サービスであり，新たなライドシェアリングの形態として注目されてい

る．近年，そのドアツードアとしての高い利便性と費用対効果によって急速に普

及している[60]．代表例として，Uber や Lyft が挙げられ，主に北米で普及してい

る． 

オンデマンドライドサービスにおいて最も普及している形態の一つとして，ラ

イドヘイリングがある．ライドヘイリングはドライバーの余剰時間に自家用車で

乗客を目的地まで運ぶ代わりに報酬を受け取る，タクシーに近い形態である．

Uber や Lyft はその代表的なサービスプラットフォーム提供会社である．ライド

ヘイリングの大きな利点は，カーシェアリングと同様，移動コストの低さである

[61]．ライドヘイリングを利用することで，自動車を購入し，運転し，維持する

コストを節約することができる．また，利便性の高さでは，従来のタクシーと比

較して予約が容易な点と平均待ち時間が少ないことが指摘されている．文献[62]

は，従来のタクシーの平均コストが 14.63 ドル，平均待ち時間が 17 分 42 秒であ

るのに対して，Uber の平均コストは 6.40 ドル，平均待ち時間が 6 分 49 秒である

ことを示し，ライドへリングがより少ない費用で良質なサービスを提供する可能
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性があることを指摘している．ライドヘイリングの普及によって，特に若者の間

で，自動車の購入が抑えられることが考えられる[63]．また，ライドヘイリング

に相乗りを加えた形態として，ライドスプリッティングがある．ライドスプリッ

ティングでは，類似または重複したルートを持つ乗客が運賃を分担して車両を利

用する．このようなオンデマンドライドサービスが普及した結果，流通する自動

車台数は減少し，渋滞や大気汚染の緩和が期待されている．一方で，オンデマン

ドライドサービスの普及によって，渋滞や大気汚染を悪化させる可能性を指摘す

る研究もある．文献[64]はサンフランシスコにて発生している渋滞の最大の原因

はオンデマンドライドサービスを行っている車両だとしている．その要因の一つ

として，乗客を乗車地点まで迎えに行く際などで発生する迂回路による総走行距

離の増大が挙げられる．文献[65]はドライバーとの位置関係によってオンデマン

ドライドサービスを含むライドシェアリング時の車両の移動を四つのパターン

に分類しており，迂回路が発生する可能性があることを示している．文献[66]は

オンデマンドライドサービスによって乗客を乗せないで走行する距離が増大し，

総走行距離を増加させる可能性を示している． 

  

 自動車シェアリングに限らず，製品共有を対象としたライフサイクル評価研究は不

足しているが[67]，自動車シェアリングを対象としたライフサイクル評価として，文

献[68]ではカーシェアリングの可用性に着目した LCA 手法を提案し，個人所有される

ガソリン自動車と電気自動車で構成されるカーシェアリングの環境負荷を比較して

いる．また，文献[67]ではライドシェアリングで用いられるライフサイクルプロセス

モデルを構築し，個人所有する場合との LCA 結果を比較している．しかし，これら

既存研究では輸送能力が大きい自動車シェアリング車両の普及による自動車全体の

使用台数の減少，そしてそれが自動車生産量に与える影響を考慮することができてい

ない．文献[13]ではパソコンのリース・レンタル事業を対象とした LCS モデルを構築

することで，売り切り型事業からリース・レンタル事業への移行状態を評価可能とし

ている．しかし，自動車シェアリングを対象とする場合，電気自動車の普及に影響す

ることから，ガソリン自動車と電気自動車という複数の製品，そして個人所有と製品

共有という複数の使用形態が混在している状態とその移行状態をモデル化していく

必要がある． 

2.4. 戦略的マネジメントの関連研究 

戦略には様々な定義があるが，代表的な定義として，戦略とは企業の長期的な目標

や目的の定義，行動の採用，目標の達成のために必要な資源の配分を指すとされてい

る[69]．また文献[70]では戦略とは，企業がどのようなビジネスを行っているか，ある

いは行おうとしているかを定義する目的，方針，目標，およびそれらを達成するため
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の計画のモデルと定義されている．これら戦略の定義では戦略を企業の姿勢や計画と

して捉えているといえる．また近年ではこのような戦略的選択だけでなく，戦略的変

化に焦点を当てられており，戦略とは様々な因果関係や相互作用によって複雑化し，

不確実性が存在する環境に適応することだとされている[71]．これは変化や対立，相

互依存が発生し，時系列でそれらが変化する現実世界の企業により即したアプローチ

であり，時系列で変化する企業のおかれた状況に応じて採用した戦略は修正される．

これは超システム環境下における企業の振る舞いと合致している定義であり，本研究

における戦略とは企業目標の達成に向けた計画でありつつ，周囲の状況に合わせて動

的に修正されるものと捉える． 

戦略的マネジメントとは戦略の管理を通して企業のパフォーマンスを維持・向上さ

せるためのプロセスとして定義され[71]，主に戦略策定，戦略実行，戦略評価の三つ

のプロセスで構成される[72]．戦略策定には，ビジョンとミッションの策定，組織の

外部機会と脅威の特定，内部の強みと弱みの特定，長期目標の設定，代替戦略の生成，

追求すべき特定の戦略の選択が含まれる．戦略実行には策定した戦略を実行に移すた

めの年次目標の設定，方針の策定，従業員の動機づけ，資源の配分が含まれる．最後

に，戦略評価では基本的に現在の戦略の基礎となる外的・内的要因の見直し，戦略の

パフォーマンスの測定，戦略の修正が行われる．戦略のパフォーマンス測定では基本

的に企業の経済的利益に関する指標が用いられている． 

2.5. 本研究の着眼点と解決すべき課題 

 本研究では自動車の電動化，製品共有，そして社会目標を考慮した戦略的マネジ

メントが製品生産量に与える影響に着目し，それらを LCS で評価可能とするための

モデル化を目指す．その際発生する解決すべき課題について整理する． 

2.5.1.自動車の電動化とシェアリングを考慮したモデル化とシミュレーション 

既存研究ではガソリン自動車から電気自動車への代替を考慮した LCS モデルの構

築が行われている[27]．しかし，自動車の個人所有から自動車シェアリングへの使用

形態間の需要代替を考慮した LCS モデルの構築は行われていない．自動車の個人所

有から自動車シェアリングへの需要代替を扱う際には，自動車シェアリングの特徴で

ある輸送能力の向上を考慮する必要がある．これはカーシェアリングおよびライド

シェアリング共通の特徴であり，より少ない車両数でユーザの移動を賄うことに繋が

る．また，現在普及しているライドシェアリングの形態としてライドヘイリングが挙

げられるが，ライドヘイリング時では乗客がいる地点までの送迎などの迂回路を発生

させ，走行距離の増大が発生するとされる．これは車両の寿命到達を早めて製品生産

量の増大につながると考えられるため，モデル化すべき特徴である．また，これらシェ

アリング普及と電動化それぞれが製品生産量に与える影響を統合して製品生産量に
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反映させる必要がある．まとめると，解決すべき課題は以下の通りになる． 

 輸送能力が異なるシェアリング車両と個人所有車間の需要代替による生産台数

変化の反映 

 ライドシェアリング時（特にライドヘイリング時）の走行距離増加の反映 

 電動化とシェアリング普及の影響を統合した生産台数変化の反映 

2.5.2.社会目標を考慮した戦略的マネジメントのためのモデル化とシミュレーション 

本研究における社会目標を考慮した戦略的マネジメントとは，超システム環境下に

おいて個別の要素システムが社会目標の達成状況を参照し，それをそれぞれの意思決

定に反映させることを意味する．これは Collaborative SoS における要素システムの振

る舞いに該当する．超システムを対象とした LCS 方法論である LCS4SoS は複数の製

品ライフサイクルシステムと相互作用から構成される CoLSys をモデル化するが，既

存研究では CoLSys を超システム全体の目標を考慮しない Virtual SoS としてモデル化

している．つまり，社会目標を考慮した戦略的マネジメントを考慮するには，CoLSys

を Collaborative SoS に拡張するようにモデル化することが課題となる．ここで，既存

研究では CoLSys を構成する製品ライフサイクルシステムのライフサイクルマネジ

メントはシナリオによって定義されており，超システムの特徴である管理および運用

の独立性を陽にモデル化されていない．しかし，Collaborative SoS では要素システム

は全体目標を参照しつつ相互作用を変化させることから，Virtual SoS と比較して管理

および運用の独立性が色濃く表れる超システムといえる．このことから，Collaborative 

SoS として CoLSys をモデル化する際には，管理および運用の独立性を陽にモデル化

する必要があると考えられ，解決すべき課題は以下のようになる． 

 結合型ライフサイクルシステムズの要素システムの管理および運用の独立性

を陽にモデル化しつつ，Collaborative SoS の特徴をモデルに反映 

2.6. 結言 

本章では対象とするライフサイクルデザイン，電気自動車，自動車シェアリング，

戦略的マネジメントの関連研究をそれぞれ調査し，本研究目的の達成に向けた着眼点

と解決すべき課題を示した．自動車の電動化とシェアリング普及では，輸送能力が異

なるシェアリング車両と個人所有車間の需要代替による生産台数変化を反映するこ

と，ライドシェアリング時の走行距離増加を反映すること，電動化とシェアリング普

及の影響を統合した生産台数変化を反映することが解決すべき課題として挙げられ

た．また，社会目標を考慮した戦略的マネジメントでは，結合型ライフサイクルシス

テムズの要素システムの管理および運用の独立性を陽にモデル化しつつ，

Collaborative SoS の特徴を結合型ライフサイクルシステムズのモデルに反映すること

が課題として挙げられた．
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第3章 自動車の電動化と製品共有を考慮したモデル化とシミュレー

ション
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3.1. 緒言 

 本章では自動車の電動化と製品共有，つまりはシェアリングを考慮した LCS モデ

ルを提案していく．Fig. 2-1 に示すように，既存の LCS 手法ではガソリン自動車と電

気自動車の同時普及をモデル化することが可能であるが，本章ではさらにシェアリン

グ普及を考慮できるように既存の LCS モデルの拡張を目指す．2.5.1 節にて指摘した

ように，拡張する際に発生する課題として以下の三点が挙げられる（Fig. 3-1）． 

 

 輸送能力が異なるシェアリング車と個人所有車間の需要代替による生産台数変

化の反映 

 ライドシェアリング時の走行距離増加の反映 

 シェアリング普及と電動化による生産台数変化の反映 

 

 シェアリング車両および個人所有車の輸送能力を違いおよびライドシェアリング

時の走行距離増加を反映するにあたって，本研究では自動車の個人所有からシェア

リングへの代替を移動需要の代替として捉え，それを起点として輸送能力および走行

距離のモデル化を行う．また，シェアリング普及と電動化の同時普及による生産台数

変化に対しては，それぞれの影響を順番に生産台数に反映させる二段階分配メカニズ

ムの導入によって LCS モデルに反映させる．  

 

Fig. 3-1 Scope of this study 
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3.2. 輸送能力とライドシェアリング時の走行距離のモデル化 

輸送能力とライドシェアリング時の走行距離のモデル化を行う前に，まず個人所有

から製品共有への代替とは何を意味しているのか整理する．既存の LCS 研究では製

品間の需要代替のモデル化が行われている．これは普及する製品の変化を表現してお

り，既存製品の普及量減少に合わせて新製品の普及量が増加する．このとき，製品全

体の需要が一定の場合，既存製品の減少量と新製品の増加量は同じ大きさとなる．一

方で，個人所有から製品共有への代替，つまりは使用形態間の需要代替では何が代替

されているのか．製品共有はある一つの製品が複数のユーザによって共有されている

状態を意味するが，ユーザはその製品が持つ機能を共有していると捉えることができ

る．自動車シェアリングの場合，自動車が持つ「人やモノを移動させる」という機能

を共有していると言え，このことから自動車の個人所有から自動車シェアリングへの

需要代替では人々の移動需要が代替されていると捉えることができる． 

以上の考察から，本研究では移動需要を起点として自動車シェアリングの LCS モ

デルの構築を行っていく．ここで，移動需要は輸送人キロを単位とする人々の移動規

模を表すとし，平均乗車人数に平均走行距離とその使用形態の車両台数を乗じて算出

する．つまり，各使用形態の普及はこの移動需要の大きさの変化で表され，各使用形

態で必要な自動車台数はそれぞれの平均乗車人数と平均走行距離から算出すること

ができる． 

3.2.1.輸送能力モデル 

ここで自動車シェアリングの輸送能力のモデル化を検討する．一般に，自動車シェ

アリングで用いられる車両は個人所有車と比較して稼働率が高く，より少ない車両数

でユーザの移動需要を賄うことが可能だとされている．しかし，車両ごとの稼働率が

あまりにも高いと，利用したい時に利用できない状態が発生し，自動車シェアリング

のサービス低下を招く．そのため，自動車シェアリング車両の稼働率には上限があり，

それが自動車シェアリング車両の輸送能力を規定することに用いることができると

考えられる．本研究では自動車シェアリング車両の輸送能力を個人所有車の平均走行

距離，自動車シェアリング時の平均乗車人数，自動車シェアリング車両の最大稼働率

を乗することで算出する（式（3-1, 2, 3））．ここで，自動車シェアリング車両の最大稼

働率は自動車シェアリング車両 1 台が代替可能な個人所有車最大台数を意味する．こ

の自動車シェアリング車両の輸送能力を LCS でモデル化することで，自動車シェア

リングにて必要な車両台数を算出し，自動車シェアリング普及に伴う生産台数変化を

反映させることが可能になる． 

𝑇𝐶𝑜𝑤𝑛 = 𝑃𝑜𝑤𝑛 ∗ 𝑀𝑜𝑤𝑛 （3-1） 

𝑇𝐶𝑐𝑎𝑟 = 𝑃𝑐𝑎𝑟 ∗ 𝑀𝑜𝑤𝑛 ∗ 𝑈𝑅𝑐𝑎𝑟_𝑚𝑎𝑥 （3-2） 
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𝑇𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒 = 𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒 ∗ 𝑀𝑜𝑤𝑛 ∗ 𝑈𝑅𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑚𝑎𝑥 （3-3） 

where 

𝑃𝑜𝑤𝑛: Average number of pasenger per ownership vehicle 

𝑃𝐶𝑎𝑟: Average number of pasenger per car-sharing vehicle 

𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒: Average number of pasenger per ride-sharing vehicle 

𝑀𝑜𝑤𝑛: Monthly mileage per ownership vehicle 

𝑈𝑅𝑐𝑎𝑟_𝑚𝑎𝑥: maximum utilization rate of car-sharing vehicles 

𝑈𝑅𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑚𝑎𝑥: maximum utilization rate of ride-sharing vehicles 

𝑇𝐶𝑜𝑤𝑛: Transport capacity of ownership vehicle 

𝑇𝐶𝑐𝑎𝑟: Transport capacity of car-sharing vehicle 

𝑇𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒: Transport capacity of ride-sharing vehicle 

 

3.2.2.ライドシェアリング時の走行距離モデル 

続いて，ライドシェアリング時の走行距離のモデル化であるが，本研究ではその走

行距離は有効距離と無効距離の合計として捉える．ここで，有効距離とはドライバー

もしくは乗客いずれかの移動需要を満たす移動距離であり，無効距離はどちらの移動

需要も満たしていない移動距離を意味する．ライドシェアリングへの移行が進むごと

にライドシェアリング時の輸送人キロが増加し，ライドシェアリング時の走行距離は

増加していくと考えられる．また，平均乗車人数の増加によってより効率のいい輸送

が可能になり，走行距離が減少すると考えられる．このような走行距離はドライバー

もしくは乗客の移動需要を満たす有効距離である．一方で，ライドシェアリングを行

う場合，乗客がいる場所まで迎えにいくための迂回路などの，ドライバーおよび乗客

の移動要求を満たさない無効距離が発生する可能性がある．このことから，ライド

シェアリング時の総走行距離は有効距離と無効距離の和であり，式（3-4, 5）に示すよ

うに，有効距離を総走行距離における有効距離の割合で除することによってライド

シェアリング時の総走行距離を算出する．この有効距離割合が大きいほどより効率的

な移動が行われていることを意味する． 

𝐸𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑝𝑒𝑟 =
TDride

Pride ∙ Nride
 （3-4） 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑝𝑒𝑟 =
𝐸𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑝𝑒𝑟

𝑅𝑒𝑓𝑓
 （3-5） 

where 

𝑇𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒: Travel demand for ride-sharing 

𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒: Average number of pasenger per ride-sharing vehicle 

𝑁𝑟𝑖𝑑𝑒: Number of ride-sharing vehicles 

𝑅𝑒𝑓𝑓: Rate of effective mileage during ride-sharing 
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𝐸𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑝𝑒𝑟: Effective mileage per ride-sharing vehicle 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒_𝑝𝑒𝑟: Monthly mileage per ride-sharing vehicle 

 

上記の移動需要を起点とした自動車シェアリング車両の輸送能力モデルとライド

シェアリング時の走行距離モデルを含めた LCS モデルを構築するにあたって関連す

るパラメータの因果関係図を構築した．因果関係図を Fig. 3-2 に示す．個人所有，カー

シェアリング，そしてライドシェアリングの使用形態間で移動需要の代替が発生し，

その移動需要に基づいて，使用中台数が算出され，廃棄台数，生産台数に影響を与え

る．使用中台数を算出するにあたって，各使用形態の車両の輸送能力が用いられる．

また，輸送能力が高く，平均走行距離が長くなる自動車シェアリング車両はより早く

寿命を迎えることになり，生産台数を増加させる．ライドシェアリング時の走行距離

については有効走行距離割合を用いることで，迂回路の発生による総走行距離の増加

を考慮する． 
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3.3. 二段階分配メカニズム 

シェアリングサービスの普及の効果として，製品の稼働率を向上させ，消費者の需

要に対して必要な製品の全体量を減少させることが期待される．代替製品の普及の効

果については，製品の全体量には影響を与えず，その内訳を変化させるにとどまると

考えられる．これらの同時普及を LCS 上で評価するためにはサービス普及に伴う生

産台数変化と代替製品の普及による生産台数変化の統合を図る必要がある．既存の

LCS 手法では新製品への移行やシェアリングサービスへの需要の移り変わりを個別

にモデル化し，それぞれに普及シナリオや移行シナリオを割り当てる必要がある．し

かし，Fig. 3-3（a）に示すように，複数製品の普及状況と複数の使用形態を組み合わ

せることで考慮するべき需要の移り変わりは膨大になり，それぞれの生産台数への影

響を矛盾なく統合することは困難である． 

本研究では Fig. 3-3（b）に示すように複数製品と複数使用形態の需要と生産台数に

関する情報を集約化し，自動車シェアリング普及の影響と電気自動車普及の影響を生

産台数に二段階で反映する仕組みを導入する．本研究ではこの仕組みを二段階分配メ

カニズム（Two-stage allocation mechanism） と呼ぶ．シェアリングサービス普及は個

人所有，カーシェアリングサービス，ライドシェアリングサービスの各移動需要を変

動さ 

せ，その結果として自動車全体の生産台数も変動させる．一方で，電気自動車普及は

各サービスの移動需要には影響を与えず，電気自動車台数を増加させる．したがって，

シェアリングサービス普及に基づく分配では，全体の移動需要が各サービスへ分配さ

れ，サービス別で需要を考慮しながら生産台数が算出される．また，電気自動車普及

に基づく分配では全体生産台数の各車種への分配が行われる． 

二段階分配メカニズムでは分配順序の違いから二つのパターンが考えられる．一つ

 

 

Fig. 3-3 How to allocate demand in LCS model; 

 （a） Previous LCS method, （b） Proposed LCS method 
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は最初にシェアリングサービス普及の影響を反映するパターンであり，もう一つは最

初に電気自動車普及の影響を反映するパターンである．前者は自動車シェアリング

サービス主導の分配であり，後者は製品普及主導の分配と言える．Fig. 3-4 は最初に

シェアリングサービス普及の影響を反映する二段階分配メカニズムを示している．ま

ず一段階目で個人所有，カーシェアリングサービス，ライドシェアリングサービスの

移動需要を基にサービス別に生産台数が算出される．このとき全体の生産台数が変動

する可能性がある．二段階目では製品を基に分配が行われ，各サービスで使用される

車両がガソリン自動車と電気自動車に分配される．このとき，全体の生産台数は変化

せずに電気自動車普及率に基づいて各車種に生産台数が分配される．Fig. 3-5 は電気

自動車普及の影響を先に反映する二段階分配メカニズムを示しており，Fig. 3-4 と同

様に，分配の流れと各分配での生産台数変化を示している． 

 

 

Fig. 3-4 Two-stage allocation mechanism that allocation                         

based on sharing services diffusion is primary 

Own: Ownership vehicle, Car: Car-sharing vehicle, Ride: Ride-sharing vehicle

GV: Gasoline vehicle, EV: Electric vehicle
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Fig. 3-5 Two-stage allocation mechanism that allocation                         

based on electric vehicle diffusion is primary 

 

 この提案モデルを計算機上に実装した．システムの構成は Fig. 3-6 に示す通りであ

る．本研究で追加したシステムについては赤線で示している．各システムについて説

明する． 

 

 Database editor 

 LCS 実施に向けた基本データを作成するシステム．Product DB では製品の部品

構成やその階層関係が格納され，Process DB では製造データや製品の使用状況な

ど対象となる各ライフサイクルプロセスのデータが格納される．LCA DB には，

電力や材料，工程ごとの環境負荷原単位データなどが格納される． 

 

 Two-stage allocated mechanism editor 

提案手法を計算機上に実装するために追加したシステムであり，分析者が対象

とする製品やサービスの情報やそれぞれがマテリアルフローに与える影響に関

するデータを編集するシステム．それらは Two-stage allocated mechanism DB に格

納され，Process DB への渡されることで製品とサービスの同時普及時の自動的な

需要分配を可能にする． 
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 LCS model editor 

 Product DB，Process DB，LCA DB にて格納されているデータを用いて単一製品

または製品群の LCS モデルを構築するシステム． 

 

 SoS model editor, LCS4SoS Model manager 

 個別 LCS モデルを相互作用の設定を通して接続するシステム．SoS model editor

で入力された情報は LCS4SoS Model manager 上に反映され，LCS モデル間の相互

作用と CoLSys の境界が可視化される．  

 

 Simulation engine 

構築した LCS モデルを対象として LCS を実行するシステム． 

3.4. シミュレーション手順 

 Fig. 3-7 にシミュレーション手順を示す．太線で囲われた箇所が本提案手法で追加

 

Fig. 3-6 System configuration 
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した箇所である．Step.1 では，システムバウンダリが設定される．本研究では，対象

製品として，ガソリン自動車と電気自動車を選択し，個人所有やカーシェアリングな

どの使用形態を選択する．Step.2 では対象製品の構成部品や寿命などの製品由来の

データを収集し，製品モデルを構築する．Step.3 では，ライフサイクルプロセスモデ

ルを構築する．まずは，従来の LCS モデルと同様，資源採掘から廃棄に至る，対象製

品のライフサイクルプロセスモデルが構築される（3-1） ．その後，後述する二段階

分配メカニズムを構築し（3-2），ライフサイクルプロセスモデルに組み込む．最後に，

Step.4 にて構築した製品モデルとライフサイクルプロセスモデルを組み合わせて LCS

モデルを構築し，シミュレーションを実行する． 

 

 

Fig. 3-7 Procedure of proposed LCS method 

 

3.5. ケーススタディ 

3.5.1.システムバウンダリの設定 

 提案したシミュレーション手法に沿ってケーススタディを実施した．まずはシステ

ムバウンダリを設定した．本ケーススタディでは，対象製品として，電気自動車とガ

Step.1 Setting a system boundary

Step.2 Developing each product model

Step.3 Developing a process model
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process model
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ソリン自動車を選択した（Table. 3-1）．電気自動車は日産リーフを想定する．ガソリン

自動車は 1,300cc 相当の排気量を搭載しているコンパクトカークラスのものを想定す

る．Table. 3-2 にガソリン自動車と電気自動車の構成材料とその使用量を示す[1]．文

献[1]ではガソリン自動車にセダンクラスの車両を想定しており，本研究では重量比に

基づいてコンパクトカークラスの車両の構成材料を算出している．ガソリン自動車に

はエンジン，パワートレイン，ドアや内装を含めたグライダーで構成されている．電

気自動車には容量が 24kWh のリチウムイオン電池が搭載されている．電気自動車は

モータ，リチウムイオン電池，グライダーで構成されている．それぞれの車両の構成

材料およびその使用量については時間変化しないと仮定している． 

Table. 3-1 Specification of target products [1][2] 

 

Table. 3-2 Raw material intensity of GV and EV [1] 

 

3.5.2.ライフサイクルシミュレーションモデル構築 

選択した各対象製品の LCS モデルを構築した．3.5.1 節で示した対象製品情報を基

に製品モデルを構築し，各製品のライフサイクルプロセスモデルを構築する．Fig. 3-

8 の上部にガソリン自動車，下部に電気自動車のライフサイクルプロセスモデルを示

す．ガソリン自動車と電気自動車のライフサイクルプロセスモデルは素材製造，部品

生産，製品生産，使用，部品交換，廃棄のライフサイクルプロセスから構成される． 

Product Specification

Gasoline vehicles (GV)
1300-cc internal combustion engine 

equivalent (Compact car)

Electric vehicles (EV)
Corresponsive as above. Energy density 

of battery: 24kWh. 

Material
GV

kg / Unit

EV

kg / Unit

Li 0 6.74

Mg 0.2 0.2

Al 59.9 77.3

Mn 10.9 29.3

Fe 889 910

Co 0 18.4

Ni 0 18.4

Cu 20.8 86.4

Zn 100 0.1

Nd 0 0.497

Pt 0.00154 0

Pb 0.3 0.31
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本研究では，使用プロセスにおいて（1）自動車が個人所有されていて個人利用のみ

される個人所有車，（2）自動車が個人所有されていてライドシェアリングにも利用さ

れるライドシェアリング車，（3）自動車がカーシェアリング会社に所有されていて

カーシェアリングサービスに利用させるカーシェアリング車の三つの使用モードを

想定する．（1）は従来の自動車の使用モードである．（2）は現在北米で展開されてい

るUberや Liftといったオンデマンドライド型のライドシェアリングを想定している．

（3）は日本のタイムズカーシェアのように決められた駐車場に自動車を返却するス

テーション型のカーシェアリングを想定している．使用プロセスは 3.2 節にて示した

因果関係図（Fig. 3-2）を基にモデル化を行っている． 

部品交換プロセスでは経年劣化した部品を交換する．電気自動車モデルでは劣化し

た電池が交換される．廃棄プロセスでは廃棄判断された車両が回収され，分解・破砕

された後リサイクルが行われる．リサイクルされる素材は鉄，銅，アルミニウムであ

る．各素材のリサイクル率や部品ごとの破砕の有無は文献[2]を参考にした． 

 

Fig. 3-8 Developed life cycle process models 
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各ライフサイクルプロセスの環境負荷を Table. 3-3 に示す．本研究では評価単位と

して CO2排出量と関与物質総量（TMR：Total Material Requirement）を用いた．TMR

とは，採鉱時の土砂等の隠れたフローと呼ばれる経済外のフローを含めた天然資源フ

ロー量を指す[3]．電気自動車の使用時 CO2排出量原単位と TMR 原単位は発電ミック

スに依存し，時間経過と共に変化する．Table. 3-3 では 2015 年時点と 2030 年時点で

の走行時 CO2排出量原単位と走行時 TMR 原単位を示している．発電ミックスの推移

は文献[4]を基に設定した． 

3.5.3.二段階分配メカニズムを含めたライフサイクルプロセスモデル構築 

本研究では普及シナリオを設定し，二段階分配メカニズムによってその影響を順番

に反映させる．ここで 2 パターンの二段階分配メカニズムを構築する．一つは最初に

シェアリング普及の影響が反映され，その後に電気自動車普及の影響が反映されるパ

ターン （Fig. 3-3）．もう一つは最初に電気自動車普及の影響が反映され，その後にシェ

アリングサービス普及の影響が反映されるパターンである （Fig. 3-4）． 

前者は，自動車会社はユーザの需要変化に最優先で対応すると仮定し，全体の自動

車需要に関連するシェアリングサービス普及の影響を優先的に生産台数に反映させ

ている．これは以下に示す式によって計算機上で実装される．まず，各ライフサイク

ルプロセスモデルで計算された移動需要や生産台数，使用中台数が使用形態別にまと

められる． 

 

𝐷𝑐𝑎𝑟(𝑡) = 𝐷𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣(𝑡) + 𝐷𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣(𝑡) （3-6） 

𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) = 𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣(𝑡) + 𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣(𝑡) （3-7） 

𝐷𝑜𝑤𝑛(𝑡) = 𝐷𝑎𝑙𝑙(𝑡) − 𝐷𝑐𝑎𝑟(𝑡) − 𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) （3-8） 

𝑀𝑜𝑤𝑛(𝑡) = 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑔𝑣(𝑡) + 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣(𝑡) （3-9） 

Table. 3-3 Environmental load of GV and EV [2][4] 

 

CO2 emissions

kg-CO2

TMR

t-TMR

GV EV GV EV

Material 

manufacturing
2,101 3,798 18 70 

Components 

manufacturing
358.8 2,815 - -

Products 

manufacturing
514.8 609.3 - -

Usage per km

1.381×10-1

(in 2015) 

5.733×10-2

(in 2015)

1.0×10-4

(in 2015) 

2.0×10-4

(in 2015)

1.381×10-1

(in 2030)

4.111×10-2

(in 2030)

1.0×10-4

(in 2030)

1.6×10-4

(in 2030)

Disposal -752.6 -1,294 -9.1 -33 
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𝑀𝑐𝑎𝑟(𝑡) = 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣(𝑡) + 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣(𝑡) （3-10） 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) = 𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣(𝑡) + 𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣(𝑡) （3-11） 

𝐴𝑜𝑤𝑛(𝑡) = 𝐴𝑜𝑤𝑛−𝑔𝑣(𝑡) + 𝐴𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣(𝑡) （3-12） 

𝐴𝑐𝑎𝑟(𝑡) = 𝐴𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣(𝑡) + 𝐴𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣(𝑡) （3-13） 

𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) = 𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣(𝑡) + 𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣(𝑡) （3-14） 

where 

𝐷𝑖(𝑡): Travel demand of product i 

𝑀𝑖(𝑡): Production volume of product i 

𝐴𝑖(𝑡)：Number of product i in usage phase 

𝑜𝑤𝑛: Ownership vehicle 

𝑜𝑤𝑛 − gv: Ownership gasoline vehicle 

𝑜𝑤𝑛 − 𝑒𝑣: Ownership electric vehicle 

𝑐𝑎𝑟: Carsharing vehicle 

𝑐𝑎𝑟 − gv: Carsharing gasoline vehicle 

𝑐𝑎𝑟 − 𝑒𝑣: Carsharing electric vehicle 

𝑟𝑖𝑑𝑒: Ridesharing vehicle 

𝑟𝑖𝑑𝑒 − gv: Ridesharing gasoline vehicle 

𝑟𝑖𝑑𝑒 − 𝑒𝑣: Ridesharing electric vehicle 

𝑎𝑙𝑙: Whole of targeted products 

 

 

まとめた後，シミュレーションシナリオとして設定される各使用形態の需要変化を

基に生産台数の調整を行う．本研究では，主に個人利用からカーシェアリング，ライ

ドシェアリングへの移動需要の移行を想定している．そのため，生産台数の減少調整

は個人利用車で，生産台数の増加調整はカーシェアリングで行われる．カーシェア

リングでは，1 台あたりの走行距離が基準以上に到達した場合，追加で新規車両が生

産されるとした．一方で，ライドシェアリング車については，個人利用プロセスから

の個人利用車の移行台数によって使用台数が調整される．ライドシェアリング車 1 台

あたりの走行距離が基準以上に到達した場合，個人利用プロセスからライドシェア

リングプロセスへの移行車両が発生する． 

 

𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) = 𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑝𝑟𝑒(𝑡) − 𝐷𝑜𝑤𝑛(𝑡) （3-15） 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) =
𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑑𝑖𝑓(𝑡)

𝑃𝑜𝑤𝑛 ∗ 𝑇𝑜𝑤𝑛
 （3-16） 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑎𝑑𝑗 = 𝑀𝑜𝑤𝑛(𝑡) + 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) （3-17） 

𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) =
𝐷𝑐𝑎𝑟−𝑝𝑟𝑒(𝑡)

𝑃𝑐𝑎𝑟 ∗ 𝐴𝑐𝑎𝑟(𝑡)
 （3-18） 
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𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑎𝑑𝑗 = {
𝑀𝑐𝑎𝑟(𝑡)  𝑖𝑓 (𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) < 𝑇𝑐𝑎𝑟)

𝑀𝑐𝑎𝑟(𝑡) + 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑎𝑑𝑑  𝑖𝑓 (𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) ≥ 𝑇𝑐𝑎𝑟)
 （3-19） 

𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) =
𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑝𝑟𝑒(𝑡)

𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒 ∗ 𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡)
 （3-20） 

𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) = {

0 𝑖𝑓 (𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) < 𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒)

𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑝𝑟𝑒(𝑡)

𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒 ∗ 𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒
− 𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) 𝑖𝑓 (𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) ≥ 𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒)

 （3-21） 

where  

𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡)：Change in travel demand of ownership vehicle 

𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑝𝑟𝑒(𝑡)：Travel demand prediction value of ownership vehicle 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡)：Change in production volume of ownership vehicle 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑎𝑑𝑗：Adjusted production volume of ownership vehicle 

𝐷𝑐𝑎𝑟−𝑝𝑟𝑒(𝑡)：Travel demand prediction value of carsharing vehicle 

𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡)：Average mileage of carsharing vehicles 

𝑇𝑐𝑎𝑟：Limit mileage of carsharing vehicles 

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑎𝑑𝑑：Additional production volume of carsharing vehicle 

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑎𝑑𝑗：Adjusted production volume of carsharing vehicle 

𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑝𝑟𝑒(𝑡)：Travel demand prediction value of ridesharing vehicle 

𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡)：Average mileage of ridesharing vehicles 

𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒：Limit mileage of ridesharing vehicles 

𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡)：Number of vehicles transitioning from ownership vehicle to ridesharing 

vehicle 

 

計算された生産台数および移行台数を各製品へと分配していく．本ケーススタディ

ではガソリン自動車と電気自動車に分配される．生産台数については EV 販売割合を

設定して分配していく．このとき，本ケーススタディでは電気自動車からガソリン自

動車への移行は発生しないものとする．移行台数については，個人利用されているガ

ソリン自動車と電気自動車の台数割合から分配を行う．この分配結果は各製品ライフ

サイクルの製造プロセスや使用プロセスへと送られる． 

 

後者では自動車会社は燃費規制などの規制や政策への対応を最優先で対応した後

に需要変化に対応する．式（3-6）から（3-13）までの情報の集約化がなされた後，ま

ず車種別に生産台数が分配される． 

 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) = 𝑀𝑜𝑤𝑛(𝑡) ∗ 𝐵(𝑡) （3-21） 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑔𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) = 𝑀𝑜𝑤𝑛(𝑡) − 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣(𝑡) （3-22） 
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𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) = 𝑀𝑐𝑎𝑟(𝑡) ∗ 𝐵(𝑡) （3-23） 

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) = 𝑀𝑐𝑎𝑟(𝑡) − 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣(𝑡) （3-24） 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) = 𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) ∗ 𝐵(𝑡) （3-25） 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) = 𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) − 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣(𝑡) （3-26） 

where 

𝑖 − 𝑗 − 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦：Dummy value related to usage type j and product i 
 

 

その後，各使用形態の需要変化を基に式（3-21）から（3-26）で算出した生産台数

の調整が行われる． 

 

𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) = 𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑝𝑟𝑒(𝑡) − 𝐷𝑜𝑤𝑛(𝑡) （3-27） 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) =
𝐷𝑜𝑤𝑛−𝑑𝑖𝑓(𝑡)

𝑃𝑜𝑤𝑛 ∗ 𝑇𝑜𝑤𝑛
 （3-28） 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑔𝑣 = 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) − 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) ∗
𝐴𝑜𝑤𝑛−𝑔𝑣

𝐴𝑜𝑤𝑛
 （3-29） 

𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣 = 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) − 𝑀𝑜𝑤𝑛−𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒(𝑡) ∗
𝐴𝑜𝑤𝑛−𝑒𝑣
𝐴𝑜𝑤𝑛

 （3-30） 

𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) =
𝐷𝑐𝑎𝑟−𝑝𝑟𝑒(𝑡)

𝑃𝑐𝑎𝑟 ∗ 𝐴𝑐𝑎𝑟(𝑡)
 （3-31） 

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣

= {

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡)  𝑖𝑓 (𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) < 𝑇𝑐𝑎𝑟)

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) + 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑎𝑑𝑑 ∗
𝐴𝑐𝑎𝑟−𝑔𝑣
𝐴𝑐𝑎𝑟

  𝑖𝑓 (𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) ≥ 𝑇𝑐𝑎𝑟)
 

（3-32） 

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣

= {

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡)  𝑖𝑓 (𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) < 𝑇𝑐𝑎𝑟)

𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) + 𝑀𝑐𝑎𝑟−𝑎𝑑𝑑 ∗
𝐴𝑐𝑎𝑟−𝑒𝑣
𝐴𝑐𝑎𝑟

  𝑖𝑓 (𝑇𝑐𝑎𝑟(𝑡) ≥ 𝑇𝑐𝑎𝑟)
 

（3-33） 

𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) =
𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑝𝑟𝑒(𝑡)

𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒 ∗ 𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡)
 （3-34） 

𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) = {

0 𝑖𝑓 (𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) < 𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒)

𝐷𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑝𝑟𝑒(𝑡)

𝑃𝑟𝑖𝑑𝑒 ∗ 𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒
− 𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) 𝑖𝑓 (𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) ≥ 𝑇𝑟𝑖𝑑𝑒)

 （3-35） 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣 = 𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) + 𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) ∗
𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑔𝑣

𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒
 （3-36） 

𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣 = 𝑀𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣−𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦(𝑡) + 𝐶𝑟𝑖𝑑𝑒(𝑡) ∗
𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒−𝑒𝑣
𝐴𝑟𝑖𝑑𝑒

 （3-37） 
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 これら二段階分配メカニズムによって生産台数が分配されるライフサイクルプロ

セスモデルを構築した．本研究で設定したシナリオはシェアリングサービス普及およ

び電気自動車普及の推移であり，各シナリオ設定は後述する． 

3.5.4.シミュレーション実行 

 評価条件 

 対象地域として，人口 37 万人の日本の都市を想定する．このとき，初期段階にて

使用されている自動車はガソリン自動車 20 万台であり，シェアリングサービスおよ

び電気自動車は普及していない．本研究では鉄道やバスなどの公共交通機関による移

動を考慮せず，自動車の総移動需要は一定であると仮定する．評価期間は 2015 年か

ら 2035 年の 20 年とし，シミュレーションの 1 ステップは 1 ヶ月に相当する． 

Table. 3-4 にシミュレーションで用いる各種パラメータを示す．ガソリン自動車お

よび電気自動車の平均寿命は 130,000km と設定した．これは日本における平均年間走

行距離と自動車車両の平均使用年数から導出している[5, 6] ．自動車個人利用時の平

均乗車人数は文献[12]の数値を用いている．カーシェアリング時の平均乗車人数は個

人利用時と同じと仮定した．ライドシェアリングでは移動を共有することから平均乗

車人数は増加すると仮定し，2 人と設定した．カーシェアリングおよびライドシェア

リングサービスはより多くの個人所有車を代替すると仮定し，カーシェアリング車は

個人所有車を 5 台，ライドシェアリング車は 4 台代替すると設定した．ライドシェア

リング時の有効走行距離割合は 0.5 と仮定した．これは日本におけるタクシーの実車

率を用いている[8]．Table. 3-4 で示しているパラメータ値は，シミュレーション期間

中において一定とした． 

 

Table. 3-4 Parameter values [9-11] 

 

 

 評価シナリオ 

本研究では，シェアリングサービス普及と電気自動車普及の二つの普及シナリオを

組み合わせて，Ⅰ.GV_ow scenario, Ⅱ.（GV+EV）_ow scenario, Ⅲ.GV_（ow+sh） scenario, 

Symbol Parameter Value

Pown Average number of people per privately owned vehicle 1.3

Mave Average monthly mileage per privately owned vehicle 833 km

Pcar Average number of people per car-sharing vehicle 1.3

Ucar Maximum utilization rate of car-sharing vehicles 5

Pride Average number of people per ride-sharing vehicle 2

Uride Maximum utilization rate of ride-sharing vehicles 4

Eride Rate of effective mileage during ride-sharing 0.5
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Ⅳ.（GV+EV）_（ow+sh） scenario の四つの評価シナリオを設定した．Table. 3-5 にシ

ナリオを示す．シナリオ Ⅰ はシェアリングサービスおよび電気自動車は普及せずガ

ソリン自動車が個人利用のみされるシナリオである．シナリオ Ⅱ では電気自動車が，

シナリオ Ⅲ ではシェアリングサービスが，シナリオ Ⅳ ではその両方が普及する．

シェアリングサービスの普及については，2035 年にカーシェアリングおよびライド

シェアリングが全体の 25% の移動需要を負担すると設定した．電気自動車の普及に

ついては，自動車の販売台数における電気自動車の割合を設定した．これは日本にお

ける電気自動車の普及予測を基に作成した[9]．また， 2015 年 1 月から 2019 年 3 月

における電気自動車の販売割合については，電気自動車保有台数推移の統計データ

[10] を用いて算出した．シナリオ  Ⅳ  では二段階分配メカニズムにおける分配パ

ターンからさらに二つのシナリオに分けて実施した．シェアリングサービス普及の影

響を優先的に反映させたものをシナリオ Ⅳ-Ⅰ とし，電気自動車普及の影響を優先的

に反映させたものをシナリオ Ⅳ-Ⅱ とする． 

 

Table. 3-5 Evaluation scenarios 

 

  シミュレーション結果 

 Fig. 3-9 から Fig. 3-12 にシミュレーション結果を示す．シミュレーション結果は， 

5 回シミュレーションを実行した結果の平均を用いている． Fig. 3-9 は月毎 CO2排出

量を示しているが，シェアリングサービスおよび電動化による大きな CO2 排出量の

変化を確認することができない．シェアリングサービスが普及するシナリオ Ⅲ，Ⅳ-

Scenario name
Product Service

GV EV Ownership Sharing

Ⅰ. GV_ow ✔ ✔

Ⅱ. (GV+EV)_ow ✔ ✔ ✔

Ⅲ. GV_(ow+sh) ✔ ✔ ✔

Ⅳ. (GV+EV)_(ow+sh) ✔ ✔ ✔ ✔

 

Fig. 3-9 Time evaluation of monthly CO2 emissions 
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Ⅰ，Ⅳ-Ⅱでは，シミュレーション序盤で CO2 排出量の減少が確認できるが，これは

自動車の個人所有からシェアリングへの移行による自動車生産台数減少が原因であ

る．一方で，時間経過と共に CO2排出量は増加しているが，これはシェアリングサー

ビス普及によって車両 1 台の月当たりの走行距離が増加し，より早いサイクルで廃棄

され，その結果車両の生産台数が増加したことが原因である．Fig. 3-9 では電気自動

車普及による変化は確認できない．これは電気自動車普及による使用時 CO2排出量減 

少と製造時 CO2排出量増加が拮抗した結果だと考えられる． 

 Fig. 3-10 は累積 CO2 排出量を示しているが，ここでも大きな変化は確認できない．

電気自動車が普及するシナリオⅡでは使用時の CO2 排出量は減少するが，製造時の

CO2排出量が増加し，その効果を相殺していることが分かる．一方，シェアリングサー

ビスが普及するシナリオⅢでは製造時の CO2 排出量が減少するが，使用時の CO2 排

出量が増加している．特にライドシェアリングの使用時 CO2排出量がカーシェアリン

グ使用時 CO2排出量と比較して大きくなっており，これはライドシェアリングモデル

に適用した走行距離モデルの有効距離割合の影響が表れており，ライドシェアリング

時の走行距離変化を LCS でモデル化できていることを示している．電気自動車およ

びシェアリングサービス両方が普及するシナリオⅣ-Ⅰ，Ⅳ-Ⅱでは製造時 CO2排出量

が増加し，使用時 CO2排出量が減少している． 

 Fig. 3-11 は月毎 TMR を示している．電気自動車が普及するシナリオ （Ⅱ, Ⅳ-Ⅰ，

Ⅳ-Ⅱ）では TMR が増加している．Fig. 3-12 は累積 TMR を示している．電気自動車

 

Fig. 3-10 Accumulated CO2 emissions 
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普及によって累積 TMR は増加する一方で，シェアリングサービス普及によって累積

TMR は減少する．この結果から，シェアリングサービスの普及は電気自動車普及に 

よるマテリアルフローの増加をバランスさせるのに貢献できると考えられる． 

 

 

Fig. 3-11 Time evaluation of monthly TMR 

 

 

Fig. 3-12 Accumulated TMR 
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 感度分析 

構築した LCS モデルの感度分析を行った．Fig. 3-13, 14 にシナリオ Ⅳ-Ⅰ，Ⅳ-Ⅱ 

を基に実施した感度分析結果を示す．各パラメータの値を 20% 変動させると最大で 

5% 程度の出力の変動が確認できた．Fig. 3-13 によると，累積 CO2 排出量において

は，ライドシェアリング時の有効走行距離割合が最も高い感度を持ち，次に平均乗車

人数が高い感度も持つ．Fig. 3-14 によると，累積 TMR においては，CO2 排出量同様，

ライドシェアリング時の有効走行距離割合が最も高い．一方で，リチウムイオン電池

の平期寿命も高い感度を示している．これらの結果から，感度の高いパラメータであ

る有効総距離割合，平均乗車人数，リチウムイオン電池の平均寿命のパラメータ詳細

化が必要である．リチウムイオン電池についてはリユースによる寿命延長が考えられ

る．リユース事業によって環境負荷は大きく減少していく可能性があり[11]，リユー

ス事業を考慮できる LCS モデルを構築していく必要がある． 

 

Fig. 3-13 Results of sensitivity analysis on CO2 emissions 
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Fig. 3-14 Results of sensitivity analysis on TMR 

3.6. 考察 

 構築したライフサイクルモデルの動作検証を実施した．本研究では，ストック（使

用中台数）とフロー（新規製造台数）のバランスの観点から検証を行う．2015 年 1 月

から 2020 年 3 月までの使用中台数に対する新規製造台数の割合をシナリオⅠとⅡの

シミュレーション結果と現実データとで比較した． 

Fig. 3-15 に使用中台数に対する製造台数の割合を示す．現実データの製造台数の割

合は普通乗用車の統計データを基に算出している[12]．シミュレーションで得た使用

中台数に対する製造台数の割合は現実世界のデータ （Real world result）  の平均値を

出力できていることが確認できる．現実世界のデータにおける大きな振れ幅は季節変

動やその時期の経済状況によるものであるが，本研究は考慮していないためそのよう

な挙動は現れない． 

本研究にて構築した輸送能力モデルの動作検証を行う．Fig. 3-16 にシナリオⅡとⅢ

における使用中台数変化を示す．シナリオⅡではシェアリングサービスが普及しない

ため，全体の使用中台数は変化していないが，シナリオⅢではシェアリングサービス

普及による全体の使用中台数の変化が確認できる．この結果から自動車シェアリング

車両の輸送能力向上の影響を LCS モデルに反映できていることを示している． 

また，Fig. 3-17 にシナリオⅠとⅢの 2035 年時点の総走行距離を示す．シナリオⅠ
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と比較してシナリオⅢでは総走行距離が増加しているが，これはライドシェアリング

時の有効距離割合による走行距離増加分が反映された結果であり，本研究にて構築し

たライドシェアリング時の走行距離増加の影響を LCS モデルに反映できていること

を示している． 

 

Fig. 3-15 Comparison of ratio of manufactured units to usage units between a real world 

and a simulation result 

 

 

Fig. 3-16 Number of vehicles in usage phese of sceniro.Ⅱ and scenario.Ⅲ 
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続いて二段階分配メカニズムの動作検証を行った．Fig. 3-18 に各シナリオにおける

2035 年時点の二段階分配メカニズムの分配前後の生産台数を示す．電気自動車普及

およびシェアリングサービス普及については要求された挙動を達成していることが 

確認できた．具体的には，電気自動車が普及するシナリオⅡでは自動車の総生産台数

は変化せずにその内訳が変化しており，シェアリングサービスが普及するシナリオⅢ

では自動車の総生産台数が変化していることが Fig. 3-18 から確認できる．電気自動

車とシェアリングサービス両方の普及が促進するシナリオⅣ-Ⅰでは総生産台数が変

化しつつ，電気自動車の生産台数が増加していることから，二段階分配メカニズムを

介して二つの普及の影響を考慮できていることが確認できた．シナリオⅣ-Ⅱでも同

様の挙動が確認でき，これにより，本研究で提案した二段階分配メカニズムによって

シェアリングサービス普及と電気自動車普及の影響が複合的にライフサイクルプロ

セスモデルに反映されていることが検証された．これは交通システムにおける需要変

化による影響と政策による影響を統合できていることを示している． 

本研究では分配順序の違いから，二段階分配メカニズムを二つのシナリオを設定し

ている（シナリオⅣ-Ⅰ，Ⅳ-Ⅱ）．Fig. 3-9 から Fig. 3-12 にかけてに示したようにシナ

リオⅣ-ⅠとシナリオⅣ-Ⅱのシミュレーション結果には大きな差分は確認できなかっ

た．また，感度分析においても，この二つのシナリオでは同じような出力結果を得る

ことができた．これは LCS モデルにおいて，二段階分配メカニズム内の分配の順番 

 

 

Fig. 3-17 Total mileage of scenario .Ⅰ and scenario.Ⅲ in 2035 
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は関係なく，どの分配の順番でも同じようなシミュレーション結果を得ることができ

る可能性を示している． 

本研究で構築した自動車シェアリングモデルの課題について考察する．本研究で提

案した輸送能力モデルには自動車シェアリング車両の稼働率と平均乗車人数が，そし

て走行距離モデルには自動車シェアリング時の有効距離割合が用いられている．それ

ぞれ自動車シェアリング，特にライドシェアリングにおける効率を表したパラメータ

であり，本研究ではそれぞれ独立していると仮定して扱っている．しかし，実際には

これらパラメータはトレードオフの関係にあり，また現実世界の地理的状況に強く影

響を受けるパラメータであるが，それを考慮できていない．また今後，自動車シェア

リングの影響をより正確に評価にするためには現実世界で得られたデータを入力す

ることが望まれるが，提案モデルを自動車シェアリングの現実世界への実装前に用い

る場合はそれが困難になる．その場合には現実世界の地理的状況や都市空間等の情報

を持つ交通シミュレーションモデルと連携し，前述したパラメータのトレードオフ関

係を考慮したパラメータ値の入力が必要である．  

 

 

 

Fig. 3-18 Breakdown of production volume before and after the allocation mechanism in 2035 
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3.7. 結言 

本章ではガソリン自動車から電気自動車への需要代替，つまりは自動車の電動化が

考慮できる既存の LCS モデルをその使用形態間の需要代替，つまりは個人所有から

シェアリングへの移行が考慮できるようにその拡張を目指した．自動車シェアリング

のモデル化の際には，使用形態間では人々の移動需要の代替が行われていることに着

目し，移動需要を起点として自動車シェアリングの特徴である輸送能力モデルおよび

走行距離モデルを構築し，自動車シェアリングの普及が自動車の生産量に与える影響

をシミュレーション可能にした．また，電動化と自動車シェアリング普及の自動車生

産量への影響を統合することができる二段階分配メカニズムを LCS モデルに実装す

ることで，電気自動車と自動車シェアリングの同時普及の影響を LCS 上で評価可能

とした． 

提案した LCS 手法の有効性を示すために，カーシェアリングとライドシェアリン

グの普及および電気自動車普及のシナリオを設定してケーススタディを実施した．

ケーススタディではシェアリングサービスと電気自動車の同時普及による環境負荷

変化を定量的に示し，また，シェアリングサービスが電気自動車普及による資源消費

量増加を抑制させることを示した．これらケーススタディのシミュレーション結果の

検証を行い，二段階分配メカニズムが製品とサービスの二つの普及の影響を複合的に

扱えていることを示した．  
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第4章 自動車の電動化に向けた社会目標を考慮した戦略的マネジメント

のためのモデル化とシミュレーション
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4.1. 緒言 

 本章では社会目標を考慮した戦略的マネジメントを扱える LCS モデルの構築に取

り組む．具体的には，異種製品ライフサイクルシステムズと相互作用で構成される結

合型ライフサイクルシステムズ（CoLSys: Connected life cycle systems）を Collaborative 

SoS の特徴を踏まえてモデル化を行っていく．ここで，Collaborative SoS の特徴とは，

超システムの要素システムが超システムの全体目標を共有しており，その達成に向け

て相互作用の発生やその強さを変化させることを指し，本研究ではその特徴を各製品

ライフサイクルシステムが管理する相互作用に関連する妥協解選択の繰り返しプロ

セスとしてモデル化する． 

提案モデルの妥当性を示すために，電気自動車を中心として構成される結合型ライ

フサイクルシステムズを対象にケーススタディを実施した．電気自動車は使用済み車

載電池の異種製品への二次利用や既存のガソリン自動車との需要代替などの相互作

用を発生させ，結合型ライフサイクルシステムズを形成する． ケーススタディでは

社会目標を 2050 年に CO2 排出量ゼロ，企業の個別目標を年率 1%の利益増加と設定

し，各企業は関連する相互作用の強度変更を意思決定する．例えば，ガソリン自動車

では電気自動車への需要代替速度の変更が検討される．これら意思決定はネスト構造

に基づいて実行され，短期的な経済的利益と環境負荷削減を通じた長期的な企業価値

の向上のバランスが考慮される意思決定ルールに沿って行われる． 

4.2. 社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモデル化 

2.5.2節にて示したように，LCS4SoSを用いて社会目標を考慮した戦略的マネジメン

トを評価するには，CoLSys を Collaborative SoS としてモデル化することが求められ

る．要素システムが超システム全体の目標を参照し，その結果に基づいて相互作用の

発生挙動が変化するという Collaborative SoS の特徴を捉えるために，意思決定モデル

を含めた LCS4SoS を提案する． 

意思決定モデルは企業が設定した目標への達成状況を評価した後に戦略の修正が

行われる，つまり，戦略的マネジメントにおける戦略評価プロセスをモデル化したも

のである．Fig. 4-1に示すように，意思決定モデルには脱炭素目標と，シミュレーション

で得られた CoLSys 全体の CO2排出量および個別企業の利益が入力され，各目標の達

成状況がまず評価される．この企業の個別目標だけでなく，社会目標も戦略評価の指

標として用いられることが意思決定モデルの特徴である．各目標の達成企業ごとに設

定された意思決定ルールに基づいて相互作用に関連するパラメータ値の変更が行わ

れる． 
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Fig. 4-1 Overview of proposed LCS model 

 

意思決定ルールは Compromised programming 法をベースとし，社会目標と企業の個

別目標，各目標の重要度，相互作用に関連するパラメータ値の変更選択肢を基に構築

される．Compromised programming 法は，複数の選択肢の中から理想解に最も距離の

近い選択肢を選択し，妥協解を得る方法である[1]．式（4-1）～（4-3）は，意思決定

プロセスに適用される Compromised programming 法に関連する計算を示したものであ

る．式（4-1）は，各対象製品に適用される Compromised programming 式であり，選択

肢ごとに，理想解からの距離を加算重みで計算し，𝐷𝑖が最小となる選択肢を製品ごと

に選択する．式（4-1）にはどちらかの目標から大きく乖離した意思決定をしないよう

に，偏差と呼ぶ目標の乖離の度合いが含められている．各ゴールにおける偏差は式（4-

2）と式（4-3）で決定される．各目標における偏差（𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠，𝜆𝑆𝑦𝑠）は，シナリオで設

定された社会目標と個々の製品ライフサイクルシステムの目標に対して，シミュレー

ション結果を比較することで算出される．𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠と𝜆𝑆𝑦𝑠が 1 より大きい場合は，それ

ぞれの目標が達成されていないことを示し，逆に𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠と𝜆𝑆𝑦𝑠が 1 より小さい場合は，

目標が達成されたことを示す．これらの式により設定した目標が達成されないと偏差

が大きくなるため，未達成の目標の達成を重視した意思決定が可能となる．例えば，

社会的目標の達成に遅れが生じると，社会的目標の偏差値が大きくなる．つまり，式

（4-1）において，個々のライフサイクルシステムの目標の重要度は相対的に低下する．

ここで，Fig. 4-1 における𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠が式（4-2）の逆数となっているのは，Fig. 4-1 で扱っ

ている社会目標が CO2排出量削減に関するものであり，削減する方向が是となるため 
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である．一方で，個別ライフサイクルシステムの目標は企業の利益に関するものであ

り，増大する方向が是となる．式（4-1）から（4-3）に示した Compromised programming

式は指標値の増大を是とした式を示している． 

この Compromised programming 法を適用した意思決定ルールを含む意思決定モデル

によって，社会目標との企業個別目標を考慮した妥協解選択がシミュレーション可能 

となる．そのプロセスを本研究で対象とする社会目標の指標が CO2排出量で個別企業

目標の指標が経済的利益の場合で説明する．意思決定モデルはシミュレーション内の

時間が設定された意思決定機会に到達した際に，その意思決定機会までの社会目標

CO2排出量および CoLSyS 全体の CO2排出量と自社利益のシミュレーション結果が入

力され，それぞれの目標の達成状況が評価される．本研究ではそれは前述した偏差の

𝐷𝑖 = {𝐼𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠
2 ∙ 𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠

2 (
𝑃𝐶𝑚𝑎𝑥 − 𝑃𝐶𝑖
𝑃𝐶𝑚𝑎𝑥 − 𝑃𝐶𝑚𝑖𝑛

)
2

+ 𝐼𝑆𝑦𝑠
2 ∙ 𝜆𝑆𝑦𝑠

2 (
𝑃𝑆𝑚𝑎𝑥 − 𝑃𝑆𝑖
𝑃𝑆𝑚𝑎𝑥 − 𝑃𝑆𝑚𝑖𝑛

)
2

}

1
2

 

（4-1） 

𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 = 
𝐺𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠

𝑅𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠
 （4-2） 

𝜆𝑆𝑦𝑠 = 
𝐺𝑆𝑦𝑠

𝑅𝑆𝑦𝑠
 （4-3） 

where 

i: Number of alternatives 

Di: Distance to ideal solution in option i 

ICoLSys: Importance of the CoLSys goal 

ISys: Importance of the individual life cycle system goal 

λColSys: Deviation in CoLSys  

λSys:  Deviation in individual life cycle system 

GColSys: Target values of CoLSys 

RColSys: Simulation result of CoLSys 

PCi: Predicted value of CoLSys for option i  

PCmin: Minimum value of CoLSys among possible alternatives 

PCmax: Maximum value of CoLSys among possible alternatives 

GSys: Target values of an individual life cycle system 

RSys: Simulation result of an individual life cycle system 

PSi: Predicted value of an individual life cycle system for option i 

PSmin: Minimum value of individual life cycle system among possible alternatives 

PSmax: Minimum value of individual life cycle system among possible alternatives 
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算出を意味する．各目標の達成状況が評価された後，設定された相互作用に関連する

パラメータ値の変更選択肢ごとに CoLSys 全体の CO2排出量および自社の利益がどの

ように推移するのかシミュレーションし，理想とする目標に最も近づくパラメータ値

が選択される．Fig. 4-1 では理想とする目標に最も近づく青色の代替案が選択される

ことになる． 

これは意思決定プロセス内にて相互作用に関するパラメータ値の変更選択肢を用

いた What-if 分析が行われることを意味し，それを設定された意思決定頻度に沿って

実行されることで，社会目標を考慮した相互作用の状態が繰り返し更新されることに

なる．つまり，Collaborative SoS の特徴である，超システム全体の目標の達成に向け

た要素システムによる相互作用の更新をシミュレーションしているといえる．また，

意思決定ルールは構築される意思決定モデルごとに設定されるため，異なる方針を持

つ企業で構成されるより複雑な超システムをシミュレーションすることが可能であ

る．これは超システムにおける要素システムの管理および運用の独立性を陽にモデル

化しているといえる． 
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4.3. シミュレーション手順 

本章では，社会目標を考慮した戦略的マネジメントをモデル化した意思決定モデル

を含む LCS 手順を提案する．Fig. 4-2 は LCS を含めた本研究で想定している戦略的マ

ネジメントのフローチャートを示している．各ステップについて述べる． 

Step.1  企業の意思決定者が自社のどの製品を評価対象とするのか選択する． 

 

Step.2  選択した製品のマテリアルフローを通じて達成すべき社会目標と個別目

標 を設定し，各目標の重要度を検討する．各目標の重要度は式（4-1）にお

ける𝐼𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠と𝐼𝑆𝑦𝑠を指す．式（4-1）は意思決定モデルで適用される式である．

本研究では，社会目標と個別目標の重要度が等しい，つまり両目標を達成

するための努力が等しく行われると仮定している．したがって．𝐼𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠と

𝐼𝑆𝑦𝑠は本研究では等しいとしている． 

 

 

Fig. 4-2 Flowchart of strategic management in the proposed method 

Start

Step.1 Select a targeted product

Step.2
Set social and individual goals and their 

importance

Step.3
Select related products and set interactions in 

CoLSys

Step.4
Set decision-making model applied 

compromised programming

Step.5
Run the simulation and outputting the impact 

of the CoLSys

Step.6 Are the results satisfactory?

Step.7 Interpret and implement in real world

End

Yes

No

: Process for decision-makers in real world

: Process conducted in simulation
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Step.3  意思決定者は自社製品ともに CoLSys を形成しうる関連異種製品を選択

し，対象製品ごとに LCS モデルを構築する．LCS モデル構築後，CoLSys 内

で発生する相互作用を設定する． 

 

Step.4  続いて意思決定モデルの設定に移る．意思決定者は意思決定モデルに対

して，社会目標と個別目標，各目標の指標，そして意思決定頻度を基に意

思決定ルールを設定する．意思決定モデルは CoLSys を評価し，意思決定

ルールに沿って相互作用に関連するパラメータ値の修正を実行する．その

意思決定ルールは対象とする製品ごとに設定される． 

 

Step.5  LCS を実行し，選択されたシミュレーション条件の効果を出力する．シ

ミュレーション期間中の社会目標と個別目標の達成状況を自動的に評価し，

アルゴリズムに基づいて定義的に相互作用の状態を更新する． 

 

Step.6  意思決定者はシミュレーション結果の評価を行う．その結果が不満足な

ものであるならば，再度，目標設定や企業方針から検討し直す． 

 

Step.7  シミュレーション結果が満足いくものであれば，シミュレーションで行

われた意思決定の内容を解釈し，現実の世界での活動に活かすことになる． 

 

以上の提案手法を計算機上に実装するために，Fig. 4-3 に示すシステムで構成される

LCS を構築した．本研究で追加したシステムについては赤線で示している．各システ

ムについて説明する． 

 

 Database editor 

 LCS 実施に向けた基本データを作成するシステム．Product DB では製品の部品

構成やその階層関係が格納され，Process DB では製造データや製品の使用状況な

ど対象となる各ライフサイクルプロセスのデータが格納される．LCA DB には，

電力や材料，工程ごとの環境負荷原単位データなどが格納される． 

 

 LCS model editor 

 Product DB，Process DB，LCA DB にて格納されているデータを用いて単一製品

または製品群の LCS モデルを構築するシステム． 

 

 Decision-making model editor 

 対象とする各製品ライフサイクルシステムの意思決定を記述するためのシス 
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テムであり，意思決定モデルを LCS に導入するために追加した．意思決定の対象

となる相互作用，相互作用に関連するパラメータ，その値の変動割合，意思決定

間隔が記述され，Decision-making model DB に格納される．この DB はシミュレー

ションの間，LCS model DB との相互参照が行われる． 

 

 SoS model editor, LCS4SoS Model manager 

 個別 LCS モデルを相互作用の設定を通して接続するシステム．SoS model editor

で入力された情報は LCS4SoS Model manager 上に反映され，LCS モデル間の相互

作用と CoLSys の境界が可視化される．また，Decision-making model DB のデータ

が渡されることで，意思決定に基づく相互作用の動的な変化を考慮可能としてい

る． 

 

 Simulation engine 

構築した LCS モデルを対象として LCS を実行するシステム． 

 

 

Fig. 4-3 System configuration 
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LCS model editor
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4.4. ケーススタディ 

4.4.1.対象とする結合型ライフサイクルシステムズ 

 提案モデルの有効性を検証するためにケーススタディを実施した．このケーススタ

ディでは、電気自動車（EV）を製造する企業の意思決定者が提案手法を用いた戦略的

マネジメントを想定した．以下，シミュレーション手順の各ステップに沿って対象と

する結合型ライフサイクルシステムズについて述べる． 

 

Step.1  まず，意思決定者は自社製品を一つ選択する．今回は，コンパクトカー

程度の大きさで，33.7kWh のリチウムイオン電池（LIB）を搭載した EV を

選択した． 

 

Step.2  次に，社会目標と個別目標を設定し，その重要度を検討した．後述する

が，社会目標は 2050 年までに CO2排出量をゼロにすること，企業目標は年

率 1%の利益増収である．社会的目標と個別企業の目標の重要度は等しいと

考えた． 

 

Step.3  次に，意思決定者は EV を中心とした CoLSys を形成する関連製品を選択

し，ガソリン車（GV），ハイブリッド車（HV），家庭用蓄電池（HB），充電

スタンド（BCS），太陽光発電システム（PV）の 5 製品を選択した．GV は

エンジン排気量 1,300cc 相当のコンパクトカーを想定している．HV は

0.86kWh の LIB を搭載したコンパクトカーを想定している．材料構成を含

む車両情報は既報の通りである[2]．また，BCS には 12kWh の LIB を，HB 

には 6kWh の LIB を搭載するものとする．PV の出力は 3.9kW とした． 

対象とする製品が選定された後，意思決定者は製品のライフサイクルシ

ステム間の相互作用を設定した．今回の事例では，車種間の需要代替，HV

や EV の使用済み LIB を HB や BCS としてグローバルリユース，EV の蓄

電池としての利用による HB の需要代替（副機能による需要代替），PV の

利用増加による HB の需要増加，BCS の増加による EV の需要増加の 5 種

類の相互作用を設定した．以下，これらの相互作用について説明する． 

 

 車種間の需要代替：EV は，従来の GV や HV と比較して，自動車のラ

イフサイクル全体における CO2 排出量が少ないため，普及が進むと予

想される[3]．この場合，既存の GV や HV のカニバリゼーションにつ

ながるため，需要代替が発生する．この市場シェアの変化による普及
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台数の変化率が，CoLSys の環境負荷に大きく影響することが予想され

る． 

 

 HV，EV の使用済み LIB の HB，BCS へのグローバルリユース：EV の

普及が予想されるが，自動車メーカには使用済み電池の管理が求めら

れる．EV の普及を積極的に進めている欧州では，2030 年までに 600 万

個以上の電池パック（年間蓄電量 275GWh 以上）が廃棄物として発生

する可能性が指摘されている[4]．この問題に対処するため，自動車各

社は，LIB の長寿命化や資源としてのリサイクルだけでなく[5]，異種

製品にも使用可能な電池の開発を進め，異種製品へのグローバルリ

ユースも検討されている[6]．このように，EV の普及は，異種製品のマ

テリアルフローに影響を与える． 

 

 

 EV を蓄電池として活用することによる HB の需要代替：EV はエネル

ギー貯蔵システムとして捉えることができ，家庭用バックアップ電源

としての機能が注目されている[7]．これは，EV の副機能によって HB

の需要を満たせる可能性を示している． 

 

 BCS の増加による EV の需要増[8] 

 

 PV の普及による HB 需要の増加[9] 

 

以上の相互作用に基づき、CoLSys のライフサイクルプロセスモデルを

構築した。Fig. 4-4 に対象となる CoLSys のライフサイクルプロセ スモデ

ルの概要を示す．GV，EV，HV のライフサイクルプロセスモデルは、部品

製造、組立、使用、回収、交換、リサイクル、廃棄というライフサイクルプ

ロセスで構成されている．使用プロセスでは、各車両の寿命が決定され，

EV とHV では車両全体の寿命と LIB の寿命が決定される．EVやHV では，

車両全体の寿命と LIB の寿命は分けて判断される．寿命と判断された車両

は，回収プロセスに送られる．回収プロセスに送られた後、部品ごとに分

解され，グローバルリユース可能な部品はグローバルリユースされ，そう

ではない部品は廃棄プロセスに送られる．LIB のみが寿命を迎えたと判断

された場合は，交換プロセスに送られ、新しい電池と交換される．EV や HV

ではリユースによる LIB の内部循環は考慮されていない．HB，BCS，PV は

それぞれ、製品製造，使用，廃棄の三プロセスがあり、それぞれ需要代替と
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グローバルリユース電池の流入によって製造台数が左右される．これらの

ライフサイクルプロセスごとに CO2 排出量を算出し，各製品のライフサイ

クルプロセスを合計したものが，各製品のライフサイクルシステムにおけ

る CO2 排出量となる．製品普及によって得られる企業利益は、各製品の販

売価格から製品コストを差し引いたものとし，ガソリン代などユーザが負

担するコストは考慮しない．  



-76- 

 

 

 

F
ig

. 4
-4

 L
ife cy

cle p
ro

cess m
o

d
el o

f th
e C

o
L

S
y
s fo

cu
sed

 o
n

 electric v
eh

icles 
 



-77- 

 

4.4.2.意思決定モデル 

本節はシミュレーション手順の Step. 4 に該当する．まず，結合型ライフサイクルシ

ステムズ全体の社会目標と対象製品を製造する企業の個別目標がそれぞれ設定され

る．本ケーススタディでは Step.2 にて設定したように，社会目標を「2050 年に CO2排

出量ゼロ」を設定し，各企業の個別目標を「年率 1%の企業利益の増加」とした．ま

た，相互作用に関わるパラメータ値の更新，すなわち戦略の評価・更新は 6 ヶ月に 1

回行うことを想定している． 

 設定した社会目標および個別企業目標を基に，意思決定ルールが設定される．4.3 節

にて示した式（4-1）から（4-3）に当てはめると以下のように表すことができる． 

 

𝐷𝑖 =

{
 
 

 
 

𝐼𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠
2 ∙ 𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠

2(

1
𝐶𝑂2𝑚𝑖𝑛

−
1
𝐶𝑂2𝑖

1
𝐶𝑂2𝑚𝑖𝑛

−
1
𝐶𝑂2𝑚𝑎𝑥

)

2

+ 𝐼𝑆𝑦𝑠
2 ∙ 𝜆𝑆𝑦𝑠

2 (
𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑚𝑎𝑥 − 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑖
𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑚𝑎𝑥 − 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑚𝑖𝑛

)
2

}
 
 

 
 

1
2

 

（4-4） 

𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 = 
𝐶𝑂2𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠_𝑟𝑒𝑠𝑢𝑙𝑡
𝐶𝑂2𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠_𝑡𝑎𝑟𝑔𝑒𝑡

 （4-5） 

𝜆𝑆𝑦𝑠 = 
𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑆𝑦𝑠_𝑡𝑎𝑟𝑔𝑒𝑡
𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑆𝑦𝑠_𝑟𝑒𝑠𝑢𝑙𝑡

 （4-6） 

Where 

i: Number of alternatives 

Di: Distance to ideal solution in option i 

ICoLSys: Importance of the CoLSys goal 

ISys: Importance of the individual life cycle system goal 

λColSys: Deviation in CoLSys  

λSys:  Deviation in individual life cycle system 

CO2ColSys_target: Target values of CO2 emissions in CoLSys 

CO2ColSys_result: Simulation result of CO2 emissions in CoLSys 

CO2i: Predicted value of CO2 emissions in CoLSys for option i  

CO2min: Minimum value of CO2 emissions in CoLSys among possible alternatives 

CO2max: Maximum value of CO2 emissions in CoLSys among possible alternatives 

ProfitSys_target: Target values of profit in an individual life cycle system 
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ProfitSys_result: Simulation result of profit in an individual life cycle system 

Profiti: Predicted value of profit in an individual life cycle system for option i 

Profitmin: Minimum value of profit in individual life cycle system among possible 

alternatives 

Profitmax: Minimum value of profit in individual life cycle system among possible 

alternatives 

 

設定した社会目標と個別目標に基づいて，社会目標に関わるパラメータは CO2排出

量に関するものになり，個別目標に関わるパラメータは個別紀要の利益のものになっ

ている．ここで，CO2排出量に関係するパラメータが逆数をとっていることが確認で

きるが，これは CO2排出量については削減する方向が是とされるものであるためであ

る．また，本ケーススタディでは Step. 2 にて社会的目標と個別企業の目標の重要度

は等しいと設定しているため，ICoLSys : ISys = 1:1 となる． 

これら式は各製品に適用されるが，その際には製品ごとに「意思決定の対象となる

パラメータ」と「パラメータ値の変更幅」が設定され，意思決定ルールとして構築さ

れていく．以下，各製品で設定される意思決定モデルの意思決定の対象となるパラ

メータとその値の変更幅を Table. 4-1 に示す．ここで，本ケーススタディで扱う各企

業の意思決定は第 1 章にて示したネスト構造を意識したものが行われるとし，目先の

利益ではなく，環境負荷削減を通した企業価値の向上を目指すと仮定した． 

一例として，GV の製品ライフサイクルシステムに適用した意思決定モデルについ

て説明する． GV の調整パラメータは，「新車販売台数に占める GV の販売割合の減

少率」とした．GV の販売比率は，EV や HV の技術発展に伴い減少するものの EV や

HV の技術開発により GV の販売比率は低下するが，GV では，環境負荷低減のため

に GV の販売比率をより低下させる代替案が用意されるとした．削減割合は，削減し

ない（1）から 40％削減する（0.6）の間で調整可能とし，販売比率を下げた場合の CO2

排出量と利益を計算し，Compromised programming 法を適用することで，理想的な解

Table. 4-1 Adjustable parameters for each product life cycle system 

 

Product name Adjustable parameters Value range Related interactions

Gasoline vehicle
Decrease rate in the sales ratio of 

gasoline vehicles in new vehicle sales

0.6-1

(Initial value: 1)

(Ⅰ-1) Demand substitution.

(Ⅰ-2) Demand substitution

Hybrid vehicle
Discount rate for selling price of used 

batteries of HV

3-20

(Initial value: 3)

(Ⅱ-1) Global reuse from HV to BCS

(Ⅱ-2) Global reuse from HV to HB

Electric vehicle
Discount rate for selling price of used 

batteries of EV

3-20

(Initial value: 3)

(Ⅱ-3) Global reuse from EV to BCS

(Ⅱ-4) Global reuse from EV to HB

Battery charging 

stand

Increase rate of the amount of BCS 

production without getting profit

1-1.1

(Initial value: 1)
(Ⅲ-1) Demand increase

Photovoltaic system
Increase rate of the amount of PV 

production without getting profit

1-1.1

(Initial value: 1)
(Ⅲ-2) Demand increase

Household storage 

battery

Decrease rate of the amount of HB 

production

0.7-1

(Initial value: 1)

(Ⅳ) Demand substitution by sub-

function
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に最も近い選択肢を選択することが可能になる．その他の製品についても，製品のラ

イフサイクルシステムごとにパラメータと選択範囲を調整し，意思決定モデルが作成

された．現実世界では，これらのパラメータは意思決定者によって設定され，本ケー

ススタディでは EV の意思決定者によって設定される． 

ここで，各製品ライフサイクルシステムの意思決定モデルで用いられる CO2排出量

と利益の計算方法を以下に示す． 

 

 EV 

EV の意思決定モデルでは「リユース LIB 価格割合」の変更が検討される．

リユース LIB 価格割合は使用済み LIB をリユース先にいくらで提供するの

かを決定するパラメータである．意思決定者は使用済み LIB の価格を引き下

げることでより多くのリユース先を検討することが可能になり，使用済み

LIB のリユース量増大につながる．この意思決定は Fig. 4-4 の（Ⅱ-3，4）の

相互作用に影響を及ぼす．リユース LIB 価格割合を R𝑒𝑣とおき，選択できる

数値の範囲を R𝑒𝑣−𝑚𝑖𝑛 ≤ R𝑒𝑣 ≤ R𝑒𝑣−𝑚𝑎𝑥とおく．本ケーススタディでは R𝑒𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 

3， R𝑒𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 20．これら変数とリユース先が要求する価格が満たしている場

合，リユースが成立することになる．また，リユース時に発生するコスト

（𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒）については新規製造された LIB の価格の 1/5 かかると仮定した． 

CO2 evと Profit evは以下の計算式で表される． 

 

If （P𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣 / R𝑒𝑣 ≤ Cj ）（リユースが行われるとき）  

𝐶𝑂2 𝑒𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 − ∑(𝑛𝑗 ∗ 𝐶𝑂2 𝑗−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

𝑖

 （4-7） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑖 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠

+ ∑(𝑛𝑗 ∗ (
𝑃𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣
𝑅𝑒𝑣

− 𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒))

𝑖

                     

+ (𝑛𝑒𝑣 − 𝑛𝑗) ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒 

（4-8） 

else （リユースが行われない場合）  

𝐶𝑂2 𝑒𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 （4-9） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑖 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠 + 𝑛𝑒𝑣 ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒 （4-10） 

where 

𝑗: Reuse destination product 

𝑛𝑗: Number of reused LIBs to product j 

𝑛𝑒𝑣: Number of reusable LIBs of EV 

𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠: CO2 emissions of CoLSys 

𝐶𝑂2 𝑗−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions intensity of LIB production for product j 
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𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠

: Profit of EV sales 

𝑃𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣: Price per LIB of EV 

𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒: Reuse cost per LIB 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒

: Recycle profit per LIB  

 

 GV 

 GV の意思決定モデルでは前述の通り，「新車販売台数に占める GV の販売

割合の減少率」の変更が検討される．GV の意思決定者は GV の販売割合を

低下させる選択を行うことで，利益は減少するが，EV の普及が促進される

ことで CO2 排出量の削減につなげることができる．この意思決定は Fig. 4-4

の（Ⅰ-1）の相互作用に影響を及ぼす．GV の減少割合を Rg𝑣とおき，選択で

きる数値の範囲を Rg𝑣−𝑚𝑖𝑛 ≤ Rg𝑣 ≤ Rg𝑣−𝑚𝑎𝑥と設定した．本ケーススタディでは

Rg𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 0，Rg𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 0.3 とした．GV における意思決定に伴う CO2 gv-iと Profit 

gv-iは以下の計算式で表される． 

  

𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 = 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (1 − 𝑅𝑔𝑣)  （4-11） 

𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒 = 𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 − 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 _𝑝𝑟𝑒 ∗ 𝑅𝑔𝑣 （4-12） 

𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 = 𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 + 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ 𝑅𝑔𝑣 （4-13） 

𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒 = 𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 + 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 _𝑝𝑟𝑒 ∗ 𝑅𝑔𝑣 （4-14） 

𝐶𝑂2 𝑔𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + (𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 ∗ 𝐶𝑂2 𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

+ (𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒 ∗ 𝐶𝑂2 𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒) + (𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 ∗ 𝐶𝑂2 𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

+ (𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒 ∗ 𝐶𝑂2 𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒) 

（4-15） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑔𝑣−𝑖 = 𝑉𝑔𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣 （4-16） 

where 

𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of GV 

𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: Production volume of GV after decision-making 

𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 : Predicted number of using GV 

𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒: Number of using GV after decision-making 

𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of EV 

𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: Production volume of EV after decision-making 

𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 : Predicted number of using EV 

𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒: Number of using EV after decision-making 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions per GV production 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒: CO2 emissions per GV usage 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions per EV production 

𝐶𝑂2 𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒: CO2 emissions per EV usage 
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𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣

: Selling profit of GV per unit 

 

 HV 

HV の意思決定モデルでは EV と同様に，「リユース LIB 価格割合」の変更

が検討される．この意思決定は Fig. 4-4 の（Ⅱ-1，2）の相互作用に影響を及

ぼす．リユース LIB 価格割合を Rh𝑣とおき，選択できる数値の範囲を Rh𝑣−𝑚𝑖𝑛 

≤ Rh𝑣 ≤ Rh𝑣−𝑚𝑎𝑥とおく．本ケーススタディでは Rh𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 3， Rh𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 20．こ

れら変数とリユース先が要求する価格が満たしている場合，リユースが成立

することになる．また，リユース時に発生するコスト（𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒）については新

規製造された LIB の価格の 1/5 かかると仮定した． CO2 hvと Profit hvは以下

の計算式で表される． 

 

If （P𝑙𝑖𝑏−h𝑣 / R h𝑣 ≤ Cj ）（リユースが行われるとき）  

𝐶𝑂2 ℎ𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 − ∑(𝑛𝑗 ∗ 𝐶𝑂2 𝑗−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

𝑖

 （4-17） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡ℎ𝑣−𝑖 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡ℎ𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠

+ ∑(𝑛𝑗 ∗ (
𝑃𝑙𝑖𝑏−ℎ𝑣
𝑅ℎ𝑣

− 𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒))

𝑖

                     

+ (𝑛ℎ𝑣 − 𝑛𝑗) ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒 

（4-18） 

else （リユースが行われない場合）  

𝐶𝑂2 ℎ𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 （4-19） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡ℎ𝑣−𝑖 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡ℎ𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠 + 𝑛ℎ𝑣 ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒 （4-20） 

where 

𝑗: Reuse destination product 

𝑛𝑗: Number of reused LIBs to product j 

𝑛𝑒𝑣: Number of reusable LIBs of HV 

𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠: CO2 emissions of CoLSys 

𝐶𝑂2 𝑗−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions intensity of LIB production for product j 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠

: Profit of HV sales 

𝑃𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣: Price per LIB of HV 

𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒: Reuse cost per LIB 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒

: Recycle profit per LIB  

 

 BCS 

 BCS の意思決定モデルでは「BCS 数増加割合」の変動を検討する．ここで，

BCS 数増加割合とは，見込まれる要求 BCS 数に対しての増産比を表す．BCS
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の増産は BCS の利益を増加させつつ，EV の普及を促進させて CO2排出量を

減少させる選択である．本ケーススタディでは増産分の BCS の販売価格を 0

として計算し，製造費の増加が BCS の利益を低下させるものとして設定し

た．この意思決定は Fig. 4-4 の（Ⅲ-1）の相互作用に影響を及ぼす．BCS 数

増加割合をとおき Rbcs，選択できる数値の範囲を Rbcs_min ≤ Rbcs ≤ Rbcs−𝑚𝑎𝑥と設

定した．本ケーススタディでは，Rbcs_min = 1，Rbcs_𝑚𝑎𝑥 = 1.1と設定した．BCS

における意思決定で用いられる CO2 bcs_i と Profit bcs_i は以下の計算式で表さ

れる． 

 

𝐶𝑂2 𝑏𝑐𝑠−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + 𝑉𝑏𝑐𝑠_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑅𝑏𝑐𝑠 − 1)

∗ {𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠 −𝑅𝑎𝑡𝑒𝑏𝑐𝑠 ∗ (𝐿𝐶𝐴𝑔𝑣 − 𝐿𝐶𝐴𝑒𝑣)} 
（4-21） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑏𝑐𝑠−𝑖 = 𝑉𝑔𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑃𝑏𝑐𝑠_𝑠𝑎𝑙𝑒 −𝑅𝑏𝑐𝑠 ∗ 𝐶𝑏𝑐𝑠) （4-22） 

where 

𝑉𝑏𝑐𝑠_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of BCS 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠: CO2 emissions per BCS production 

𝑅𝑎𝑡𝑒𝑏𝑐𝑠: Number of required BCS per EV 

𝐿𝐶𝐴𝑔𝑣，𝐿𝐶𝐴𝑒𝑣: LCA value of vehicle types 

𝑃𝑏𝑐𝑠_𝑠𝑎𝑙𝑒: Selling price per BCS 

𝐶𝑏𝑐𝑠: Production cost per BCS 

 

 HB 

 HB の意思決定モデルでは「EV による代替率」の変動が検討される．これ

は EV が蓄電池化されることで HB の需要が代替される割合を表す．代替率

を上げることで，HB の販売で得られる利益は減少するが，CO2 排出量の減

少につながる．HB の見込み製造台数に掛けることで意思決定後の製造台数

が算出される．この意思決定は Fig. 4-4 の（Ⅳ）の相互作用に影響を及ぼす．

EV による代替率を Rhb とおき，選択できる数値の範囲を Rhb_min ≤ Rhb ≤ 

Rhb−𝑚𝑎𝑥と設定した．本ケーススタディでは，Rhb_min = 0，Rhb_𝑚𝑎𝑥 = 0.1と設

定した．HB における意思決定で用いられる CO2 hb_i と Profit hb_i は以下の計

算式で表される． 

 

𝐶𝑂2 ℎ𝑏−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + 𝑉ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (1 − 𝑅ℎ𝑏) ∗ 𝐶𝑂2 ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 （4-23） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑏𝑐𝑠−𝑖 = 𝑉𝑔𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (1 − 𝑅ℎ𝑏) ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠 （4-24） 

where 

𝑉ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of HB 

𝐶𝑂2 ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions per HB production 
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𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡 𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠: Selling profit per HB 

 

 PV 

 PV の意思決定モデルでは「PV 増産割合」の変動が検討される．これは，

BCS と同様に，見込まれる PV 製造数に対しての増産割合を表す．PV の増

産はその利益を増加させつつ，家庭で使用される電力をグリーン化させるこ

とで CO2排出量を削減させる．本ケーススタディでは増産分の PV の販売価

格を 0 として計算し，製造費の増加が BCS の利益を低下させるものとして

設定した．この意思決定は Fig. 4-4 の（Ⅲ-2）の相互作用に影響を及ぼす．

PV の増産割合を Rpvとおき，選択できる数値の範囲を Rpv_min ≤ Rpv ≤ Rpv−𝑚𝑎𝑥

とする．本ケーススタディでは，Rpv_min = 1，Rpv_𝑚𝑎𝑥 = 1.1と設定した．PV

における意思決定で用いられる CO2 pv_iと Profit pv_iは以下の計算式で表され

る． 

 

𝐶𝑂2 𝑝𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + 𝑉𝑝𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑅𝑝𝑣 − 1) ∗ 𝐿𝐶𝐴 𝑝𝑣 （4-25） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑝𝑣−𝑖 = 𝑉𝑝𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑃ℎ𝑏 −𝑅ℎ𝑏 ∗ 𝐶ℎ𝑏 ) （4-26） 

where 

𝑉𝑝𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of PV 

𝐿𝐶𝐴𝑝𝑣: LCA value of PV  

𝑃 𝑝𝑣_𝑠𝑎𝑙𝑒: Selling profit per PV 

𝐶𝑝𝑣: Production cost per PV 

 

4.4.3.シミュレーション実行 

 評価条件 

シミュレーションの条件は、人口 37 万人の日本の都市を想定し 2021 年から 2050

年までの 30 年間をシミュレーション期間とした。本研究では、CO2 排出量を評価指

標として使用した。EV の使用段階における CO2 排出原単位は、社会的な電源構成に

依存し、時間経過とともに変化するように設定した。社会的な電源構成による CO2排

出原単位は、直線的に減少し、2050 年にはゼロとなるように設定した。また、本研究

では、社会的電源構成による脱炭素効果は、製品の使用段階のみに適用される。各製

品に搭載される LIB の容量は、シミュレーション期間を通じて一定であると仮定し

た． 

 評価シナリオ 

本研究では，意思決定モデルを含む LCS モデルの有効性を明らかにするために，三 
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つの評価シナリオを使用した．Table. 4-2 に各シナリオで適用される項目を示す．シ 

ナリオ 1（S1）では，個々のライフサイクルシステムの目標のみが考慮され，システ

ム間 の相互作用は考慮されていない．つまり，CoLSys は形成されず，単一システム

の集合体としての結果が出力される．シナリオ 2（S2）は，従来の LCS4SoS と同様

に CoLSys を形成するが，個々のライフ サイクルシステムの目標のみを考慮したも

のである．つまり，既存研究と同じシミュレーションを行い，意思決定モデルを使用

しない．シナリオ 3（S3）では，意思決定モデルにおいて，CoLSys の CO2排出量削減

目標と，個々の製品ライフサイクルシステムの利益という経済効果目標の二つの目標

に基づいて，戦略的意思決定が行われました．したがって，本研究で提案した意思決

定モデルは S3 でのみ使用され，S3 の結果を S1，S2 の結果と比較することで，意思

決定モデルの有効性を実証することができる．Fig. 4-5 に各シナリオに与えられる製

品普及シナリオを示し，各製品の普及推移の設定について説明する．まず，シミュレー

ション期間中の使用車両の総量は全てのシナリオで一定とし，廃棄される車両の数だ

け次のシミュレーション時間に新たな車両が製造されるものとする．各車両の平均車

Table. 4-2 Evaluation scenario 

 

 

Fig. 4-5 Amount of product diffusion 

 

Applied conditions

Goals
Interactions

Individual goal Social goal

Scenario1 (S1) ✓
Scenario2 (S2) ✓ ✓
Scenario3 (S3) ✓ ✓ ✓
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齢は 13 年とし，新規製造台数の合計に各車種の製造比率を乗じることで各車種の新

規製造台数を求める．HB と PV は，既存の普及予測に基づき設定した．BCS の値は

EV の 1/4 とした．S3 では，相互作用の影響を受けて製品普及推移が変化する． 

 シミュレーション結果 

シミュレーション結果を Fig. 4-6 から Fig. 4-11 にかけて示す．Fig. 4-6 はシナリオ

ごとの月毎の製品生産量変化を示している．S1 と S2 の間では大きな変化は確認でき

ないが，S3 では EV および BCS の製品生産量に大きな変化が発生していることが確

認できる．これは製品生産量に関連する戦略的マネジメントが意思決定モデル導入に

よって LCS 上に反映されていることを示す結果である．S1 と S2 は Fig. 4-5 にて示し

た各シナリオに与えられる製品普及量に沿って製品生産量が決定されるため，シナリ

オ間で大きな変化は確認できないが，S3 では個別目標と全体目標を参照した戦略的

マネジメントによって製品生産量が大きく変化した．Fig. 4-7 に S3 における製品普及

量を示すが，Fig. 4-5 に示した予め与えられた製品普及量とは大きく変化したことが

確認できる． 

Fig. 4-8 から Fig. 4-10 は，各シナリオの製品別 CO2排出量の月毎推移を示したもの

である．Fig. 4-8 は Fig. 4-5 に示した各製品の普及率に合わせた S1 の製品別 CO2排出

量の月毎推移である．Fig. 4-9 は，S2 の製品別 CO2排出量の月毎推移であり，Fig. 4-8

と比較すると，S1 の結果と S2 の結果には大きな違いは見られないことが確認でき，

これは Fig. 4-6 で示したように製品生産量に大きな違いが発生していないためであり，

S2 ではグローバルリユースなどの相互作用が発生しているが，その影響は小さいこ 

 

Fig. 4-6 Monthly production volume 
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Fig. 4-7 Simulation results of amount of product diffusion in S3 

 

 

Fig. 4-8 Monthly CO2 emissions of each product in S1 
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Fig. 4-9 Monthly CO2 emissions of each product in S2 

 

 

Fig. 4-10 Monthly CO2 emissions of each product in S3 
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とを示している．Fig. 4-10 は，S3 における製品別 CO2排出量の月毎推移であり，EV

の CO2排出量の増加率や増加量が，他のシナリオに比べて速いことが確認できる．ま

た，GV の CO2 排出量の減少速度も速く，HV の CO2 排出量の増加量も小さくなって

いる．これは，車種間の需要代替の強さが変化していることを示している．BCS の CO2 

排出量は他のシナリオと比較して増加しており，これは EV の需要増に伴う BCS の

需要増に起因する．全てのシナリオにおいて，2040 年以降に PV の CO2 排出量が増 

加する．これは，社会的な発電ミックスの脱炭素化が進み，PV の利用段階での脱炭

素化効果が小さくなったためである． 

Fig. 4-11 は月毎の CoLSys 全体の CO2 排出量を示しており，本研究で提案したシ

ミュレーション手法を用いた S3 では，CO2 排出量が大きく削減されていることが確

認できる．2050 年において，S3 での CO2排出量は S1 よりも約 22%，S2 よりも約 20%

減少した．S1 と S2 では大きな変化は見られない．S1 は相互作用が発生しないシナ

リオで，S2 は EV や HV から HB や BCS として電池がグローバルリユースされるシ

ナリオである．両シナリオに大きな差がないのは，HB や BCS に搭載される電池の容

量が小さく，CO2排出量削減効果が小さいためと考えられる．HB や BCS の普及は EV 

の普及に比べると遅く，グローバルリユースの規模は小さい．S1，S2 の 2035 年頃の

CO2 排出量の増加は，EV 化の進展に伴い製造時の CO2 排出量が増加するためと考え

られる．S3 は，2021 年から 2030 年にかけて，S1，S2 に比べて CO2 排出量が多くな

 

Fig. 4-11 Monthly CO2 emissions of CoLSys 
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るが，これはこの時期に EV が多く製造されるためである．その後，一貫して減少傾

向を示している．これは，電力ミックスが EV の利用を大幅に増加させたことにより，

CO2排出量が減少したためである． 

このケーススタディでは，EV の意思決定者は，これら結果を用いて，設定した相

互作用の運用を評価する．その結果，満足できるものであれば，その相互作用を実世

界で実現するための取り組みに移る．満足できない場合は，Fig. 4-1 のフローチャー

トに示すように，自社の方針を見直すことになる．この事例では，結果が社会的目標

から大きく乖離していたため，Fig. 4-1 の Step. 2 に戻ることになる． 

4.5. 考察 

 まず，各目標の偏差（𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠と𝜆𝑆𝑦𝑠）に着目して，意思決定モデルの検証を行った．

Fig. 4-12は，S3におけるCoLSysの偏差 （𝜆𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠），GVの経済効果目標の偏差 （𝜆𝑆𝑦𝑠），

EV の経済効果目標の偏差 （𝜆𝑆𝑦𝑠）の移り変わりを示している．Fig. 4-12 から 2035 年

までいずれの値も大きく変化していないが，2035 年以降では CoLSys の偏差値は大き

く上昇したことが確認できる．これは，Fig. 4-11 に示すように，2035 年以降に設定さ

れた CO2排出量削減目標に追いつけず，結果的に CoLSys の偏差が大きくなるためと

考えられる．これらの結果は，入力された社会目標や個別の企業目標に対して想定さ

れた挙動を意思決定モデルが示していることを意味している． 

続いて，各シナリオにおける LIB のグローバルリユースの挙動について説明する．

Fig. 4-13（a）は HB としてグローバルリユースされた電池の数，Fig. 4-13（b）は BCS 

 

Fig. 4-12 Trends of deviation in S3 
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としてグローバルリユースされた電池の数である．HB としてグローバルリユースさ

れる電池の数は，S2 と S3 で大きな差はないが，BCS としてグローバルリユースされ 

る LIB の数は，S3 が S2 を大きく上回っている．これは，EV の需要に伴い BCS の需 

要が増加し，より多くの使用済み LIB がそのシステムに組み込まれた結果であると考

えられる．また，Fig. 4-13（a）および（b）の S3 の結果からわかるように，2037 年頃

から 2040 年にかけて，HB としてグローバルリユースされる LIB 数が減少し，同時期

に BCS にグローバルリユースされる LIB 数が増加することが分かる．これらの結果

から，各企業の意思決定によってグローバルリユースの増加が促された一方で，その

内訳は EV の需要増加などの影響を受けることが確認された．このことは，意思決定

モデルによって相互作用の強さが適切に調整されていることを示唆している． 

個々の製品のライフサイクルシステムの意思決定によって，それぞれの利益推移が

変化した．Fig. 4-14 は，GV，HV，EV のシナリオ別利益推移を示したものである．脱

炭素化が進む S3 では，GV と HV は大きく利益を落とすが，EV は急激に利益を伸ば

している．これは，ライフサイクル複合システムの全体目標を達成するために，GV や

HV から EV への需要代替を加速させるという意思決定の結果である．これは，CoLSys

全体としての CO2排出量と，個々のシステムの経済的利益を両立させるための判断が

なされていることを示している．さらに，Fig. 4-15 は，BCS，HB，PV の利益推移を

示したものである．BCS の利益は S3 で大きく増加しており，これは EV の普及が早

まったことに起因している．一方，HB と PV の利益は S3 において減少している．こ

れは，2050 年の CO2 排出量ゼロという全体目標を達成するために，自らの利益を度

外視して普及を加速させた結果であり，CoLSys 全体としての環境効果と個々のシス 

 

Fig. 4-13 Amount of global reused batteries 
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テムの経済効果が釣り合っていることが確認できる．これらの CO2排出量と利益の推

移のシミュレーション結果は，意思決定モデルが，相互作用の強さを調整しながら，

CoLSys 全体の環境的利益と個別システムの経済的利益をバランスよく実現できてい

ることを示唆している．他のシミュレーション結果も含めると，本事例では，社会目

標および個別目標達成のために相互作用の状態が定期的に変化しており，意思決定モ

デルによる社会目標と個別目標のバランスを考慮した意思決定ルールに沿って相互

作用に関連するパラメータ値の修正が実現できていることが確認できる．これは他社

の動向および社会目標の達成を見据えて自社の方針を意思決定するという

Collaborative SoS における各企業の戦略的マネジメントを LCS に反映できていること

 

Fig. 4-14 Profit trends of each vehicle type 

 

 

Fig. 4-15 Profit trends for BCS, HB, and PV system 
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を示しており，構築した意思決定モデルが妥当であることを示すものだと考えられる． 

しかし，社会的目標である「2050 年までに CO2 排出量ゼロ」は，S3 では達成され

なかった．これは，各システムが CO2排出量を削減するために利用できる製品決定の

選択肢が少ないことと，その決定の結果，ある相互作用による CO2排出量は削減され

るが，その影響により別の相互作用による CO2排出量は増加するためである．例えば，

S3 では，GV による CO2排出量の削減が EV による CO2排出量の増加で相殺されてい

ることがわかり，シミュレーションモデルや相互作用の影響によっては，CO2排出量

が増加する可能性がある．そのため，EV からの CO2 排出量はできるだけ少なくする

必要がある．そのためには，EV に搭載される LIB の寿命を延ばすことが有効な手段

の一つであり，この寿命延長の効果を評価することが必要である．また，製造時の CO2

排出量を削減する技術も，今後のシミュレーションモデリングに含める必要がある．

また，CO2排出量の削減を検討する上でビジネスモデルを含め，個々の目標を適切に

設定することも必要だと考えられる．今回の事例では，企業の個別目標として利益の

増加を設定したが，これは所有志向のビジネスモデルを考えた場合にのみ，多くの製

品を生産・販売することにつながる．シェアリングサービスのような資源効率の良い

サービスを組み込むことは環境負荷削減に有効な場合があり，検証が必要である． 

提案モデルの課題として，マテリアルフローに関する相互作用のみを対象としてい

ることが挙げられる．実際の戦略的経営においては，モノの流れだけでなく，人的資

源の変化，競合他社の存在，規制や政策などの社会技術的なシステムの変化なども考

慮する必要がある．これらの相互作用を適切に考慮するためには，システムダイナミ

クスやエージェントベースシミュレーションなど，他のシミュレーションツールを取

り入れる必要があると考えられる[10]． 

 意思決定モデルに関する課題として，評価対象となる目標にどのような評価単位を

含めるかを適切に検討する必要がある．今回は，結合型ライフサイクルシステムズ全

体の評価指標として CO2排出量を用いたが，今後，対象となる評価指標が増える可能

性がある．例えば，資源消費量は考慮されるべき指標だが，EV を含む製品の電動化

に伴い，より多くの資源が消費される可能性があるため，より複雑な評価指標となる．

そのため，対象指標ごとに適切なアルゴリズムを意思決定モデルに適用する必要があ

る．また，本研究では一つの意思決定モデルで戦略的マネジメントをシミュレー

ションできるのは一つの相互作用のみであり，複数の相互作用を対象とする戦略的マ

ネジメントのシミュレーションはできない．複数の相互作用を対象とする戦略的マネ

ジメントでは相互作用間の関係性が重要になると思われる．つまり，相互作用間で正

の関係を持つ場合は同時に展開することが可能であると捉えることが可能であるが，

相互作用間で負の関係を持つ場合はどちらの相互作用を優先するか判断する必要が

ある．このことから，複数の相互作用を対象とする戦略的マネジメントのモデル化で

は相互作用間の関係性を陽にモデル化することが求められると考えられ，今後の課題
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である． 

社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモデル化において，本研究では製品ごと

に異なる企業が存在しているという仮定をおいてケーススタディモデルの構築を

行った．例えば本研究ではガソリン自動車と電気自動車はそれぞれ異なる企業が製造

していると想定し，単一企業が複数の車種を製造していることを想定していない．こ

れは意思決定モデルが設定された意思決定ルールに沿って相互作用に関連するパラ

メータ値を修正できているかについて検証する際には有効なシミュレーションモデ

ルであるが，現実世界では企業は複数の製品を同時に展開し，その中でどの製品をど

のくらい提供するのかというマネジメントを行うため，単一の企業による複数製品ラ

イフサイクルシステムのマネジメントを考慮したモデル化が必要になると考えられ

る． 

4.6. 結言 

 本章では，社会目標を考慮した戦略的マネジメントが Collaborative SoS における企

業の振る舞いであることに着目し，既存モデルではほとんど考慮されていなかった超

システムの特徴である管理および運用の独立性を陽にモデル化するために意思決定

モデルが含まれる LCS モデルを開発した．意思決定モデルには社会目標と企業の個

別目標の達成状況が考慮された意思決定ルールが含まれ，設定された意思決定ルール

にそって相互作用に関連するパラメータ値の修正がシミュレーション期間で繰り返

し行われる．  

提案モデルの有効性を示すため，電気自動車を中心とした CoLSys に適用し，2050

年の CO2排出量ゼロという社会目標を設定したシミュレーションを実施した．その結

果，個別目標のみを考慮したシナリオと比較してガソリン自動車から電気自動車への

移行がより早くより大規模に発生し，2050 年時点で約 20％の CO2 排出量削減が確認

され，社会目標を考慮した意思決定が LCS 中に行われたことを確認した．また，利益

推移のシミュレーション結果についても考察し，需要代替による利益の減少を確認し

た．その結果から，意思決定モデルは，CoLSys 全体の CO2 排出量と個々のライフサ

イクルシステムの経済的利益を，相互作用の強さを調整しながらバランスさせている

ことを確認し，想定した Collaborative SoS における企業の振る舞いをモデル化できて

いることを確認した．  

今後の課題としては，相互作用の種類を増やすこと，より複雑な指標間のトレード

オフを考慮できる意思決定モデルの開発，マテリアルフロー以外の相互作用への適用，

などが挙げられる． 
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第5章 自動車の電動化と製品共有に向けた戦略的マネジメントのための

モデル化とシミュレーション
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5.1. 緒言 

本章では第 3 章で提案した自動車の電動化と製品共有を考慮した LCS モデルと第

4 章で提案した社会目標を考慮した戦略的マネジメントを反映した LCS モデルを併

用して自動車の電動化と製品共有に向けた戦略的マネジメントをモデル化する．ケー

ススタディとして，軽電気自動車（S-EV），軽ガソリン自動車（S-GV），普通車サイズ

の電気自動車（M-EV）とガソリン自動車（M-GV），家庭用蓄電池（HB），充電スタン

ド（BCS），太陽光発電システム（PV）の 7 製品からなる結合型ライフサイクルシス

テムズを対象とし，また S-EV，M-EV，M-GV の三車種はカーシェアリングサービス

に用いられるとした． 

5.2. シミュレーション手順 

Fig. 5-1 に提案するシミュレーション手順を示す．これは第 3 章と第 4 章で示した

LCS 手順を組み合わせたものである．それぞれのステップについて述べる． 

 

Step.1 システムバウンダリの設定 

最初のステップとして，評価するシステムの範囲を決定していく．これは対象

とする結合型ライフサイクルシステムズの範囲を決定することと同じである．ま

ず，評価の中心とする製品を選択する（1-1）．本手法およびシミュレーションツー

ルは製造企業の意思決定者および技術者が用いることを想定しており，ここでは

主に自社製品が選択されることになる．続いて，選択された自社製品に関連する

異種製品が選択される（1-2）．ここでは文献[1]が提案している結合型ライフサイ

クルシステムズにおける相互作用の一覧を参考にしながら製品の選択が行われ

る．そして選択された各製品のビジネスモデルが選択される（1-3）．ここで主に，

その製品が従来の売り切り型でビジネスを展開するのか，それともシェアリング

サービスを含めた製品ライフサイクルシステムに組み込まれるのかが検討され

る． 

 

Step.2 製品モデルの構築 

既存の LCS 手法と同様に，Step.1 にて選択された製品の構成部品やそれらの

寿命，構成材料などの製品由来データを収集し，製品モデルを構築していく． 

 

Step.3 プロセスモデルの構築 

製品モデル構築の後，プロセスモデルの構築を行う．まず，各製品ライフサイ

クルプロセスモデルが構築される（3-1）．ここで，Step.1 にて検討されたビジネ

スモデルが参照されることになる．具体的には，売り切り型と製品サービスシス 
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Fig. 5-1 Flowchart to life cycle simulation including proposed models 
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テム型が同時に展開されることを想定するとした場合，異なる使用プロセスが製

品ライフサイクルプロセスモデルに組み込まれることになる．各製品の製品ライ

フサイクルプロセスモデルを構築後，製品ライフサイクルプロセス間を接続する

相互作用をモデル化する（3-2）．このステップにより，結合型ライフサイクルシ

ステムズのモデルが構築されることになる．そして，異種製品間で展開される

シェアリングサービスを扱うために，二段階分配メカニズムが構築される（3-3）． 

 

Step.4 意思決定モデルの構築 

第 4 章で述べたように，意思決定モデルは結合型ライフサイクルシステムズに

おける相互作用発生制御に関係する．本手法では環境，社会，経済が織りなすネ

スト構造という概念に従って，社会全体の環境性と個別企業の経済性のバランス

を考慮して相互作用の発生を意思決定するという意思決定ルールが適用された

モデルを構築する．まず，各製品ライフサイクルの社会目標と個別目標が設定さ

れる（4-1）．ここで基本的に，社会目標では CO2排出量などの環境性指標，個別

目標では企業利益など経済性指標が設定される．これら目標を設定した後，

Compromised programming 法が適用された意思決定ルールを設定する（4-2）．そ

して Compromised programming 法にて設定する必要がある，各目標の重要度が設

定される（4-3）． 

 

Step.5 シミュレーションの実行 

 シミュレーション条件を設定し，シミュレーションを実行する．  

  

また提案した二つの手法を計算機上に実装した．システムの構成は Fig. 5-2 に示す

通りである．本研究で追加したシステムについては赤線で示している．各システムに

ついて説明する． 

 

 Database editor 

 LCS 実施に向けた基本データを作成するシステム．Product DB では製品の部品

構成やその階層関係が格納され，Process DB では製造データや製品の使用状況な

ど対象となる各ライフサイクルプロセスのデータが格納される．LCA DB には，

電力や材料，工程ごとの環境負荷原単位データなどが格納される． 

 

 Two-stage allocated mechanism editor 

分析者が対象とする製品やサービスの情報やそれぞれがマテリアルフローに

与える影響に関するデータを編集するシステム．それらは Two-stage allocated 

mechanism DB に格納され，Process DB への渡されることで製品とサービスの同 
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時普及時の生産台数への影響を矛盾なく反映させることが可能になる． 

 

 LCS model editor 

 Product DB，Process DB，LCA DB にて格納されているデータを用いて単一製品

または製品群の LCS モデルを構築するシステム． 

 

 Decision-making model editor 

 対象とする各製品ライフサイクルシステムの意思決定を記述するためのシス 

テムであり，意思決定モデルを LCS に導入するために追加した．意思決定の対象

となる相互作用，相互作用に関連するパラメータ，その値の変動割合，意思決定

間隔が記述され，Decision-making model DB に格納される．この DB はシミュレー

ションの間，LCS model DB との相互参照が行われる． 

 

 

Fig. 5-2 System configuration 
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 SoS model editor, LCS4SoS Model manager 

 個別 LCS モデルを相互作用の設定を通して接続するシステム．SoS model editor

で入力された情報は LCS4SoS Model manager 上に反映され，LCS モデル間の相互

作用と CoLSys の境界が可視化される．また，Decision-making model DB のデータ

が渡されることで，意思決定に基づく相互作用の動的な変化を考慮可能としてい

る． 

 

 Simulation engine 

構築した LCS モデルを対象として LCS を実行するシステム． 

5.3. ケーススタディ 

 二つの提案モデルを基に構築した，自動車の電動化と製品共有に向けた戦略的マネ

ジメントモデルの妥当性を検証するために，ケーススタディを実施する．本ケースス

タディでは，軽電気自動車を製造する企業の意思決定者が本提案手法を用いることを

想定する．現在，世界中の各自動車メーカからコンパクトカーサイズやより大型の電

気自動車が発表されている．日本でも同様の傾向があるが，それに加えて軽自動車の

電動化も進められている．本研究では軽自動車サイズの電動車両を S-EV と呼ぶ．S-

EV は日産リーフ等の電気自動車と比較して搭載している電池容量は小さく，環境性

や購入費用等の消費者の経済性の面で優位性がある．一方で，依然として電気自動車

を所有することはハードルが高く，シェアリングサービスを通した利用も想定される．

特に，今後主要な消費者となる 1990 年代中盤から 2010 年代序盤に生まれた「Z 世代」

の人々はシェアリングエコノミーへの抵抗が少なく，その傾向は今後の世代でも続い

ていくと予想される[2]．また SEV は，車載電池が異種製品にグローバルリユースさ

れる可能性があり，そしてその際にはコンパクトカーサイズの電気自動車と競合する

可能性がある．これら要素から，SEV の意思決定者はシェアリングサービス普及の影

響と他会社の電気自動車のマテリアルフローに関する意思決定の影響を評価するこ

とが重要だと考えられる． 

以下，提案した検証手順に基づいてケーススタディを実行する． 

 

Step.1 システムバウンダリの設定 

前述したように，本ケーススタディでは S-EV を対象製品として選択する（1-

1）．続いて，S-EV と相互作用を発生させ，結合型ライフサイクルシステムズを形

成しうる製品を選択していく（1-2）．本ケーススタディでは，S-GV，M-EV，M-

GV，HB，BCS，PV を選択した．現在普及している S-GV は今後，S-EV にその

需要は代替されると考えられる．M-EV と S-EV との間では車載 LIB のリユース

が発生すると考えられ，HB や BCS に対しては車載 LIB のグローバルリユースを
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競合していくと考えられる．そのため，M-GV から M-EV への移行速度は S-EV

にとって重要である．また，M-EV および S-EV と HB との間では副機能による

需要代替が発生する可能性があり，HB の需要変化は PV の普及に影響を及ぼす． 

結合型ライフサイクルシステムズに含まれる製品を選択した後，各製品のビジ

ネスモデルを選択する（1-3）．本ケーススタディでは，S-EV，M-EV，M-GV の 4

製品については，個人所有とカーシェアリングサービスの 2 種類の使用形態が普

及すると想定し，HB と PV については売り切り型の個人所有，そして BCS はガ

ソリンスタンドのような形式で共有されるものと設定した．カーシェアリング

サービスは日本のタイムズカーシェアのように決められた駐車場に自動車を返

却するステーション型のカーシェアリングを想定している． 

 

Step.2 製品モデルの構築 

システムバウンダリを設定した後，製品モデルの構築を行っていく．以下，対

象とする製品を説明する． 

 電気自動車（M-EV） 

本ケーススタディでは日産リーフ相当のコンパクトカーサイズの電気自

動車を対象とする．搭載している車載電池は 33.7kWh としている．M-EV は

車体，タイヤ，リチウムイオン電池（LIB），モータから構成されるとし，構

成材料は文献[3]に基づいている．電気自動車の平均寿命は 85,000km と仮定

し，85,000km を最頻値とする三角分布（0 ~ 200,000km）を設定した．この平

均寿命は日本の平均車両廃棄年数[4]と平均年間走行距離[5]から算出してい

る．また，LIB は残存容量が 70%に到達した時点で交換・廃棄されると仮定

し，平均寿命は 107,840km と設定している[6]．一方で，カーシェアリング

サービスで用いられる車両の場合，LIB の残存容量が 50%に到達した時点で

交換・廃棄されると仮定し，平均寿命は 177,400km と設定している．また，

製造にかかるコストや販売の際に得られる利益については文献[7]を基に計

算している．以下に示す M-GV，S-EV，S-GV についても同様である． 

 

 ガソリン自動車（M-GV） 

 本ケーススタディではコンパクトカーサイズのガソリン自動車を対象と

しており，1,300cc のエンジンが搭載している車両を想定する．また車両全

体の重量は約 1077kg である．M-GV は車体，タイヤ，エンジン，軽バッテ

リーから構成されるとし，材料構成は文献[3]に基づいている．M-GV の平均

寿命は M-EV のものと同様に計算され，85,000km と仮定している． 
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 軽電気自動車（S-EV） 

 本ケーススタディでは日産サクラ相当の軽サイズの電気自動車を対象と

する．搭載している車載電池は 20kWh としている．S-EV は車体，タイヤ，

LIB，モータから構成されるとし，各部品の材料構成は M-EV のものを基に

車両重量比や電池容量比で換算している[3]．S-EV の寿命は電気自動車と同

じと仮定し，LIB の寿命については電池容量で換算を行っている． 

 

 軽ガソリン自動車（S-GV） 

 本ケーススタディではホンダNBox相当の軽サイズの電気自動車を対象と

する．搭載しているエンジンの排気量は 700cc とし，車両全体の重量は 890kg

である．S-GV は車体，タイヤ，エンジン，軽バッテリーから構成されると

し，各部品の材料構成は M-GV の数値を，車両重量比を基に換算したもので

ある[3]．寿命は M-GV と同じと仮定している． 

 

 充電スタンド（BCS） 

 普通充電器で，充電の際の補助として 12kWh の LIB が併設されているも

のを想定する．充電器そのものの構成材料は文献[8]に基づき，併設している

LIB については M-EV のデータを電池容量で換算したものを使用している．

BCS の寿命は 6 年を最頻値とする三角分布と設定した [8]． 

 

 家庭用蓄電池（HB） 

 HB は 6kWh の LIB が搭載されているものを対象とし，LIB とインバータ

等のその他部品で構成される．LIB の構成材料は M-EV のデータを電池容量

で換算したものを使用し，その他部品の構成材料は文献[9]の数値を採用して

いる．HB の寿命は 10 年を最頻値とする三角分布と仮定した． 

 

 太陽光発電システム（PV） 

 本ケーススタディでは多結晶 Si 太陽電池モジュールと周辺機器で構成さ

れる住宅用の PV を対象とする．システム出力は 4kW のものを想定し，構成

材料は以下の通りである[10]．PV の寿命は使用年数によって設定され，20 

年を最頻値とする三角分布と設定した[10]． 

 

Step.3 プロセスモデルの構築 

 製品モデルの構築後，対象製品のライフサイクルプロセスモデルを構築する．

以下，各製品のライフサイクルプロセスモデルを説明する． 
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 M-EV と S-EV 

M-EV および S-EV のライフサイクルプロセスモデルを Fig. 5-3 に示す．

M-EV と S-EV は部品製造プロセス，組立プロセス，使用プロセス，回収プ

ロセス，修理プロセス，廃棄プロセスで構成される．本ケーススタディでは

構成部品を車体，モータ，LIB，タイヤの四つに分類し，車体にはモータ， 

LIB，タイヤ以外の部品が含まれるように各部品製造プロセスをモデル化し

た． 

部品製造プロセスで製造された部品は主に組立プロセスへと送られるが，

事故によって車体が破損した車両および LIB 交換が必要な車両向けの修理

部品が修理プロセスへと送られる． 

組立プロセスでは部品製造プロセスから送られてきた部品を組み立て，完

成品を製造する．製造した電気自動車は各使用プロセスへと送られる． 

使用プロセスでは月間走行距離など，シミュレーション時間あたりの製品

使用状況が記述され，それらを基に環境負荷が算出される．また，使用プロ

セスでは寿命判定および修理判定が行われる．寿命判定では車両そのものの

寿命が検討され，寿命を迎えた車両は回収プロセスへ送られる．一方で，修

 

Fig. 5-3 Life cycle process model of EV and SEV 
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理判定では車体と LIB の部品の寿命を基に判定が行われ，修理が必要と判定

された車両は修理プロセスへと送られる．本ケーススタディでは個人所有と

カーシェアリングの 2 種類の使用形態を考慮するため，それぞれの使用プロ

セスを構築している．使用プロセス間では移動需要の代替が発生しており，

移動需要の移り変わりを基に各使用プロセスで使用される車両数が決定さ

れる．また，個人利用車の LIB は残存容量が 70%に到達した際に交換が必要

と仮定し，カーシェアリング車の LIB は残存容量が 50%に到達した際に交

換が行われると仮定した． 

修理プロセスでは各使用プロセスにて車体修理もしくは LIB 交換が必要

と判定された車両が送られてくる．修理が済んだ車両は再び元の使用プロセ

スへと戻される． 

回収プロセスでは寿命を迎えた車両が使用プロセスから送られ，車両の分

解が行われる．このとき，個人利用車の LIB についてはシェアリング車両へ

のリユースが検討される.リユースが行われなかった個人利用車の LIB およ

びシェアリング車両の LIB は後述する異種製品へのグローバルリユースが

行われるか，廃棄プロセスへと送られることになる． 

廃棄プロセスでは送られてきた電気自動車や修理時に交換された車体や

LIB のリサイクル処理が行われ，リサイクルされない材料については埋立処

理される．各部品のリサイクルされる材料やリサイクル率については文献[9, 

11]を参考にした． 

 

 M-GV と S-EV 

M-GV および S-GV のライフサイクルプロセスモデルを Fig. 5-4 に示す．

M-GV と S-GV は部品製造プロセス，組立プロセス，使用プロセス，修理プ

ロセス，廃棄プロセスで構成される．本ケーススタディでは構成部品を車体，

エンジン，軽バッテリー，タイヤの四つに分類し，車体にはモータ，LIB タ

イヤ以外の部品が含まれるように各部品製造プロセスをモデル化した．部品

製造プロセスで各部品が製造された後に組立プロセスへと送られる．組立プ

ロセスで製造された完成品は個人利用車，カーシェアリング車それぞれの使

用プロセスへと送られ，使用状況に応じた環境負荷計算，寿命判定，修理判

定が行われる．ここで，本ケーススタディではカーシェアリングサービスに

用いられるのは M-GV であり，S-GV は用いられないとする．前述の通り，

寿命設定などは M-EV や S-EV と同じである．修理プロセスでは車体の修理

が行われる．一方で，M-EV や S-EV とは異なり，新規製造製品への部品の

リユースは考慮されない．使用プロセスにて寿命判定が行われた車両は廃棄

プロセスへと送られ，リサイクルおよび埋立処理が行われる．各部品のリサ
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イクル率については文献[9]の数値を用いている． 

 

 

 BCS 

 BCS のライフサイクルプロセスモデルは Fig. 5-5 に示すように，製造プロ

セス，使用プロセス，廃棄プロセスで構成されている．LIB が構成部品とし

て含まれており，M-EV や S-EV からの使用済み LIB のグローバルリユース

が考慮できるようにモデル化がされている．また，充電スタンドの普及台数

 

Fig. 5-4 Life cycle process model of GV and SGV 

 

Fig. 5-5 Life cycle process model of BCS 
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は普及している M-EV と S-EV の合計台数を基に計算され，電気自動車 4 台

につき 1 基製造される[8]．廃棄プロセスでは部品ごとに分解された後にリサ

イクルを行い，リサイクルできなかった素材は埋め立て処理される．リサイ

クルされる素材のリサイクル率は電気自動車の LIB およびガソリン自動車

の車体の数値と同じものを使用している．使用済み部品のリユースは行われ 

ないとした． 

 

 HB 

 HB のライフサイクルプロセスモデルは Fig. 5-6 に示すように，製造プロ

セス，使用プロセス，廃棄プロセスで構成されている．BCS と同様，LIB が

構成部品として含まれており，M-EV や S-EV からの使用済み LIB のグロー

バルリユースが考慮できるようにモデル化がされている．廃棄プロセスでは

部品ごとに分解された後にリサイクルを行い，リサイクルできなかった素材

は埋め立て処理される．リサイクルされる素材のリサイクル率はガソリン自

動車と同じ数値を設定している．使用済み部品のリユースは行われない． 

 

 

Fig. 5-6 Life cycle process model of HB 

 

 PV 

 PV のライフサイクルプロセスモデルは Fig. 5-7 に示すように，製造プロセ

ス，使用プロセス，廃棄プロセスで構成されている．住宅用 PV の普及は火

力発電所等から供給される電力を代替すると考えられ，発生するはずだった

環境負荷を減らすことができると考えられる．そのため，使用プロセスでは

時間経過ごとに変化する発電ミックスを参照しながら，削減できる環境負荷

が計算されていく．廃棄プロセスでは他製品と同様にリサイクルが行われ，

リサイクルされない素材については埋立処理がなされる．使用済み部品のリ

ユースは行われない． 
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 上記に示した各製品のライフサイクルプロセスモデルを構築した後，ライフサイク

ルプロセス間で発生する相互作用を設定し，結合型ライフサイクルシステムズモデル

を構築する（3-2）．本ケーススタディでは Table. 5-1 に示す相互作用を設定し，Fig. 5-

8 に示す結合型ライフサイクルシステムズモデルを構築した． 

 

 相互作用が設定された後，二段階分配メカニズムを構築する．本ケーススタディで

はガソリン自動車と電気自動車，軽ガソリン自動車と電気自動車の間で発生する移動

需要の代替を対象として，使用形態間の移動需要および生産台数の分配が行われた後，

車種間の分配が行われる．二段階分配メカニズムについては第 3 章を参照していただ

きたい． 

  

Table. 5-1 Interactions of CoLSys 

 

Interaction name
Related 

products
Details

(Ⅰ-1) Demand substitution M-EV, M-GV
Demand substitution of travel demand between M-EV and M-

GV

(Ⅰ-2) Demand substitution S-EV, S-GV
Demand substitution of travel demand between S-EV and S-

GV

(Ⅱ-1)
Battery reuse from M-

EV to S-EV
M-EV, S-EV Reuse of used LIB of M-EV to S-EV

(Ⅱ-2)
Global reuse from M-EV 

to BCS
M-EV, BCS Global reuse of used LIB of M-EV to BCS

(Ⅱ-3)
Global reuse from M-EV 

to HB
M-EV, HB Global reuse of used LIB of M-EV to HB

(Ⅱ-4)
Global reuse from S-EV 

to BCS
S-EV, BCS Global reuse of used LIB of S-EV to BCS

(Ⅱ-5)
Global reuse from S-EV 

to HB
S-EV, HB Global reuse of used LIB of S-EV to HB

(Ⅲ-1) Demand increase
M-EV, S-EV, 

BCS

Increased demand for BCS due to the diffusion of M-EV and 

S-EV, vice versa

(Ⅲ-2) Demand increase HB, PV
Increased demand for PV due to the diffusion of HB, vice 

versa

(Ⅳ)
Demand substitution by 

sub-function

M-EV, S-EV, 

HB

Demand substitution of HB by converting M-EV and S-EV 

into household storage batteries
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Step.4 意思決定モデルの構築 

まず結合型ライフサイクルシステムズ全体の社会目標と対象製品を製造する

企業の個別目標をそれぞれ設定する（4-1）．本ケーススタディでは社会目標を

「2050 年に CO2排出量ゼロ」を設定し，各企業の個別目標を「年率 1%の企業利

益の増加」とした． 

設定した社会目標および個別企業目標を基に，意思決定モデルが構築される

（4-2）．意思決定モデルを構築する式は第 4 章にて示した式（4-4）から式（4-6）

と同じであり，各企業はネスト構造に基づく意思決定が行われるとした．以下，

各製品で設定される意思決定モデルの対象となるパラメータ，パラメータ値の変

更幅，式（4-4）における CO2 iと Profit iの算出方法を示す． 

 

 M-EV 

M-EV の意思決定モデルでは「リユース LIB 価格割合」と「供給リユース

LIB の下限量」の変更が検討される．これは文献[12]にて提案されたグロー

バルリユースが発生するための条件に含まれるパラメータである．リユース

LIB 価格割合は使用済み LIB をリユース先（グローバルリユースも含める）

にいくらで提供するのかを決定するパラメータである．意思決定者は使用済

み LIB の価格を引き下げることでより多くのリユース先を検討することが

可能になり，使用済み LIB のリユース量増大につながる．また，供給リユー

スの下限量は取引できる使用済み LIB のリユース可能量の最低値を意味し

ており，下限量を変動させることで取引先を幅広くすることが可能になる．

この意思決定は Table. 5-1 の（Ⅱ-1，2，3）の相互作用に影響を及ぼす． 

M-EV の場合，リユース LIB 価格割合を R𝑒𝑣，供給リユース LIB の下限量

を Vev，とおき，選択できる数値の範囲を R𝑒𝑣−𝑚𝑖𝑛 ≤ R𝑒𝑣 ≤ R𝑒𝑣−𝑚𝑎𝑥，V𝑒𝑣−𝑚𝑖𝑛 ≤V𝑒𝑣 

≤V𝑒𝑣−𝑚𝑎𝑥とおく．本ケーススタディでは R𝑒𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 3， R𝑒𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 20，V𝑒𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 

200，V𝑒𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 1000 と設定した．これら変数とリユース先が要求する価格と

リユース可能量が満たしている場合，リユースが成立することになる．また，

リユース時に発生するコスト（𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒）については新規製造された LIB の価

格の 1/5 かかると仮定した． CO2 evと Profit evは以下の計算式で表される． 

 

If （P𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣 / R𝑒𝑣 ≤ Cj && V𝑒𝑣 ≤ Vj ）（リユースが行われるとき）  

𝐶𝑂2 𝑒𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 − ∑(𝑛𝑗 ∗ 𝐶𝑂2 𝑗−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

𝑖

 （5-1） 
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𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑖 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠

+ ∑(𝑛𝑗 ∗ (
𝑃𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣
𝑅𝑒𝑣

− 𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒))

𝑖

                     

+ (𝑛𝑒𝑣 − 𝑛𝑗) ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒 

（5-2） 

else （リユースが行われない場合）  

𝐶𝑂2 𝑒𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 （5-3） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑖 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠 + 𝑛𝑒𝑣 ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒 （5-4） 

where 

𝑗: Reuse destination product 

𝑛𝑗: Number of reused LIBs to product j 

𝑛𝑒𝑣: Number of reusable LIBs of EV 

𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠: CO2 emissions of CoLSys 

𝐶𝑂2 𝑗−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions intensity of LIB production for product j 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑒𝑣−𝑠𝑎𝑙𝑒𝑠

: Profit of EV sales 

𝑃𝑙𝑖𝑏−𝑒𝑣: Price per LIB of EV 

𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒: Reuse cost per LIB 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑟𝑒𝑐𝑦𝑐𝑙𝑒

: Recycle profit per LIB  

 

 S-EV 

S-EV の意思決定モデルは M-EV のものと同じとし，式（5-1）から式（5-

4）が意思決定モデル内で定式化されている．この意思決定は Table. 5-1 の

（Ⅱ-4，5）の相互作用に影響を及ぼす．S-EV を対象とする場合，リユース

LIB 価格割合を Rsev，供給リユース LIB の下限量を Vsev とし，Rse𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 3， 

Rse𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 20，Vse𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 30，Vse𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 300 と設定して上記の式に適用される．

また，リユース時に発生するコスト（𝐶𝑟𝑒𝑢𝑠𝑒）については電気自動車と同様，

新規製造された LIB の価格の 1/5 がかかると仮定した． 

 

 M-GV 

 M-GV の意思決定モデルでは「M-GV の減少割合」の変更が検討される．

M-GV の意思決定者は M-GV の販売割合を低下させる選択を行うことで，利

益は減少するが，M-EV の普及が促進されることで CO2排出量の削減につな

げることができる．この意思決定は Table. 5-1 の（Ⅰ-1）の相互作用に影響を

及ぼす．M-GV の減少割合を Rg𝑣とおき，選択できる数値の範囲を Rg𝑣−𝑚𝑖𝑛 ≤ 

Rg𝑣 ≤ Rg𝑣−𝑚𝑎𝑥と設定した．本ケーススタディでは Rg𝑣−𝑚𝑖𝑛 = 0，Rg𝑣−𝑚𝑎𝑥 = 0.3 と

した．M-GV における意思決定に伴う CO2 gv-i と Profit gv-i は以下の計算式で

表される． 
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𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 = 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (1 − 𝑅𝑔𝑣)  （5-5） 

𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒 = 𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 − 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 _𝑝𝑟𝑒 ∗ 𝑅𝑔𝑣 （5-6） 

𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 = 𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 + 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ 𝑅𝑔𝑣 （5-7） 

𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒 = 𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 + 𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 _𝑝𝑟𝑒 ∗ 𝑅𝑔𝑣 （5-8） 

𝐶𝑂2 𝑔𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + (𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 ∗ 𝐶𝑂2 𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

+ (𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒 ∗ 𝐶𝑂2 𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒) + (𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 ∗ 𝐶𝑂2 𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛)

+ (𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒 ∗ 𝐶𝑂2 𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒) 

（5-9） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑔𝑣−𝑖 = 𝑉𝑔𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣 （5-10） 

where 

𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of GV 

𝑉𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: Production volume of GV after decision-making 

𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 : Predicted number of using GV 

𝑁𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒: Number of using GV after decision-making 

𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of EV 

𝑉𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: Production volume of EV after decision-making 

𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒_𝑝𝑟𝑒 : Predicted number of using EV 

𝑁𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒: Number of using EV after decision-making 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions per GV production 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣_𝑢𝑠𝑒: CO2 emissions per GV usage 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑒𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions per EV production 

𝐶𝑂2 𝑒𝑣_𝑢𝑠𝑒: CO2 emissions per EV usage 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡
𝑝𝑒𝑟𝑔𝑣

: Selling profit of GV per unit 

 

 S-GV 

 S-GV の意思決定モデルは M-GV のものと同じとし，式（5-5）から式（5-

10）が意思決定モデル内で定式化されている．また，パラメータ値の変更幅

も M-GV のものと同じに設定した．この意思決定は Table. 5-1 の（Ⅰ-2）の

相互作用に影響を及ぼす． 

 

 BCS 

 BCS の意思決定モデルでは「BCS 数増加割合」の変動を検討する．ここで，

BCS 数増加割合とは，見込まれる要求 BCS 数に対しての増産比を表す．BCS

の増産は BCS の利益を増加させつつ，M-EV や S-EV の普及を促進させて

CO2排出量を減少させる選択である．本ケーススタディでは増産分の BCS の

販売価格を 0 として計算し，製造費の増加が BCS の利益を低下させるもの

として設定した．この意思決定は Table. 5-1 の（Ⅲ-1）の相互作用に影響を及
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ぼす．BCS 数増加割合をとおき Rbcs，選択できる数値の範囲を Rbcs_min ≤ Rbcs 

≤ Rbcs−𝑚𝑎𝑥と設定した．本ケーススタディでは，Rbcs_min = 1，Rbcs_𝑚𝑎𝑥 = 1.1と

設定した．BCS における意思決定で用いられる CO2 bcs_i と Profit bcs_i は以下

の計算式で表される． 

 

𝐶𝑂2 𝑏𝑐𝑠−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + 𝑉𝑏𝑐𝑠_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑅𝑏𝑐𝑠 − 1)

∗ {𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠 −𝑅𝑎𝑡𝑒𝑏𝑐𝑠 ∗ (𝐿𝐶𝐴𝑔𝑣 − 𝐿𝐶𝐴𝑒𝑣)} 
（5-11） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑏𝑐𝑠−𝑖 = 𝑉𝑔𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑃𝑏𝑐𝑠_𝑠𝑎𝑙𝑒 −𝑅𝑏𝑐𝑠 ∗ 𝐶𝑏𝑐𝑠) （5-12） 

where 

𝑉𝑏𝑐𝑠_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of BCS 

𝐶𝑂2 𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠: CO2 emissions per BCS production 

𝑅𝑎𝑡𝑒𝑏𝑐𝑠: Number of required BCS per EV 

𝐿𝐶𝐴𝑔𝑣，𝐿𝐶𝐴𝑒𝑣: LCA value of vehicle types 

𝑃𝑏𝑐𝑠_𝑠𝑎𝑙𝑒: Selling price per BCS 

𝐶𝑏𝑐𝑠: Production cost per BCS 

 

 HB 

 HB の意思決定モデルでは「電気自動車による代替率」の変動が検討され

る．これは M-EV および S-EV が蓄電池化されることで HB の需要が代替さ

れる割合を表す．代替率を上げることで，HB の販売で得られる利益は減少

するが，CO2 排出量の減少につながる．HB の見込み製造台数に掛けること

で意思決定後の製造台数が算出される．この意思決定は Table. 5-1 の（Ⅳ）

の相互作用に影響を及ぼす．電気自動車による代替率を Rhbとおき，選択で

きる数値の範囲を Rhb_min ≤ Rhb ≤ Rhb−𝑚𝑎𝑥と設定した．本ケーススタディでは，

Rhb_min = 0，Rhb_𝑚𝑎𝑥 = 0.1 と設定した．HB における意思決定で用いられる

CO2 hb_iと Profit hb_iは以下の計算式で表される． 

 

𝐶𝑂2 ℎ𝑏−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + 𝑉ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (1 − 𝑅ℎ𝑏) ∗ 𝐶𝑂2 ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 （5-13） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑏𝑐𝑠−𝑖 = 𝑉𝑔𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (1 − 𝑅ℎ𝑏) ∗ 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠 （5-14） 

where 

𝑉ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of HB 

𝐶𝑂2 ℎ𝑏_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛: CO2 emissions per HB production 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡 𝑝𝑒𝑟𝑏𝑐𝑠: Selling profit per HB 

 

 PV 

PV の意思決定モデルでは「PV 増産割合」の変動が検討される．これは，
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BCS と同様に，見込まれる PV 製造数に対しての増産割合を表す．PV の増

産はその利益を増加させつつ，家庭で使用される電力をグリーン化させるこ

とで CO2排出量を削減させる．本ケーススタディでは増産分の PV の販売価

格を 0 として計算し，製造費の増加が BCS の利益を低下させるものとして

設定した．この意思決定は Table. 5-1 の（Ⅲ-2）の相互作用に影響を及ぼす． 

 PVの増産割合をRpvとおき，選択できる数値の範囲をRpv_min ≤ Rpv ≤ Rpv−𝑚𝑎𝑥

とする．本ケーススタディでは，Rpv_min = 1，Rpv_𝑚𝑎𝑥 = 1.1と設定した．PV

における意思決定で用いられる CO2 pv_iと Profit pv_iは以下の計算式で表され

る． 

 

𝐶𝑂2 𝑝𝑣−𝑖 = 𝐶𝑂2 𝐶𝑜𝐿𝑆𝑦𝑠 + 𝑉𝑝𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑅𝑝𝑣 − 1) ∗ 𝐿𝐶𝐴 𝑝𝑣 （5-15） 

𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡𝑝𝑣−𝑖 = 𝑉𝑝𝑣−𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒 ∗ (𝑃ℎ𝑏 −𝑅ℎ𝑏 ∗ 𝐶ℎ𝑏 ) （5-16） 

where 

𝑉𝑝𝑣_𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛_𝑝𝑟𝑒: Predicted production volume of PV 

𝐿𝐶𝐴𝑝𝑣: LCA value of PV  

𝑃 𝑝𝑣_𝑠𝑎𝑙𝑒: Selling profit per PV 

𝐶𝑝𝑣: Production cost per PV 

 

 以上のように各対象製品の意思決定モデルを構築した後，各目標の重要度（ICoLSys，

ISys）を設定していく（4-3）．本ケーススタディでは各製品の意思決定者は基本的に経

済性と環境性の重要度を等しく考えていると仮定し，ICoLSys : ISys = 1:1 と設定する．後

述するが，この重要度についてはシミュレーションシナリオの要素として扱われる． 

 

Step.5 シミュレーション実行 

 評価条件 

 対象地域として，人口 370,000 人の日本の都市を想定し，2021 年から 2050

年までの 30 年間をシミュレーション期間とする．シミュレーション期間を

通して自動車および軽自動車が賄う移動需要は一定であるとし，カーシェア

リングサービスが普及しない場合は使用される自動車の総台数は一定とな

る．ここでシミュレーション初期状態の M-GV と M-EV の保有台数は文献

[4]を基に設定した．また，シミュレーション初期状態では S-EV は普及して

おらず，全て S-GV よって移動需要が賄われていると仮定した．S-GV の保 
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有台数は文献[4][13]を参考にした． 

また，M-GV と M-EV の新車販売割合推移は Fig. 5-9 に示すように設定し

た[14]．S-GV と S-EV の新車販売割合推移は Fig. 5-10 に示すように設定し

た． 

 

Fig. 5-9 Ratio of new vehicle sales by vehicle types （EV and GV） 

 

 

Fig. 5-10 Ratio of new vehicle sales by vehicle types （SEV and SGV） 
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 自動車の各使用形態に関連するパラメータ値を述べる．個人利用時の平均

乗車人数は国土交通省開示の車種別平均輸送人数の数値である 1.3 人に設定

し，カーシェアリング時の平均乗車人数を個人利用時と同じ数値だと仮定し

た．個人所有車の平均年間走行距離を 6,500km とする[5]．カーシェアリング

車が代替する個人所有車を 5 台と仮定する．この設定により，カーシェア

リング車は年間最大 32,500km を走行することになり，これ以上の走行距離

が発生した場合は，カーシェアリング車の総台数を増加させ，1 台あたりの

負担を軽減させる．このとき，カーシェアリング車の台数は駐車場ごとに増

加していくと考えられ，追加生産される台数は 5 台ずつ生産されると仮定す

る． 

 本ケーススタディでは電気自動車および軽電気自動車の使用段階におけ

る CO2排出量原単位は社会全体の発電ミックスに依存し，時間経過と共に変

化するものとしている．発電ミックスの変化は文献[15]を基に構築し，各発

電方式の発電時 CO2排出量原単位は文献[16]を，TMR 原単位は文献[17]を用

いている．Fig. 5-11 に発電ミックスの推移を示す． 

 充電スタンドは前述した通り，電気自動車および軽電気自動車の普及状況

に影響を受ける．本ケーススタディでは，電気自動車・軽電気自動車 4 台に

つき，1 台の充電スタンドが配備されているのを想定する[8]．家庭用蓄電池

および太陽光発電システムの普及については文献[18]の普及予測を用いてい

 

Fig. 5-11 Trends of electricity generation mix [15] 
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る． 

 各製品ライフサイクルの意思決定モデルでは 6か月に 1度の頻度で意思決

定が行われ，関連するパラメータ値の修正が行われるとする． 

 

 評価シナリオ 

 評価シナリオをカーシェアリングサービスの普及，社会目標と個別目標の

バランス，企業の意思決定基準の 3 項目を基に，Table. 5-2 に示すように設

定した．企業の意思決定基準については S-EV と需要代替や使用済み LIB の

グローバルリユースで接続されている M-EV と S-GV の意思決定基準を変更

している（S5,6）．本章では CoLSys 全体の CO2 排出量，S-EV の利益推移，

使用済み LIB のグローバルリユース状況を各シナリオの出力とし，シナリオ

ごとに比較することで，シェアリングサービスと電動化に向けた社会目標を

考慮した戦略的マネジメントがマテリアルフローに与える影響を示す．また，

個別目標および社会目標の重要度が異なるシナリオを含めることで，多様な

プレイヤーが存在する超システム環境を対象とした評価が可能であること

を示す． 
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 シミュレーション結果 

  まず，S1 と S2 の月毎の製品生産量を Fig. 5-12 に示す．S1 は BAU シナリオ

であり，予め与えられた製品普及のシナリオに沿って製品生産量が算出された結

果が算出された一方で，製品普及量について戦略的マネジメントが行われた S2

では S1 と比較して，M-EV および S-EV の普及が早まり，自動車車両の電動化が

加速したことが確認できる．一方で，BCS の製品生産量は減少しており，これは

シェアリングサービス普及によって M-EV および S-EV の普及総台数が S1 と比

較して減少したためである．Fig. 5-13 に S1 と S2 での自動車普及量の推移を示す

が，S1では全体の自動車普及量は変化せずその内訳が変化しているのに対して，

S2 では全体の自動車普及量が変化しつつ，またその内訳の変化量も S1 と比較し

て大きいことが確認できる．これら製品生産量と自動車普及量の変化から，本

ケーススタディでは戦略的マネジメントおよび自動車シェアリング普及両方の

製品生産量への影響を考慮した LCS モデルが構築できたといえる． 

 

Fig. 5-12 Monthly production volume in S1 and S2 

 

続いて，S1 から S4 における CoLSys 全体の CO2排出量推移を Fig. 5-14 に

示す．Fig. 5-12 に示すように，シェアリングサービスが普及している S2 シ

ナリオは S3 シナリオと比較してより多くの CO2排出量を削減していること
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シェアリングサービス普及の CO2 排出量削減効果を上回っていることを示

しており，これは第 3 章および第 4 章で示されたシミュレーション結果と比

 

Fig. 5-13 Amount of product 

 

Fig. 5-14 Monthly CO2 emissions 
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較しても妥当だと考えられる．意思決定基準に社会目標のみ考慮される S4

は S2 と比較してより多くの CO2排出量が削減できており，これも第 3 章で

示したシミュレーション結果に沿うものである． 

 S1,2,5,6 における軽電気自動車の利益推移を Fig. 5-15 に示す．Fig. 5-15 に

示すように，2050 年に至るまで S6 の利益が S2 および S5 と比較して小さく

なっている．S5 では電気自動車が個別目標のみ考慮して意思決定を行い，S6

では軽ガソリン自動車が個別目標のみ考慮して意思決定を行うシナリオで

ある．このシミュレーション結果は，軽電気自動車は軽ガソリン自動車の意 

思決定の影響を大きく受けることを示しており，軽電気自動車の意思決定者

は軽ガソリン自動車今後の動向を注視する必要があることを示している． 

 Fig. 5-16 から Fig. 5-21 にかけて各シナリオの使用済み LIB のグローバル 

リユース状況を示す．Fig. 5-16 と Fig. 5-18 で示すように，シェアリングサー 

ビスが普及せず企業意思決定が個別目標のみを考慮される S1 ではグローバ

ルリユースが発生するのが遅い一方で，企業意思決定に社会目標が含まれる

S3 ではより早く，そしてより多様なグローバルリユースが発生しているこ 

とが確認できる．これは社会全体の環境負荷を下げるための相互作用をより

早く発生させるように各企業が相互作用に関連するパラメータ値を自動的

 

Fig. 5-15 Monthly profit of S-EV 
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に変更したためであり，意思決定基準に社会目標を含めた効果である．Fig. 

5-17 に示す S2 の結果では，S3 と比較してグローバルリユース量が小さいこ

とが確認できる．これは本ケーススタディではシェアリングサービスに個人

利用車の使用済み LIB が用いられることが想定されており，その結果として

シェアリングサービスが普及する S2 では異種製品群への供給量が小さく

なっていることが原因である．また，シェアリングサービスは道路上で必要

となる自動車台数を減少させることもリユース供給量の減少につながる．同

様の現象が S4 にて発生しているが，より多くの軽電気自動車発の使用済み

LIB がグローバルリユースされていることが確認できる（Fig. 5-19）．S5 と

S6 は Fig. 5-20 と Fig. 5-21 に示すように，全体のグローバルリユース量が減

少するが，特に軽ガソリン自動車が個別目標のみで意思決定される S6 の減

少幅は大きい．これは軽ガソリン自動車から軽電気自動車への移行が他シナ

リオと比較して遅れ，軽電気自動車向けのグローバルリユースが発生しなく

なるためであり，使用済み LIB の供給側の状況だけでなく，使用済み LIB が

供給される側の状況に応じて相互作用の発生が制御されていることを示し

ている．これらシミュレーション結果は周囲の状況および社会目標を参照し

ながら自社の意思決定を行う Collaborative SoS の特徴を反映できていること

を示しており，また様々な方針を持つプレイヤーが混在する超システム環境

をモデル化できていることを示していると考えられる． 

 

 

Fig. 5-16 Amount of monthly reused battery in S1 
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Fig. 5-17 Amount of monthly reused battery in S2 

 

 

Fig. 5-18 Amount of monthly reused battery in S3 
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Fig. 5-19 Amount of monthly reused battery in S4 

 

 

Fig. 5-20 Amount of monthly reused battery in S5 
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Fig. 5-21 Amount of monthly reused battery in S6 
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Fig. 5-22 Amount of accumulative reused battery 
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うに，他のシナリオと比較して使用済み LIB がより残存量が大きい状態でグローバル

リユース経路に送られるためである．最もグローバルリユースが発生しないのは S1

であるが，S6 も他シナリオと比較して十分小さいことが確認できる．S6 では S-EV の

普及が遅れることで M-EV 発の使用済み LIB のグローバルリユースが発生しなくな

り，最終的に全体のリユース量が少なくなった． 

Fig. 5-23 に累積リユース量の増加状況を時系列で表したものを示す．ここで，最も

早くグローバルリユースが発生したのは S4 であり，Fig. 5-19 に示すように S-EV から

BCS へのグローバルリユースが発生している．しかし，2045 年付近にて S3 に累積リ

ユース量が追い抜かれている．S3 は S2 と同じように累積リユース量を増加させてい

たが，2040 年付近で増加が加速している．Fig. 5-17 と Fig. 5-18 を比較してみると，S3

では 2040 年以降の BCS へのグローバルリユース量が大きいことが確認できる．これ

は BCS の普及状況は M-EV と S-EV の普及台数に応じて変化し，S3 は他シナリオと

比較して最も M-EV と S-EV が普及するシナリオであるため，BCS へのリユース量が

増加したと考えられる．一方で，Fig. 5-14 に示すように，CoLSys 全体の CO2 排出量

では S3 は S2,4 と比較して大きくなっている．これはグローバルリユースの効果より

も，製品普及量を減少させることが脱炭素化に向けては有効であることを示しており，

社会の脱炭素化に向けてシェアリングサービスのビジネスモデルとしての重要性を

示すものである． 

これらシミュレーション結果から，シェアリングサービスの普及は電気自動車の総

台数減少とそれに伴う異種製品の普及鈍化によって累積のリユース量を減少させ，社

 

Fig. 5-23 Trend of amount of accumulative reused battery 
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会目標を考慮した意思決定は社会目標達成の困難化に反応してリユースの発生時期

を早期化させていることを示している．これらのシミュレーション結果はシェアリン

グサービスと社会目標を考慮した戦略的マネジメントが結合型ライフサイクルシス

テムズのマテリアルフローへ与える効果をそれぞれ表現できており，統合されたモデ

ルは計算機上で適切に機能していることを示すものだと考えられる． 

それを踏まえて Fig. 5-24 に S1 から S4 の結合型ライフサイクル全体の月毎 TMR 推

移を示す．S1 ではシミュレーション期間にわたって TMR が増加している．その一方

で，社会目標を考慮した意思決定とシェアリングサービスが導入された S2 では 2030

年までは増加傾向が見られるものの，その後は緩やかに減少に転じ，2050 年時点では

S1 と比較して大きく TMR が削減されていることが確認できる．シェアリングサービ

スが普及しない S3 でも同様に TMR の増加傾向が見られた後に減少に転じているが，

その効果は限定的であり，シェアリングサービスによる製品普及量削減の効果が資源

消費量削減には重要であることを示している．S4 は企業の戦略的マネジメントにお

いて社会目標のみを考慮したシナリオであるが，S2 と比較して TMR は大きくなって

いる．これは本ケーススタディでは社会目標を「2050 年 CO2排出量ゼロ」と設定した

ためであり，CO2排出量削減における鍵である電気自動車の普及のトレードオフが生

じたと考えられる． 

 

Fig. 5-24 Monthly TMR of CoLSys 
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これらシミュレーション結果は電動化と自動車シェアリング普及は CO2 排出量と

TMR の削減に貢献するが，その削減効果をより大きなものにするには適切な戦略的

マネジメントを実施することが重要であることを示している．本研究の課題として，

自動車シェアリングの普及速度がシナリオで与えられ，戦略的マネジメントの対象に

含まれていない点が挙げられる．これは自動車シェアリングの普及は消費者の意識変

化によって引き起こされるものであり，自動車シェアリングの普及速度の変化をモデ 

ル化するには消費者と企業との間で発生する相互作用を考慮する必要があると考え

られるためである．LCS 上では消費者の挙動をモデル化することは困難であり，その

実現には異なるシミュレーションモデルとの連携が必要になるため，今後の課題であ

る．また，その際には売り切り型ビジネスからシェアリングビジネスへの移行状態に

おける企業の経済性を考慮できる経済モデルを構築する必要がある． 

5.5. 結言 

 本章では第 3 章で提案した電動化と製品共有が製品生産量に与える影響に着目し

た LCS モデルと第 4 章で提案した社会目標を考慮した戦略マネジメントを反映した

LCS モデルを併用して，自動車の電動化と製品共有に向けた戦略的マネジメントのた

めの LCS モデルを構築し，そのモデルの妥当性について検証を行った．意思決定モデ

ルおよび二段階分配メカニズムを含めた検証手順を示し，軽電気自動車を中心とした

結合型ライフサイクルシステムズを対象としたケーススタディを実施した．ケースス

タディを通して電動化と製品共有の両方の特徴を捉えたシミュレーションモデルを

構築できたことを示し，提案した二つの手法は計算機上で併用可能であることを示し

た．また，企業の個別目標をより重視するのか，それとも社会目標を重視するのか，

掲げる方針が異なるプレイヤーが混在するシナリオを設定してシミュレーションを

実施し，シェアリングサービスの普及は電気自動車の総台数減少とそれに伴う異種製

品の普及鈍化によって累積のリユース量を減少させ，社会目標を考慮した意思決定は

社会目標達成の困難化に反応して LIB のグローバルリユースの発生時期を早期化さ

せていることを示した．これら結果は本研究で提案したシミュレーションモデルを用

いることで超システムにおける多様なシナリオを評価できることを示しており，自動

車企業意思決定者にとって，自動車の方式転換と共有化に向けた戦略的マネジメント

におけるシナリオ分析を支援することに対して有効であることを示したといえる．
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第6章 考察
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6.1. 緒言 

 本章では第 3 章から第 5 章にかけて提案した LCS モデルの有効性と限界，そして

提案手法の適用可能性について考察する． 

6.2. 自動車の電動化と製品共有のモデル化の有効性 

本研究では自動車の電動化が考慮できる既存の LCS モデルをその使用形態間の需

要代替，つまりは個人所有からシェアリングへの移行が考慮できるようにモデル化を

行った．具体的にはまず，自動車シェアリングをモデル化するために，自動車シェア

リングの特徴を表している輸送能力モデルと走行距離モデルを LCS モデルに追加し

た．この輸送能力モデルと走行距離モデルは移動需要を起点にして構築されたモデル

であり，この移動需要を含めて LCS モデルを構築した点も本研究の新規性といえる．

この移動需要を含めて LCS モデルを構築した有効性として，今後の拡張性が挙げら

れる．移動需要を考慮することで，本研究で対象とした自動車の使用形態間の需要代

替だけでなく，公共交通機関などの他の交通手段からの移動需要の流入もしくは流出

を考慮した評価が可能になるため，より広範囲の交通システムを対象としたライフサ

イクル評価につながる，  

続いて，本提案モデルでは製品とシェアリングサービスの同時普及を LCS 上で取

り扱うために二段階分配メカニズムを導入した．これは製品普及およびサービス普及

が製品の生産台数に与える影響を二段階に分けてそれぞれ反映させる仕組みであり，

電動化シナリオと自動車シェアリング普及シナリオを設定することで電気自動車と

自動車シェアリングの同時普及を LCS 上で評価することが可能になる．ここで，製品

普及シナリオでは従来手法と同じく製品別の需要推移が設定され，サービス普及シナ

リオでは使用形態別の需要推移に加えて，各使用形態における製品の使用状況の設定

が含まれる．ここで，本研究で提案した二段階分配メカニズムでは対象とする製品お

よび使用形態の数については，基本的に制限は無いと考えられる．本手法で提案した

二段階分配メカニズムでは製品普及とサービス普及の影響はそれぞれ独立な状態で

扱われた後，生産台数に順番に反映される．そのため，取り扱う製品およびサービス

数が増加しても製品とサービスそれぞれでモデル化すべき要素が増加するのに留ま

り，二段階分配メカニズム全体の構造が変化することはない． 

6.3. 社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモデル化の有効性 

本研究で提案した社会目標を考慮した戦略的マネジメントを反映した LCS モデル

は従来 Virtual SoS としてモデル化されていた結合型ライフサイクルシステムズを

Collaborative SoS としてモデル化したものである．Collaborative SoS としてモデル化す

るために要素システムの管理および運用の独立性を陽にモデル化することに着目し，
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対象とする製品ライフサイクルシステムごとに意思決定モデルを新たに割り当てた．

各意思決定モデルでは社会目標の達成に向けて相互作用に関連するパラメータ値を

修正する意思決定ルールが設定され，本研究では，意思決定ルールとしてCompromised 

programming 法が適用される．これにより，企業ごとに社会目標と企業の個別目標を

すり合わせた意思決定をシミュレーションすることができ，管理および運用の独立性

を陽にモデル化している． 

このような意思決定モデルを含むように LCS4SoS を拡張することで，各企業が社

会目標への達成状況を把握し，他社の動向を伺いながら意思決定するという

Collaborative SoS の特徴を示す挙動を実現しており，そのシミュレーション結果は現

実世界におけるライフサイクルマネジメントの意思決定支援に有効だと考えられる．

特にそれぞれの意思決定モデルに適用される意思決定ルールは対象とする製品ごと

に設定可能であることは非常に重要であり，これによって，ある製品ライフサイクル

システムでは社会目標への達成を重視したパラメータ修正を行う一方で，別の製品ラ

イフサイクルシステムでは企業利益の確保を重視したパラメータ修正を行うなど，多

様な企業方針を持つ要素システムで形成される超システム環境をモデル化すること

ができ，超システムを対象とした様々なシナリオ評価を可能にしている． 

6.4. 提案モデルの限界と適用可能性 

6.2.節および 6.3.節にて本研究で提案したモデルの有効性を示してきたが，提案モ

デルの限界として以下の四つが挙げられる． 

 

 因果関係の認識による限界 

 本研究では自動車シェアリングを対象としたモデル化において，自動車シェア

リングが自動車生産量に与える影響に着目して構築した因果関係図を基に LCS

モデルを構築した．具体的には，自動車シェアリング車両の輸送能力が個人所有

車両よりも大きいことは人々の移動需要を賄うのに必要な車両数を減少させ，そ

の結果自動車生産量を変化させるというモデルを構築した．これら因果関係は先

行研究にて言及されている自動車シェアリングの特徴を基に構築したものであ

るが，それらの組み合わせは分析者によって異なると考えられる．このように，

分析者の認識によって異なる因果関係が想定される可能性があり，それが自動車

シェアリングモデルに影響することは提案モデルの限界である． 

 

 二段階分配という仮定による限界 

 本研究では電気自動車と自動車シェアリングが同時普及する際のそれぞれの

製品生産量への影響を LCS で考慮するために，各影響を段階的に製品生産量に

反映させる二段階分配メカニズムを構築した．このとき，本研究ではそれぞれの
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影響を独立にモデル化しているが，電気自動車普及と自動車シェアリング普及に

は相互発展性がある可能性がある[1]．つまり，シェアリングサービス普及は特定

製品の普及促進に作用するなどのように製品普及に影響を与え，その逆もあり得

ると考えられるが，その相互発展性を本研究で仮定した二段階分配では考慮でき

ない．この課題を解決するには，企業が提供する製品およびサービスの変化が国

や地域，そして消費者に与える影響を特定し，それらの振る舞いの更新を扱う必

要がある．しかし，これら一連の変化を LCS 上で完結して取り扱うのは不可能

であり，他のシミュレーションツールやモデルとの連携が必要である．その際に

は文献[2]にて提案されているハイブリッドシミュレーションアーキテクチャの

採用が有効だと考えられる[2]．ハイブリッドシミュレーションアーキテクチャで

は LCS モデルと時間分解能が異なる社会技術システムモデルと特定プロセスの

詳細モデルを組み合わせることで LCS の拡張が行われる．製品とサービスの相

互発展を対象とする際には，社会技術システムモデルでは国や地域の振る舞いを，

詳細プロセスモデルでは消費者意識の変化が記述され，LCS モデルと連携させる

ことで電気自動車と自動車シェアリングの相互発展を取り扱えると考えられる． 

 

 サービスの記述による限界 

 社会目標を考慮した戦略的マネジメントのモデル化における限界として，結合

型ライフサイクルシステムズにおける相互作用を対象とした戦略的マネジメン

トのみをモデル化していることが挙げられ，その他の LCS モデルのパラメータ

値の修正を意思決定モデルでは扱うことができない．また，戦略的マネジメント

の対象とする相互作用についても先行研究[2]にて提案されている相互作用に限

定されており，そこにはシェアリングを含むサービスに関連する相互作用は含ま

れていない．これは，LCS モデルはマテリアルフローに基づいてモデル化される

ためであり，サービスの記述による限界が存在し，本提案モデルでは自動車シェ

アリングを対象とした戦略的マネジメントは扱うことはできない． 

  

 意思決定モデルによる限界 

 提案した意思決定モデルでは意思決定ルールに用いられる社会目標と個別目

標として，それぞれ結合型ライフサイクルシステム全体の CO2排出量と企業の利

益を指標として設定した．しかし，今後は意思決定する際に考慮されるべき指標

が変更，または増加する可能性がある．その際に Compromised programming 法が

適用された意思決定モデルでは対応しきれない可能性がある．今後は考慮すべき

指標の増加の際にはどのようなアルゴリズムにすべきか，検討していく必要があ

る．Compromised programming 法をそのまま適用させる場合，少なくとも指標の

優先順位を計算式に明確に反映させることは重要だと考えられるが，検証が必要
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である． 

6.5. 提案モデルの活用場面について 

本研究の提案モデルは自動車企業の経営企画部などの企業の戦略策定や意思決定

に携わる部署の意思決定者に対して，超システム環境下におけるマネジメントを支援

することを目的として提案した．提案モデルの有効性として，超システムという複雑

な環境を対象としながらもシミュレーションによって脱炭素社会への貢献に向けて

シナリオ分析が実施できることが挙げられ，自動車企業の脱炭素社会に向けたより良

い意思決定を支援することに貢献する．一方で，提案した LCS モデルは従来の LCS

モデルと同様に，製造企業における生産部や開発部に所属する技術者が構築すること

が想定される．特に本研究は自動車産業を対象としているので，自動車産業に属する

企業の生産部や開発部で用いられることになる．これは LCS を実行するには，製品モ

デルを構築するための構成材料データや部品データが必要であり開発部は比較的入

手可能であること，部品製造や製品組立で発生する CO2排出量などのライフサイクル

プロセスに関連するデータが生産部は比較的入手可能であること，ある程度のプログ

ラミング技術が必要などの要因があるためである．また，提案モデルではビジネスモ

デルが売り切り型だけでなくシェアリングサービスも対象となるため，営業部やマー

ケティング部などのビジネスモデルを検討する部署にも関連する．  

このことから，本提案モデルは Fig. 6-1 に示すように，企業の戦略的マネジメント

を行う経営企画部の意思決定者，製品のビジネスモデルを検討するマーケター，そし

て生産部の技術者との連携を通じて活用されることが推奨される．提案モデルに基づ

く LCS は Fig. 6-2 に示すように定期的，もしくは事業計画および事業全体の戦略の更

新のたび実行され，対象期間まで繰り返されることになる．これら一連の連携と継続

的に LCS を実行することで，提案モデルは超システム環境におけるライフサイクル

マネジメントを戦略的に支援するのに活用できると考えられる． 

一方で，これら一連の連携を実現させ，継続的なライフサイクルマネジメントを実

現するためには多大な人的資源が必要になると考えられる．特に，意思決定支援をよ

り正確でより効果的なものにするには，現実世界の情報を逐次取り入れて継続的な

LCS モデルの更新を図ることが重要である．例えば，製品流通量や廃棄量等のシミュ

レーションの結果は現実世界でのデータと乖離していき，時間経過と共に信頼性は失

われていく．そのため，LCS モデルの更新は重要な工程であるが，どのプロセスのど

のパラメータを修正するべきかを探索することは非常に困難である．これまで LCS を

ライフサイクルマネジメントで有効活用するためのデータ同化型 LCS（DA-LCS）が

提案されている[3]．これは現場計測データを用いて LCS モデル内の定数や関数を自

動修正可能な LCS 手法であるが，既存研究では売り切り型ビジネスを想定したライ

フ 
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サイクルシステム単体を対象としており，今後の展望としてシェアリングサービスや

超システムモデルにも対応可能な DA-LCS 手法の開発が期待される．また，異なる部

署間の連携を高めるためには，シミュレーション結果の共有の際のコミュニケー

ションも重要である．例えば，シミュレーション結果が技術者のみにわかる形で共有

されても，他の部署ではどう扱っていいかわからず，結局その情報は用いられないこ

とになる．そのような課題に対して，シミュレーション結果を表示するダッシュボー

ドの有効性が指摘されている[4]．このことから部署間の円滑なコミュニケーションの

ためのダッシュボードを開発して企業内で共有することは，本提案モデルをより有効

なものにするという観点から検討すべきだと考えられる． 

6.6. 結言 

 本章では第 3章から第 5章にかけて提案したシミュレーションのモデルの有効性お

よびその限界を考察した．シミュレーションモデルの限界として，因果関係の認識に

よる限界，二段階分配という仮定による限界，サービスの記述による限界，意思決定

モデルによる限界の四つを挙げ，今後の研究課題を示した．また提案モデルの活用

シーンについても考察し，提案モデルがより有効に用いられるためには企業の戦略的 

 

Fig. 6-1 Overview of use situation of proposed LCS method 
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マネジメントを行う経営企画部の意思決定者，製品のビジネスモデルを検討するマー

ケター，そして生産部の技術者との連携を深める取り組みや継続的なシミュレー

ションモデルの更新の必要性を指摘した． 

 

 

 

 

 

Fig. 6-2 How to use the proposed method in life cycle management 
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第7章 結論
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7.1. 本研究の結論 

本研究の目的は自動車の電動化とシェアリング普及に向けた社会目標を考慮した

戦略的マネジメントのライフサイクルアプローチに基づいたモデル化であり，電動化

および個別企業目標を意識した超システムを対象とした既存 LCS モデルを自動車

シェアリングと脱炭素目標を意識した超システムの二方面に拡張した． 

まず，前者の電動化と自動車シェアリングを考慮したモデル化では，使用形態間で

は人々の移動需要の代替が行われていることに着目し，移動需要を起点として自動車

シェアリングの特徴である輸送能力モデルおよび走行距離モデルを構築することで

自動車シェアリングの普及が自動車の生産量に与える影響をシミュレーション可能

にした．また，電動化と自動車シェアリング普及の自動車生産量への影響を統合する

ことができる二段階分配メカニズムを LCS モデルに実装することで，電気自動車と

自動車シェアリングの同時普及の影響を LCS 上で評価可能とした． 

続いて脱炭素目標が共有された超システムにおける企業の戦略的マネジメントを

反映した LCS モデルとして，意思決定モデルが含まれる LCS モデルを開発した．意

思決定モデルには社会目標と企業の個別目標の達成状況が考慮された意思決定ルー

ルに沿って相互作用に関連するパラメータ値の修正が行われる．この意思決定モデル

の実装により，既存モデルではほとんど考慮されていなかった超システムの特徴であ

る管理および運用の独立性を陽にモデル化した． 

これらモデルを併用し，自動車の電動化と製品共有に向けた戦略的マネジメントの

ための LCS モデルを構築し，そのモデルの妥当性について検証を行った．ケーススタ

ディでは軽電気自動車，軽ガソリン自動車，電気自動車，ガソリン自動車，家庭用蓄

電池，充電スタンド，太陽光発電システムの 7 製品を対象とし，電気自動車，軽電気

自動車，ガソリン自動車を用いたカーシェアリングサービスが普及するとした．その

結果，シェアリングサービスの普及は電気自動車の総台数減少とそれに伴う異種製品

の普及鈍化によって累積のリユース量を減少させ，社会目標を考慮した戦略的マネジ

メントは社会目標達成の困難化に反応してリユースの発生時期を早期化させている

ことを示し，併用されたそれぞれのモデルは計算機上で適切に機能していることを示

した．これにより，自動車ライフサイクルに起因する CO2排出や資源消費を社会全体

で削減するための社会動向および技術動向が製品生産量に与える影響をモデル化し，

超システム環境における多様なシナリオを分析可能としたといえる．以上から，提案

したモデルが自動車企業意思決定者にとって，自動車の方式転換と共有化に向けた戦

略的マネジメントにおけるシナリオ分析を支援するのに有効であると考えられる． 
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7.2. 今後の展望 

 本研究では自動車業界が受けている社会動向と技術動向を考慮した戦略的マネジ

メントをライフサイクル思考に基づいてモデル化を行ったが，他業界でも個人所有か

ら製品共有への使用形態変化と社会目標を考慮した戦略的マネジメントへの変化は

発生していると考えられる．今後の展望として，本研究では自動車業界を対象として

提案した二段階分配メカニズムや社会目標を考慮した戦略的マネジメントのための

モデルが他業界でも適用できるかの検証を行い，またそのモデルを他業界用に改良し

ていくことで適用範囲を広げることが挙げられる．これにより，より大規模な産業シ

ステムを対象として，カーボンニュートラルに向けた各方策を包括的に評価可能とな

ると考えられる．またその過程で，カーボンニュートラルの達成に向けて切り離すこ

とができない製品の循環生産のモデルを充実させることで，カーボンニュートラルと

循環経済の同時達成を支援するライフサイクルモデルに発展することが期待される．
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付録 A シミュレーションモデルのパラメータリスト 

 各章で用いたシミュレーションモデルの主要な入力パラメータを示す．ここで，章

ごとで同じ製品でもパラメータ値が異なっているが，これはそれぞれの研究で参考に

していた資料が異なっているためである． 

 

 第 3 章 

Table. A-1 Raw material intensity of GV and EV [kg/Unit] 

 

 

Table. A-2 Environmental load of GV and EV 

 

Gasoline vehicle (GV)

[kg/Unit]

Electric vehicle (EV)

[kg/Unit]

Li 0 6.74

Mg 0.2 0.2

Al 59.9 77.3

Mn 10.9 29.3

Fe 889 910

Co 0 18.4

Ni 0 18.4

Cu 20.8 86.4

Zn 100 0.1

Nd 0 0.497

Pt 0.00154 0

Pb 0.3 0.31

GV EV GV EV

Material 

manufacturing
2,101 3,598 18 70

Components 

manufacturing
358.8 2,815 - -

Products 

manunfacturing
514.8 609.3 - -

1.381×10
-1

5.733×10
-2

1.0×10
-4

2.0×10
-4

(in 2015) (in 2015) (in 2015) (in 2015)

1.381×10
-1

4.111×10
-2

1.0×10
-4

1.6×10
-4

(in 2030) (in 2030) (in 2030) (in 2030)

Disposal -752.6 -1,294 -9 -33

CO2 emissions TMR

Usage per km

[kg-CO2] [t-TMR]
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Table. A-3 Lifetime setting of GV and EV 

 

 

Table. A-4 Parameters and their values of car- and ride-sharing model 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GV EV(Body) EV(LIB)

Type of probability destribution

Minimum value [km] 0 0 80,000

Mode value [km] 100,000 100,000 100,000

Maximum value [km] 200,000 200,000 120,000

Triangular distribution

Parameter Value

Average number of people per privately owned vehicle 1.3

Average monthly mileage per privately owned vehicle [km] 833

Average number of people per car-sharing vehicle 1.3

Maximum utilization rate of car-sharing vehicles 5

Average number of people per ride-sharing vehicle 2

Maximum utilization rate of ride-sharing vehicles 4

Rate of effective mileage during ride-sharing 0.5
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 第 4，5 章 

Table. A-5 Raw material intensity of GV [kg/Unit] 

 

Body Tyre Engine Small battery

B 0.0108 - - -

C 0.799 - - -

Mg 3.23 - - -

Al 1.5 - 142 -

Si 1 - - -

P 0.276 - - -

S 0.546 - - -

Ti 0.659 - - -

V - - 0.193 -

Cr 19.4 - 9.19 -

Mn 4.63 - 7.54 -

Fe 623 - - -

Co - - 0.0016 -

Ni 0.58 - 3.55 -

Cu 12.4 - 0.6 -

Zn 0.058 - - -

Sr 0.0147 - - -

Y 0.0013 - - -

Zr 0.0367 - - -

Nb 0.165 - - -

Mo - - 0.731 -

Rh 0.0004 - - -

Pd 0.0015 - - -

Sn 0.0214 - - -

W - - 0.128 -

Ir 0.00002 - - -

Pt 0.0011 - - -

Pb 0.2 - 0.1 6.6

La 0.0032 - - -

Resin 84.1 68.5 7.2 1.8

Other 76.4 - - -
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Table. A-6 Raw material intensity of S-GV [kg/Unit] 

  Body Tyre Engine Small battery 

B 0.00898 - - - 

C 0.665 - - - 

Mg 2.69 - - - 

Al 1.25 - 118 - 

Si 0.833 - - - 

P 0.229 - - - 

S 0.454 - - - 

Ti 0.548 - - - 

V - - 0.16 - 

Cr 16.2 - 7.64 - 

Mn 3.85 - 6.27 - 

Fe 519 - - - 

Co - - 0.00133 - 

Ni 0.482 - 2.95 - 

Cu 10.3 - 0.499 - 

Zn 0.0482 - - - 

Sr 0.0122 - - - 

Y 0.00108 - - - 

Zr 0.0305 - - - 

Nb 0.137 - - - 

Mo - - 0.608 - 

Rh 0.000333 - - - 

Pd 0.00125 - - - 

Sn 0.0178 - - - 

W - - 0.106 - 

Ir 0.0000166 - - - 

Pt 0.000915 - - - 

Pb 0.166 - 0.0832 6.6 

La 0.00266 - - - 

Resin 70 68.5 5.99 1.8 

Other 63.6 - - - 
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Table. A-7 Raw material intensity of EV [kg/Unit] 

  Body Tyre LIB Motor 

Li - - 6.29 - 

B - - - 0.143 

C 0.799 - - - 

O - - 28.5 - 

F - - 1.88 - 

Mg 0.0153 - - - 

Al 11.5 - 33.1 21.4 

Si 1 - - - 

P 0.276 - 0.51 - 

S 0.227 - - - 

Cr 19.4 - - - 

Mn 4.63 - 0.104 - 

Fe 631 - 4.9 85.2 

Co - - 0.834 - 

Ni 0.58 - 53.4 - 

Cu 28 - 30.6 31.1 

Zn 0.058 - - - 

Ga - - - 0.0017 

Mo 0.083 - - - 

Sn 0.0214 - - - 

Nd - - - 0.334 

Dy - - - 0.0783 

Resin 84.3 68.5 116 4.26 

Other 76.4 - 15.9 - 

 

 

 

 

 

 

 

 



-148- 

 

Table. A-8 Raw material intensity of S-EV [kg/Unit] 

  Body Tyre LIB Motor 

Li - - 3.73 - 

B - - - 0.105 

C 0.588 - - - 

O - - 16.9 - 

F - - 1.11 - 

Mg 0.0113 - - - 

Al 8.46 - 19.6 15.8 

Si 0.736 - - - 

P 0.203 - 0.302 - 

S 0.167 - - - 

Cr 14.3 - - - 

Mn 3.41 - 0.0617 - 

Fe 464 - 2.91 62.6 

Co - - 0.495 - 

Ni 0.426 - 31.7 - 

Cu 20.6 - 18.2 22.9 

Zn 0.0426 - - - 

Ga - - - 0.00125 

Mo 0.061 - - - 

Sn 0.0157 - - - 

Nd - - - 0.246 

Dy - - - 0.0576 

Resin 62 68.5 68.7 3.13 

Other 56.2 - 9.45 - 
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Table. A-9 Raw material intensity of HV [kg/Unit] 

  Body Tyre Engine Small battery LIB Motor 

Li - - - - 3.93 - 

B - - - - - 0.0143 

C 0.799 - - - - - 

O - - - - 17.8 - 

F - - - - 1.17 - 

Mg 0.0153 - - - - - 

Al 1.5 - 142 - 23.1 13.4 

Si 1 - - - - - 

P 0.276 - - - 0.319 - 

Si 0.227 - - - - - 

V - - 0.193 - - - 

Cr 19.4 - 9.19 - - - 

Mn 4.63 - 7.54 - 0.104 - 

Fe 608 -   - 3.06 53.3 

Co - - 0.0016 - 0.834 - 

Ni 0.58 - 3.55 - 33.4 - 

Cu 12.4 - 0.6 - 19.1 19.4 

Zn 0.058 - - - - - 

Ga - - - - - 0.0017 

Mo - - 0.731 - - - 

Rh - - - - - - 

Pd 0.0214 - - - - - 

Sn - - 0.128 - - - 

Ir - - 0.1 6.6 - - 

Pt - - - - - 0.334 

Pb - - - - - 0.0783 

La 82.1 68.5 7.2 1.8 62.3 2.66 

Other 76.4 - - - 9.45 - 
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Table. A-10 Raw material intensity of HB [kg/Unit] 

  LIB Other components 

Li 1.12 - 

O 5.07 - 

F 0.334 - 

Al 5.89 0.9 

P 0.091 - 

Mn 0.019 - 

Fe 0.872 89.9 

Co 0.148 - 

Ni 9.51 - 

Cu 5.45 - 

Resin 20.6 - 

Other 2.83 - 

 

Table. A-11 Raw material intensity of BCS [kg/Unit] 

  LIB Other components 

Li 1.12 - 

O 5.07 - 

F 0.334 - 

Al 5.89 0.9 

P 0.091 - 

Mn 0.019 - 

Fe 0.872 89.9 

Co 0.148 - 

Ni 9.51 - 

Cu 5.45 - 

Resin 20.6 - 

Other 2.83 - 
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Table. A-12 Raw material intensity of PV [kg/Unit] 

  Panels Other components 

Al - 50.5 

Mn - 1.03 

Fe - 161 

Cu - 3.65 

Sn 0.52 - 

Si 302 - 

 

Table. A-13 CO2 emissions of targeted products [kgCO2/Unit] 

  GV HV EV BCS HB PV S-GV S-EV 

Material 

manufacturing 
3,405  3,851  6,005  

686.0  615.9  4444 

2,955  4,146  

Components 

manufacturing 
531.4  987.8  2395  468.1  1581.9  

Products 

manufacturing 
594.0  654.0  655.0  494.1  481.6  

Usage per km 

in 2020 
0.1138  0.07898 0.06065  - - - 0.1138  0.06065  

Disposal -660.2  -822.3  -1428  -54.97 -72.00  -575.0  -548.7  -916.4  

 

Table. A-14 TMR of targeted products [t-TMR/Unit] 

  GV HV EV BCS HB PV S-GV S-EV 

Material 

manufacturing 
27.1  42.7  104  13.8  7.4224 15.3  15.3  67.6  

Usage per km 

in 2020 
8.89  6.17  20.9  - - - 8.89  20.9  

Disposal -10.1 -19.8  -48.3  -3.91  -2.56  -2.22  -8.40  -31.2  

 

 

 

 

 

 

 



-152- 

 

Table. A-15 Lifetime setting of targeted vehicles and average monthly mileage per privately  

owned vehicle 

 

 

Table. A-16 Lifetime setting of BCS, HB, and PV 

 

 

Table. A-17 Parameters and their values related to profit calculation 

 

  

GV HV EV(Body) EV(LIB)

Type of probability destribution

Minimum value [km] 0 0 0 80,000

Mode value [km] 85,000 85,000 85,000 100,000

Maximum value [km] 200,000 200,000 200,000 120,000

Average monthly mileage per

privately owned vehicle [km / month]
541.5 (Constant value)

Triangular distribution

BCS HB PV

Type of probability destribution

Minimum value [year] 4 6 16

Mode value [year] 6 10 20

Maximum value [year] 8 14 24

Triangular distribution

GV HV EV BCS HB PV S-GV S-EV

Total manufacturing cost [10
3 

yen] 1,177 1,983 3,044 920 500 1,100 1,049 2,036

Sales price [10
3
 yen] 1,765 2,975 4,567 1,150 625 1,374 1,572 3,054

Car-sharing fee [10
3
 yen / km] 0.02 - 0.02 - - - - 0.02
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